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第1章 序論 
 
１．１ 研究の背景  
従来、音声電話サービスだけを提供していた電気通信ネットワークは、技術の発展と時
代の要請によりマルチメディア化が求められ、ついでモバイルネットワークにおいてもマ
ルチメディア化が重要となり、さらに今後ユビキタスへの発展が求められている。本論文
は、この背景のもと、サービスのマルチメディア化、モバイル化、ユビキタス化という視
点から、それらに適応できる広帯域アクセスネットワーク、モバイルネットワークおよび
その発展としてのユビキタスネットワークについて、構成法とその制御技術を中心に研究
内容とその成果を論じるものである。以下、その研究の背景について述べる。 
音声による電話サービスを一世紀にわたって提供してきた電気通信ネットワークは、電
話サービスに最適化するように進化してきた。その基本は人対人の通信であり、人の声を
送るのに最適な帯域で、人が操作するのに適した方法で接続できるネットワークが構築さ
れてきた。1970年代以降、コンピュータ利用の発展とともに、電話サービス以外にデータ
通信の需要が高まり、データ通信専用のディジタルデータネットワークの提供も始まった。
更に、これら電話サービスと非電話サービスを統合して提供することを狙いとして ISDN
（Integrated Services Digital Network：サービス総合ディジタル網）の開発が世界各国
で行なわれた。しかしながら、1980年代後半から、ビジネス分野におけるコンピュータ利
用が拡大し、またパーソナル・コンピュータ（PC）が普及し始めたことにより、大容量の
データや画像を含めた情報メディアをコンピュータ間でやり取りする需要が拡大し、
64kbps回線を基本として構築された（狭帯域）ISDNでは、容量的にも、伝達効率の点で
も限界があることがわかった。そのため速度設定や伝達方法に柔軟性があり、広帯域のマ
ルチメディア情報を高品質で送れる新たな通信ネットワークが求められるようになった。
これが 1980年代後半から 90年代初期にかけて盛んに研究された広帯域 ISDNであり、新
たな非同期伝達モード（ATM）を導入したネットワーク構成法の研究が加速された。 
広帯域 ISDNの研究は、交換・多重化技術に関する伝達方式の研究やインタフェース規
定を含むネットワーク構成論まで広く及んだが、要点はマルチメディアサービスをいかに
効率的かつ高品質にユーザへ届けるかということであり、特にネットワーク使用効率の低
いアクセス系をコストをかけずにどう構築するかという問題は、ネットワークの構築上大
きな課題であった。一方、高速コンピュータ通信を主眼とし、配線方法や伝送効率が特に
課題となる構内系ローカルネットワーク（LAN）や都市エリアネットワーク（MAN）に
おいては、イーサネット LAN のように伝送メディアを共用して使うシェアド・メディア
型のネットワーク方式が有効とされており、80年代前半から IEEE802委員会等で標準化
技術の検討も進められていたが、このネットワークにおいてマルチメディアサービスに向
いた帯域保証や品質制御の検討はほとんど進んでおらず、また、ネットワーク規模の拡張
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性の検討も不十分であった。 
以上のようなネットワークの発展状況を背景に、特に、LAN/MANを含む広帯域 ISDN
のアクセス系を新たに構築していくために、経済性に優れマルチメディアサービスにも効
率よく対応できるネットワーク構成技術の研究が重要との認識を得て取り組んだのが、本
論文の前半（第 2章）に記述したマルチメディアサービスを指向したアクセス系ネットワ
ーク構成技術の研究である。 
 
もうひとつの特徴的な電気通信ネットワークの変化は、固定通信から移動通信サービス
ネットワークへの展開である。従来の電気通信網やインターネットは、端末が移動するこ
とはほとんど想定しておらず、移動性に対する機能が基本的に弱かった。しかしながら無
線技術とデバイス技術の発展により、電話端末は有線ネットワークと切り離なすことが可
能となり、端末の移動に応じて基地局までの回線ルートを切り替えていくモビリティ管理
の技術がネットワークにおいても開発され、電話機を携帯して持ち歩くことのできる携帯
電話サービスが可能となった。このサービスはディジタル化が進んだ 1990 年代以降爆発
的に普及し、人と人の間の音声通信は、携帯電話を利用して行われることが普通となって
きている。更に、無線アクセス技術の高速化と、インターネットと携帯電話網が相互接続
されて携帯電話端末からインターネットへのアクセスが可能となったことにより、モバイ
ルネットワークは、電話サービス網からマルチメディアを流通させるモバイルマルチメデ
ィアネットワークへと変化しようとしている。この変化を促進するには、固定網の進化と
同様、電話サービス中心で設計されたネットワークをマルチメディアサービスに向いた経
済的かつ品質の高いネットワークへ転換して行く必要がある。そのため取り組んだのが、
本論文の中央部（第 3章）において述べられているマルチメディアサービスに適応できる
モバイルネットワーク構成法の研究である。 
  
さらに、今後のネットワークサービスを展望すると、マイクロチップ技術や近距離無線
技術の発展により、人の身の回りのあらゆるモノにコンピュータチップが埋め込まれ、そ
れらが連携して人の行動を支援するというユビキタス（コンピューティング）サービスの
提供が現実的なものとなってきた。このサービスを実現するためには、あらゆる場所に遍
在する膨大な数の端末デバイスをネットワーキングする必要があり、また、これらの個々
のデバイスは能力が制限されているため、その機能・性能をネットワークが補うというこ
とも必要となると考えられる。このようなユビキタスサービスに適合するネットワークは、
従来の通信ネットワークの発展の方向（高速広帯域化と端末の高機能化）とは異なる位置
にあるものと考えられ、ネットワーク構造的にも、あるいはビジネス的にも、新たなパラ
ダイムを想定して研究に取り組む必要があると考えられる。ユビキタスネットワーク化に
おいては、提供されるサービスはどのような性質を持ち、ネットワークとしてはどのよう
な能力が提供されるべきか、ネットワーク研究としてのターゲット設定自体から見直す必
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要があると考えられ、この段階から取り組み、モバイルネットワークの発展形態としての
構成の可能性について論じたものが、本論文の後半部分（第 4章）で述べたユビキタスサ
ービスに適応するユビキタスネットワーク構成法の研究である。 
 
１．２ 研究の位置づけと概要 
本研究は、通信サービスのマルチメディア化、モバイル化そしてユビキタス化という
トレンドに対応し、またそれを牽引するため、①マルチメディアトラフィックの効率的か
つ高品質な転送をアクセス系ネットワークで実現するためのリング型ネットワーク構成法
と②モバイル環境下での多様なマルチメディアサービスの展開に適した IP ベースのモバ
イルネットワークの構成法、そして、③実環境におけるさまざまなモノをも通信対象とし
たユビキタスサービスの提供に向けたユビキタスネットワークの構成法を論じている。以
下、それぞれの研究テーマについて、その位置づけと研究の概要を述べる。 
  
（１）マルチメディアサービス指向したアクセス系ネットワーク構成技術 
従来、公衆網におけるアクセスとしては、交換機の各ポートに対応してスター型に伝送
路を配し、加入端末毎に収容を行なう個別媒体アクセス方式が一般的である。このスター
型の収容方式では、ひとつの端末がアクセス回線を占有するため、その端末が情報を転送
するとき以外は伝送媒体は利用されず、使用効率は一般に低い。一方、間歇的な情報転送
が行なわれるデータ伝送においては、パケットの統計多重効果によって伝送効率を高める
パケット通信方式が通常用いられてきているが、これをアクセスネットワークの領域でも
効果的に利用し、併せて配線効率を高めるためには、単一の伝送媒体を複数の端末で共用
し、パケット多重伝送することが有効である。実際、配線効率を重視する構内系ネットワ
ーク（LAN）においては、CSMA/CD等のメディアアクセス制御技術を用いたバスやリン
グ等の媒体共用（シェアド・メディア）型ネットワーク方式が早くから利用されてきた。 
また、データばかりでなく、音声や画像等のマルチメディアサービスを効率的にサポー
トするためには、データの廃棄を極力押さえるとともに、動的な帯域割当てと帯域保証を
行うことが必要となる。そのため高速伝達能力を備える ATM（Asynchronous Transfer 
Mode）を用いたスター型スイッチング技術が検討されてきた。スター型スイッチでは、
たとえば、データ通信のバースト的なトラフィックに対して、帯域の動的な割当てを行い
つつ ATM セル廃棄を最小限に抑えるための検討はなされているが、動的帯域割当て、低
廃棄率、そして帯域保証の三つを同時に実現することは困難である。一方、シェアド・メ
ディア型のネットワークでは、そのサブネットワークの中では輻輳によるパケット廃棄が
なく、バースト的トラフィックに対するリアルタイムな動的帯域割当てがメディアアクセ
ス制御により可能であり、さらに帯域保証機能を付加することができれば、マルチメディ
ア指向ネットワークとしての適用性が高いと考えられる。特に、都市エリアまでの適用ネ
ットワーク規模の拡大を想定すると、端末からのアクセスの公平性維持や高信頼化にも適
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したリング形式のネットワークが有効と考えられる。 
そこで、マルチメディアサービスを提供する広帯域ネットワークのアクセス系を効率的
に構築するための手法として、シェアド・メディア型のネットワークを取り上げ、その特
性を生かしてネットワーク構成上の効率性を確保しつつ、マルチメディアサービスをサポ
ートするための品質制御機構を新たに開発することにより、アクセス系の領域で従来のス
ターネットワーク構成に勝る Cost/Performance を得ることを大きな狙いとして研究に取
り組んだ。 
本論文第 2 章にその研究成果を記述している。まず、マルチメディアサービス向けの
LAN、MAN を含むアクセスネットワークを構築する場合の要求条件をのべ、これに対応
しうるネットワークとしてリング型（シェアド・メディア）ネットワークが優れているこ
とを指摘する。そこでリング型シェアド・メディアネットワークを対象とし、ＡＴＭとの
親和性が高いセルを伝達レイヤに適用し、動的帯域割当ておよび要求通信品質毎の帯域保
証が可能なＡＴＭリング・アクセス制御プロトコル（ATMR制御プロトコル）を新たなメ
ディアアクセス制御(MAC)プロトコルとして提案する。 
ATMR制御の主な特長は、リング上で効率的にリセット制御が行われるウインドウ制御
機構をアクセスユニット（AU）に分散的に持たせて AU 毎の情報転送量の公平性制御を
実現したことと、マルチメディアサービス毎の帯域と遅延保証のための優先制御機構を導
入したことである。この優先制御機構では、ネットワーク全体で共有する通信レベルの概
念を導入し、リセット信号による瞬時の通信レベル遷移による動的なアクセス優先度制御
を実現している。本論文では、これらの仕組みを述べ、その評価結果を示している。 
マルチメディア環境下でも要求サービス品質毎の QoS保証ができることは、シミュレー
ションによって確認しており、他の代表的な既存方式との性能比較により、マルチメディ
ア向けシェアド・メディア型ネットワークとしての有効性を明確にしている。また、ATMR
プロトコルを LSIとして実現し（156Mbps試作版および 622Mbps実用版）高速処理の実
現性を確認した。NTTの研究チームによって、この LSIを用いた ATM-LANプロトタイ
プシステムが構築され、システムとしての評価も行なわれ、実用化への見通しがつけられ
た。 
 
（２）モバイルマルチメディアサービスに適応するモバイルネットワーク構成法 
1990年代中期以降、多くのサービスアプリケーションがインターネットでの利用を目的
に開発され、現在は、データ系サービスのみならず音声や画像をふくむ各種アプリケーシ
ョンがインターネット上を流通するようになっている。一方、モバイルネットワークは、
第３世代(３G)モバイルネットワークサービスが開始され、アクセスの高速化が図られたこ
とから、TV 電話や映像配信等も含むモバイルマルチメディアサービスの展開が期待され
ている。これらインターネットとモバイルネットワークの関係については、既に、第２世
代のモバイルネットワークをアクセス網としてインターネットに相互接続するという構成
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によって連携が始まっており、移動環境でインターネットへのアクセスを可能とする、所
謂モバイルインターネットアクセスサービスとして、多くのユーザに受け入れられている。 
今後、３Gネットワークの拡大、無線アクセス技術の高速化が見込まれることから、こ
のインターネットとモバイルネットワークの結合はより密接なものとなり、ユーザは、イ
ンターネットとモバイルネットワークの区別なく、固定端末とモバイル端末間あるいはモ
バイル端末同士でストレスなくマルチメディア情報を流通させることを要望すると予想さ
れる。これを実現するためには、現状のような（固定）インターネットとモバイルネット
ワークの単なる相互接続では不十分で、インターネット自体が移動性（モビリティ）能力
をもつ、あるいは、これまで通信キャリアで閉じていたモバイルネットワークがオープン
性をもち“インターネット化”するという方向が必然的に求められると考えられる。 
こういった技術的方向性は、インターネットやモバイルネットワークの研究者の間で共
有されつつあり、インターネットでのモビリティ技術の研究やモバイルネットワークの IP
（Internet Protocol）化の技術検討が世界的に進められている。しかし、一方、実際に３
G ネットワークをもつ通信キャリアが次世代（第 4 世代：４G）に向けてネットワーク構
成を改革していくことを考えると、まだ世界的に３Gの導入が始まってそれほど時間のた
っていない現時点では、この “インターネット化”や IP化の具体的な実現形態や時期に
ついて、標準方式やコンセンサスが世界で出来上がっているわけではない。モバイルサー
ビスのマルチメディア化は必然であるとしても、通信キャリアの置かれているマーケット
やビジネス環境条件を考慮したネットワーク拡張戦略とそれにもとづくネットワーク構築
法検討が同時に行われることが重要である。 
 
以上のような状況を踏まえ、本論文第３章では、まず、モバイルサービスマーケットの
展開予測から次世代（４G）に向けたネットワーク構成のターゲットモデルを明確にする。
これから導かれた最終的なターゲットとしてマルチメディアサービスを提供するキャリア
グレードのネットワークを取り上げ、IP 技術を全面的に導入する All-IP 化を提案する。
本研究では、インターネット構成法の考え方や IP 技術が今後の通信網の基盤になりうる
との認識は持ちつつも、キャリアネットワークとしてモバイルサービスを提供していくた
めの問題点を明確にし、インターネットと対比する形で設計方針を具体化し、これを踏ま
えて All-IP化を実現するための新たなアーキテクチャ提案を行なうとともに、その実現可
能性について検証を行う。 
第 3章の構成は以下のとおりである。まず、次世代のモバイルネットワークの構築に向
けた要求条件と構築ストラテジーについて、４Gの時代までのモバイルマーケットの変化
シナリオを想定して、それらに対応する形で仮説として整理する。シナリオの構成法は、
３Gサービス（従来のモバイルキャリアが提供する３Gネットワーク上の各種サービス）
と non-3Gサービス（主に新興のサービスプロバイダが提供する３Gセルラー以外の無線
アクセス技術；WiFi, WiMAX 等を用いたモバイルサービス）のマーケットでの受け入れ
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られかたを大胆に想定したシナリオプラニングの手法（3章[5]）にもとづく。このシナリ
オから、３Gキャリアとして、次世代へ向けたターゲットとすべきネットワークモデルを
抽出する。次に、次世代ネットワークのデザイン方針について、従来のキャリアネットワ
ークでの考えとインターネットの考えを比較しつつ、新たな設計方針を明らかにする。こ
れらを踏まえ、４G時代へ向けた主要ターゲットであるモバイルマルチメディアに適応で
きるネットワークを検討対象として、All-IP化を指向した新たなネットワークアーキテク
チャを提案する。更に、このアーキテクチャを実現する技術論を論じるが、特に、モバイ
ルネットワークの能力を特徴づけるモビリティ制御方式に着目し、その実現方式について
議論する。インターネット技術として検討されてきたMobile IP方式では、ネットワーク
の安全性やユーザの位置に関するプライバシ保護の観点から問題があり、キャリアネット
ワークとして提案する設計方針にそぐわないことを指摘し、モビリティ管理については、
従来インターネットで尊重されてきた考え方（エンド－エンド原則）とは異なる方式、即
ち、端末側では移動制御に関する処理を最少化し、ネットワーク側に移動管理機能を持た
せてモビリティを実現させる（ネットワークインテリジェンスによる）制御方式を提案す
る。この方式は、モバイルキャリアネットワークとしての設計方針と合致するものであり、
インターネットアーキテクチャ原則を破るものではあるが、今後の All-IP化の実現に向け
て、一つの基盤的なソリューションを与えるものである。本モビリティ方式の定量的評価
については、NTTドコモの研究チームやその共同研究パートナーらによって進められてお
り、実現を妨げるような処理的なボトルネックはないこと、Mobile IPv6と比較しても性
能上劣らないこと等がシミュレーションや実機システムの評価を通じて確認されている。
本論文においては、それらの主要評価結果も本提案の有効性を示すものとして記述してい
る。 
本論文で提案した制御方式やネットワークアーキテクチャが世界的な評価を得るため
には、国際標準や導入のストラテジーの合意を世界各国のオペレータやベンダと共に作っ
ていく必要がある。これについては今後の展開としてまとめに述べている。 
 
（３）ユビキタスサービスに適応するユビキタスネットワーク構成法 
  近年のマイクロチップ技術や近距離無線技術の発展により、1980年代末にゼロックス
パロアルト研究所のマーク・ワイザー氏によって提唱されたユビキタスコンピューティン
グの世界が現実的なものとなってきた。このユビキタスコンピューティングとは、人を取
り巻くあらゆるモノや環境にコンピュータが組み込まれ、これらが協調して人々の活動を
さりげなく支援してくれるコンピューティング環境の実現を目指したものであるが、リア
ル（物理）空間に配備された RFIDやセンサー（カメラ、マイク等のあらゆる観測デバイ
スを含む）がネットワーク化されることによって、人や環境の状況（コンテキスト）を把
握することが可能となり、ネットワーク上のサイバー（仮想）空間のコンテンツやデータ
とも連携して、従来にない新たなタイプのサービスの創造が期待される。例えば、個人へ
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のサービスとしては、周囲環境情報の変化を適宜伝えることによって視聴覚能力を補助し
たり、蓄積した行動履歴を必要に応じ提示することで記憶力を補うような生活行動支援や
知的活動支援が考えられる。また、ヘルスケアの分野では、個々人の生体情報を生体セン
サーで常時収集して、過去の健康状態と比較しつつ分析し、生活習慣病にかかわる日常生
活のアドバイスを適切なタイミングで与えたり、高齢者の異常状態を家族に知らせたりと
いう応用が考えられる。ビジネス向けには、ショッピングモール等に集まる群集の状況情
報（客層や行動パタン）や個々人のオープン可能な嗜好情報等にもとづくオンタイムの顧
客対応管理（Customer Relation Management ：CRM）等のビジネス支援などが考えら
れる。更に、社会の安心・安全のために、地域的な交通状況や防犯に関するセンシング情
報によって、様々なリスクに対して歩行者や屋内の住民にもアラームを発するという社会
インフラ的なサービスも考えられる。 
これらのサービスをユビキタスサービスといい、これを提供するネットワークをユビキ
タスネットワークと呼ぶとすれば、これらは明らかに従来の通信サービスやネットワーク
とは異なる特性を持つ。ひとつには、ネットワークの接続要求も含めサービスを選択する
のは必ずしもユーザ自身ではなく、コンテキスト情報にもとづき、ユーザ自身が意識しな
くても適切なサービスを適切なタイミングに提供するというインテリジェンスをネットワ
ークが持つ必要があるという点がある。また、実環境に遍在する膨大な数の低能力な端末
デバイスを常時接続するために、ネットワークに求められる接続性と情報転送能力も従来
とは大きく異なるであろう。これまでの通信システムが目指してきた高速広帯域化や端末
の高度化とは異なる能力が求められ、通信パラダイム自体が変化する可能性もある。 
以上の考えを踏まえ、本論文では、第 4章において、ユビキタスサービスを提供するた
めの新たなネットワーク構成法について、前述のモバイルネットワークの All-IP化を踏ま
えた形で検討結果を示す。具体的には、まず、将来のユビキタスサービス時代のネットワ
ークとは如何なるものであるのかを考察し、環境への浸透と理解を機軸とした新たなネッ
トワークのビジョンを提案し、それが実現すべき価値について論ずる。ユビキタスサービ
スの概念は広いが、実世界（フィジカル）を対象に含め、人や周囲環境の状況（コンテキ
スト）に応じて、人にはさりげなく（インビジブル）サービスが提供されることが、ユビ
キタスサービスを特徴づける基本的かつ本質的な機能概念であることを指摘し、これら機
能概念によって記述されるサービス実現モデルを示して、サービス研究の方向性を明らか
にする。次に、ネットワークビジョンを実現する具体的なネットワーク構成論として、次
世代のモバイルネットワークをコアとしてユビキタス世界へ拡張を図る“モバイルユビキ
タス・ネットワーキング”の概念を提唱する。これは、携帯電話端末が、人が常時携帯す
る機器であることに着目し、携帯電話端末をゲートウェイとしてフィジカルな世界へ接続
性を拡張すれば、人のまわりのコンテキストを収集し、モバイルネットワーク上に形成さ
れた仮想空間との連携によって、人に対してインビジブルにサービスを提供する仕組みが
構成できるという考察に基づいている。このモバイルユビキタスの考え方の有効性を確認
 - 8 -
するために、歩行の困難な高齢者や傷病者のユビキタスネットワークによる外出支援の一
例を想定して、固定系ネットワークを利用した場合との比較評価を述べている。 次に、
今後の研究の推進に向けて、ネットワークアーキテクチャを規定し、その主要構成要素に
ついてネットワーク技術とサービス支援技術の両面から要求条件や新たな研究課題を体系
化してまとめている。ユビキタスサービスの実現には、従来のインターネットの考えでも
十分ではなく、新たなネットワークパラダイムでの取り組みも必要であることを述べてい
る。これにひき続き、実際に社会にユビキタスサービスを提供し、サービスとネットワー
クを発展させていくシナリオを考察することにより、現状と今後の発展のためにいかなる
課題を克服していく必要があるかを社会的側面にも着目して議論している。 
最後に、まとめとして、ユビキタスサービスをビジネスとして提供していくことを想定
した場合に考えられる種々の課題について、サービス提供上の特性に着目して論じ、ユビ
キタス社会を進展させていくための大きな留意点を改めて指摘している。 
 
第 5章は、以上の研究内容全体について成果を取りまとめている。 
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第２章 マルチメディアサービスを指向したアクセス系ネットワーク構成技術 
― ATMリング方式の研究 ― 
 
２．１ はじめに 
1980年代後半、広帯域（B－）ISDNの構築に向け、あらたな交換・伝達技術として
非同期伝達モード（Asynchronous Transfer Mode: ATM）方式が盛んに検討された。ATM
は、電話ネットワークで用いられる回線交換（Circuit Switching：CS）とデータ通信網で
用いられるパケット交換（Packet Switching：PS）のスイッチング技術の優れた性質を取
り入れ、PS モードでありながら、高速のマルチメディアサービス、リアルタイム系サー
ビスを提供することができる伝達方式として、CCITT(後の ITU-T)で B-ISDNのソリュー
ションとして提案され、基本的な標準仕様が策定された[1],[2],[3],[4],[5]。その後、相互接続
性を保証するための業界団体 ATM フォーラムが 1991 年に設立され、最盛期には 800 を
超える会員企業（多くはベンダー）を巻き込んで産業（de facto）標準がつくられた[6]。 
ATM は、もともと広帯域公衆網の伝達技術として開発されたものであり、ITU-T におい
ては、公衆網としてのユーザ・網インタフェース（User-Network Interface; UNI）、ネッ
トワークノード間インタフェース（Network Node Interface; NNI）の標準規定を中心に
行われたが、その適用性を拡大するために、LANやMANへの適用検討も盛んに検討され
た。 
本章では、このような B-ISDN方式設計の創成期において、広帯域ネットワークアクセ
ス系の低コスト化と品質向上へ向けての研究の一環として検討したＡＴＭリング方式につ
いて述べる。ＡＴＭリング方式は、B-ISDN時代の LANや都市エリアネットワーク（MAN）
構築を想定し、ＡＴＭ技術との親和性を念頭において開発したものであり、マルチサービ
ス向けの媒体共有型ネットワーク方式である。端末間のアクセス公平制御とマルチサービ
ス品質制御を可能とする媒体アクセス制御（Media Access Control: MAC）プロトコル
方式が中核の技術であり、そのプロトコル方式、性能評価、システム構成法等について記
述する。 
 
２．２ 媒体共用型（シェアド・メディア）ネットワーキング研究の背景 
媒体共用型（シェアド・メディア）ネットワークは、そこにつながるすべての端末ホス
トが通信線路媒体を共通に使用し、その媒体を通じて相互に接続を可能とするネットワー
ク方式であり、一般にバスまたはリング状の構成をとる。通信線路媒体が貴重な資源であ
る場合に、それを有効利用する技術として特に構内系のローカルエリアネットワーク
（LAN）への利用を想定して発展した。初期の Ethernet はバス形式の代表例である。そ
の他、リング形式の Token Ring 方式が提案された。これらの技術は、1980 年代 LAN
の媒体アクセスの標準仕様を定める団体 IEEE802 委員会においてとりあげられ、標準方
式として仕様が定められてきた[7],[8]。 
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特に都市エリアまでの適用の拡大を想定すると、アクセス公平性保証や高信頼化にも適
したリング形式のネットワークが有効と考えられ、以下のような各種のリング方式の検討
が 80年代から 90年代前半までに集中して議論された。 
¾ Cambridge Ring / Orwell Ring [9]  
¾ MetaRing  [10] 
¾  FDDI  [11]  
¾ CRMA  [12]  
  
一方、バス型ネットワーク技術でもMAN領域での適用をめざした DQDB（Distributed 
Queue Dual Bus）方式[13]が、オーストラリアより提案され、IEEE802.6（MAN）に
おいて標準仕様が検討された[14]。 
これらの方式研究では、LAN/MANでのリソースの効率的利用を図るためのシェアド・
メディアネットワークとして、簡易なアクセス装置での実現と広帯域化、マルチメディア
化（QoS保証)が技術的主題となっている。しかしながら、動的な帯域割り当てを可能にし、
帯域保証を実現し、かつ低パケット廃棄とするという三つの性質を同時に可能とする方式
はなく、結果として LAN/MANでマルチメディアトラフィックを効率的に扱えるシステム
として実用に供したものはなかった。 
そこで、この点の解決を主眼におき、高速 PISN(私設サービス統合網、マルチメディア
LAN))の構築手段とすること、および B-ISDNのアクセス系のひとつとして広域、広帯域
で効率的マルチアクセス技術として適用すること（MAN としての適用）を想定して、
B-ISDN とも親和性が高い ATM 技術にもとづくシェアド・メディア方式としてリングネ
ットワーク方式の検討に着手した[15],[16]。 具体的には、高速で動作し、動的帯域割りあ
てと帯域保証機能を具備し、ＣＢＲに加え、最小帯域を保証するとともに伝送路の空きを
有効利用するＡＢＲサービスも可能であるＡＴＭリングプロトコル（ＡＴＭＲ）を開発し、
特にＡＴＭ－ＬＡＮ方式として、その実用性も確認することができた。 
 
２．３リングネットワーク方式の特徴と研究課題 
 
２．３．１ LAN/MAN適用への要求条件 
マルチメディア、高速・広帯域サービス時代の LAN/MANの構築を考えるにあたって、
主要な要求条件は以下のようなものである。 
a）マルチメディア通信を効率的にサポートができること。これは速度や品質要求の異な
るサービスを効率よく収容できるネットワークであることの要求であり、動的な帯域制御
が可能で、複数クラスの品質（CBR,VBR、ABRトラフィック等）を収容可能な方式であ
ることが必要である。 
b）サービスの多様化のために、いろいろなコネクションタイプ、情報配信方法が提供さ
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れること。具体的には、コネクションオリエンテッド型のほか、コネクションレス型のサ
ービスへの適用、1 対 1 接続の他、マルチキャスト、ブロードキャストが容易に実現でき
ること等。 
c）広帯域公衆網や広域専用線との整合性。LAN 間通信等企業間のグローバルなネットワ
ークを提供するために求められる。品質、信頼性、性能等で公衆網と同等の能力を有しう
ることも必要。 
d）ワイヤリングやネットワークトポロジー的な柔軟性。また LANからMANまで、ネッ
トワーク規模や速度の拡張性に優れたシステムであること。 
 
２．３．２ リングネットワーク方式 
前節で述べた要求条件を満たす経済性に優れたネットワーク方式として、リング状の伝
送媒体を多数の端末ホストで共有して利用するシェアド・メディア型リングネットワーク
方式を取り上げ検討した。リング型のシェアド・メディア型ネットワークは一般的に以下
に示すような特長があり、これを実現することで先に述べた要求条件にも合致できるネッ
トワークシステムを構築できる期待がある。 
 
a）複数のアクセスユニット（AU)を共通の伝送媒体でリング状に接続した分散交換システ
ムとして、AUに自律的な動作をさせることが可能で簡易な運用が可能。 
b）伝送媒体を複数の AU で共用することにより、送信状態にある AU 間で伝送媒体の帯
域を公平に分配することが可能。また送信状態にある AUの数が変化した場合は瞬時に
各 AUの送信帯域を変化させることができる。このようなアクセス制御によってパケッ
ト廃棄がなく、高いネットワーク使用効率を得ることが可能（特に空間的再利用；Spatial 
Reuse時) 
c) 媒体共用型であるためブロードキャスト、マルチキャストも容易に実現できる 
d) 双方向リングトポロジーであれば、片方のパスが障害にあっても動作可能（高耐障害；
Resilient化） 
  
上記 b）、c）項の特徴について、スター型 ATM スイッチと比較して若干の補足説明を行
う。 
 
１）帯域利用の効率性 
スター型のスイッチでは、各端子からの出入線の帯域を考慮して、スイッチ内部帯域が決
められる構造となっており、出入線の帯域は相対的にスイッチより狭い。したがって、図
２．３．１に示すように、出線３に対して入線 1，2，4，5 からコネクションを張ろうと
すると、確定的に帯域を確保し、出線 3での帯域を４分割して利用する方法（図（1））か、
確率的にトラフィック集中時のセル廃棄を認めて、各入線の帯域を大きめにとる方法（図
 - 12 -
(2)）が考えられる。方法(1)では、ひとつの入り回線からのみ情報が送られていても、割り
当てられた帯域しか使えないため、スイッチの高速性を生かしきれない。 一方、方法(2)
では、各入り回線の割り当て帯域を大きくすれば、セルの廃棄確率も大きくなるため、ト
ラフィックの集中率を想定して適切な帯域割付が必要となる。あらゆるトラフィックを想
定して適切な集中率を得ることは困難であり、廃棄率を抑えながら帯域使用効率を上げる
ことは容易ではない。 
 一方、リングネットワークでは、図２．３．２に示すように、出入り線に対応する AU
は、リングネットワーク（スタースイッチ内部に対応）の全帯域を使用可能であり、図(a)
に見るように、ひとつの入線（AU5）しか送信していない場合は、出線（AU3）まで占有
して、広帯域の送信が可能となる。 他の入線からデータが送信されはじめると、これを
瞬時に検出できれば、各 AUで送信量を抑え、ネットワーク帯域を公平にシェアして利用
し、セルを廃棄することなしに帯域の有効利用が可能となる。 
１
２
３
４
５
１
２
３
４
５
１
２
３
４
５
１
２
３
４
５
ATMスタースイッチ
(1) 確定的帯域割付：少帯域分割損 (2) 確率的帯域割付：出線呼損発生
セル落ち
セル落ち
入側 出側
入側 出側
 
  
図２．３．１ スター型スイッチの帯域割付方法 
（文献[24]より引用） 
 
ATMリングスイッチ
(a) 単一送信元： 全帯域を利用可能 (b) 複数送信元： 各送信元が公平に帯域分割
１
２
３
５
４
１ ２
３
４
５
 
図２．３．２ リング型スイッチ（ネットワーク）の帯域利用方法 
（文献[24]より引用） 
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２） 同報機能 
 スター型スイッチでは、同報サービスを実現するには、入線の情報をスイッチ内部で、
情報をコピーして、複数の出線に出す必要がある。処理方式により、その規模は異なるが、
一般に、大量の情報を多方路へコピーするには、処理量的にもバッファ量的にもスイッチ
への負荷が大きい。また、多くの情報が再生されることでトラフィック量が増加し、スイ
ッチの輻輳を起こす可能性がある。 一方、リングネットワークでは、もともと各 AUに
セルのコピー機能が存在するため、単純にセルをリング上で一周させ各 AUでセルコピー
を実施させるだけで簡単に同報が実現できる。トラフィック量については、セルがネット
ワークを一周する間伝送メディア上に情報が存在するので負担は大きいが、帯域制御機能
によって各 AUで送信量が自律的に制御されればセル廃棄は発生しない。 
 
以上の特長を実現するためには、ノード（AU）間アクセスの公平性保証、帯域保証お
よび瞬時の動的帯域制御を実現する媒体アクセス制御（MAC)機構の研究が重要となる。  
 
２．３．３ ATMリング方式（ATMR）の狙いと特長 
 
  前述の LAN/MANへの要求条件とリングネットワーク方式の特長を踏まえ、ATM技
術に親和性を持ったMAC機構を持つシェアド・メディア型リング方式を提案する。 
その目的と実現技術の関係を図２．３．３に示す。 
 
システムの目的 技術方式
マルチメディア通信
帯域・遅延保証、優先制御
高効率
高速LAN、MAN
高速転送、高効率、公平性
マルチメディアWANとの接続
ATM、SDH等伝送構造との整合性
ATM対応
ATMセル構造、ATM転送（統計多重）
分散アクセス公平性制御
ウインドウによる帯域保留とリセットによる瞬時帯域利用制御
スロットリング型分散多重アクセス
デスティネーションリリース（宛先解放）方式
 
 
図２．３．３ ATMR方式の目的と実現技術 
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システムの目的としては、マルチメディア系サービスをハンドリングできること、高速
の LAN／MANに適用できること、そして B-ISDN等の公衆WANとの整合性が高いネッ
トワーク方式であることである。これらから導かれる技術方式として、高速公衆網に多く
適用されている ATMとの親和性を重視し、ATMセル構造をパケットスロットとして用い
て統計多重化効果を得ることを狙う。限られた伝送資源を効率的に利用するため、シェア
ド・メディア型リングネットワークとする。そのメディアアクセス制御（MAC）機能を新
たに開発し、ネットワーク全域で公平なアクセスを可能とし、バースト的なトラフィック
を効率よく転送可能とする。複数のサービスクラスがそれぞれの品質を保持できるように
することが必要であることから、MAC 技術として複数の優先レベル間の優先制御機能を
提供する。セルを宛先で解放可能なア制御方式として、リング伝送路の使用効率を高める。
以上のような特長をもつリングアクセス制御方式を ATMR（ATM Ring）方式と命名し、
プロトコルやシステムアーキテクチャを中心に検討をすすめた。 
 ATMRの適用領域を図２．３．４に示す。 
 
 
AU
AU
AU
AU
WAN
ATM
SW
LAN
LAN
ATMR
MAN領域
DSU
AUAU
LAN領域
ATMR
TE
光2重リング
ATMRセル
ATMRセル
ATMセル
AU: ATMR access unit
TE:  ATM Terminal Equipment
SW: Switching node 
DSU: Data Service Unit
ATMセル
 
図２．３．４ ATMRの適用領域 
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２．４  ATMR制御原理[16],[17] 
 
２．４．１ ATMR制御とその特徴 
 
① 分散アクセス公平性制御： 周期リセット（Cycle-Reset）機構をもつウインドウ
（Window）制御を入れることで、アクセスユニット（AU）ごとに分散型フェアネス
制御を実施。リング網上で分散制御されるため AUの位置依存性がなく、高い公平性
が保たれる。 
② 分散優先制御： サービスクラス毎の帯域と QoS（遅延）保証のための優先制        
御機構。ネットワーク共用伝達メディア上での優先通信レベルの概念と Reset信号を
用いた瞬時（リング周回時間内）のレベル間遷移制御による動的なアクセス優先度制
御の実現。 
③ Spatial Reuse 方式： スロットの宛先解放と解放スロットの空間的再利用による高
効率なネットワーク利用。共用媒体への各アクセスユニット（ノード）からの同時ア
クセスを可能とすることで実効スループットを１００％以上に増大できる。 
④ ATMセル利用： アクセス制御プロトコルは ATMセルの GFCフィールドを用いる
ことにより、ATMとの親和性を図る。 
 
２．４．２ ATMR プロトコル方式 
 
ATMRプロトコルは、固定長のスロットをリング状の媒体で周回させるスロッテドリン
グ（Slotted Ring）でのリングアクセス制御（RAC）プロトコルである。LANのMAC技
術は、すでに IEEE802委員会等で標準化体系ができており、ATMRは、その分類 (図２．
４．１)に従えば、ATMセルを固定長スロットとみなした帯域留保型 Slotted Ring方式で
ある。 
ATMR の RAC は、プロトコル構成上は MAC レイヤとして規定されるが（図２．４．
２）、B-ISDNでいえば ATMレイヤに対応するものである。ATMRのスロットは ATMセ
ルと同様の５３バイト構成である。RAC プロトコルは、ATMR セルヘッダの４ビットの
アクセス 制御フィールド（Access Control Field：ACF）を用いて動作する。これは ATM
セルの GFC（Generic Flow Control）フィールドに対応するものであり、８ビットへ拡張
することも可能。ATMRセルは、ATMセルが VPI/VCIによってルーティングされるのと
同様、RVCI(Ring Virtual Channel Identifier)を用いてルーティングされる。 
図２．４．３に ATMセルと ATMRセルの構造を示す。 
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図２．４．１ MAC方式の分類 
 
 
 
Layer
Mgmnt
Entity
(LME)
Physical Medium Sublayer Function (PM)
Transmission Convergence Sublayer Function (TC)LayerMgmnt
Entity
(LME)
ATM Ring Cell Access Control Function (RAC)
ATM Adaptation Layer 
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MAC
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図２．４．２ ATMRのプロトコル参照モデル 
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８ ７ ６ ５ ４ ３ ２ １
?
?
?
?
?
?
?
?
５３
GFC VPI
VPI
VCI
PT CLP
Header check sequence
Adaptation 
header 
User information
field (46 bytes)
Bit
Cell
header
Byte
(a) ATM cell
８ ７ ６ ５ ４ ３ ２ １
?
?
?
?
?
?
?
?
５３
ACF ACF/RVCI
RVCI
Reserved
Adaptation 
header 
User information
field (46 bytes)
Bit
Cell
header
Byte
(b) ATMR cell
Header check sequence
GFC: Generic Flow Control, VPI: Virtual Path Identifier, VCI: Virtual Channel Identifier, PT: Payload Type,
CLP: Cell Loss Priority, ACF: Access Control Field, RVCI: Ring Virtual Channel Identifier  
図２．４．３ ATMセルと ATMRセルの形式 
 
（１）  分散アクセス公平性制御 
公平性と QoS保証のため、いくつかの AUが伝送路を独占的に利用することにより、ある
AUでデータ送信ができなくなる状態（ホギング；hogging）を回避する機構が必要となる。
このため“ウインドウサイズ（Window Size：WS)”と“リセット区間（reset period）”
という二つの基本パラメータを使った周期リセット制御方式を導入する（図２．４．４）。
このリセット方式の基本的な考え方は Orwell方式[9]で既に採用されているものである。 
 
 
WS WSWS
Reset
AU3 AU1AU2
TE TE TE
 
 
図２．４．４ ウインドウサイズとリセットセルによる分散公平性制御 
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ATMRネットワークにおいて、呼（情報通信要望）がある AUで生起すると、その呼
の要求する帯域にしたがってウインドウサイズ WS＝AC-window が決定される。この
AC-window は、その AU から、ある一定の時間に送出されるその呼の最大セル数を表し
ている。その AUに付与される全てのWSの総和∑WSは、アクセス制御ウインドウカウ
ンタ（AC-CTR-W）の初期値である。カウンタ AC-CTR-Wは、その AUからセルが送出
されるにしたがって減算され、カウンタ値がゼロ（０）となると、AUは送信を停止する。
すべての AU が送信を停止すると、それぞれの AC-CTR-W をリフレッシュすることによ
って、再度送信を開始させる必要がある。そのためリセットセル（AC-reset）を定義し、
このリセットセルがリングネットワークを一周することにより、各 AU の AC-CTR-W を
初期化するようにする。AC-resetは、他の AUがすべて非活性（インアクティブ；inactive）
状態であることを検出したどの AUからでも発行することができる。インアクティブ状態
とは、その AUから何も送る情報がないか、AC-CTR-Wがゼロ（０）である（その時間区
間で送信許可された量を送信してしまった）状態をいう。AC-resetセルを受信すると、各
AUは AC-CTR-Wを初期値に設定し、自身で送信を再開することができる。二つの連続す
る AC-resetの時間間隔をリセット区間（reset period: Rp）と定義する。ひとつのリセッ
ト周期に AU からのアクセス量は、ウインドウサイズにより制限され、かつ保証される。
その様子を図２．４．５に示す。 
 
AU1 AU2 AU3
WS=3
AU1
WS=4 WS=2
reset
period
（Rp)
Reset Resetnext
period
時間  
図２．４．５ ウインドウサイズによる AUアクセスの帯域保証 
 
アクセス公平性は、帯域保証の一環として、ウインドウサイズとリセット区間という
ATMRの二つのパラメータを使うことにより、ネットワークグローバルに解決することが
できる。 
（２） ATMRにおける効率的なリセットセル生成 
周期リセット型のプロトコルの性能は、リセット信号の出し方の効率性に依存している。
集中型あるいは分散型のリセット生成方式がスロットバスやリングプロトコルで開発され
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てきた[9],[10]。  Orwellでは、分散型の制御方式を採用し、その性能が AUの位置に依存
しにくいようにした。しかしながら Orwell プロトコルにおいては、他 AU の送信状態の
チェックが、各 AU において、自身の送信が終わった後に開始される手順となっている。
したがって、実際に全 AUがそのリセット区間での送信を終わっていても、実際にそれが
検出され、リセット信号が発出されるまでのリセット毎のオーバヘッドは小さくない。大
きなウインドウサイズを使って、リセット区間を長くすることで、相対的にリセット処理
のオーバヘッドを下げることはできるが、その場合、遅延変動が大きくなり、遅延に厳し
いサービストラフィックを運ぶことができなくなる恐れがある。それゆえ、特にマルチメ
ディアサービスを取り扱い、MAN 等の規模の大きなネットワークにおいては、リセット
処理のオーバヘッドをいかに減らすかは、重要な問題となる。 
 ATMRでは、それまで提案されてきた方式より遥かにオーバヘッドの少ない、新たな分
散型の周期リセット機構を考案した。その方法は、各 AUでデータ送信をしつつ、ATMR
セルの ACF におけるビジーアドレス（busy address）を連続的に監視することにより、
他 AUの送信終了を瞬時に検出することを可能とするものである。 
 
図２．４．６を使い、基本動作を説明する。送信すべきセルを持ち、ウインドウカウン
タがゼロでないアクティブ（active）な AUは、送信する ATMRセルの ACFに自分の AU
識別子（AUID）をビジーアドレスとして書き込む（図２．４．６の(1)の状態は、三つの
AUが全てアクティブな状態を示しており、自 AUIDを上書きしている状態。＃A,B,Cが
ビジーアドレスを示している）。これにより各 AU がアクティブであることを他の AU に
対して示すことができる。一方、インアクティブ（inactive）な AU、すなわち送る情報が
ないか、ウインドウカウンタがゼロの状態となった AUは、ACFを書き換えることはしな
い（図２．４．６(2)の AU-Bと(3)の AU-C）。この規則に従えば、自分のビジーアドレス
を入力セルスロットの ACF に見つけた AU は、自動的に、ネットワーク上の他の全ての
AUがインアクティブであることを検出したことになる（図２．４．６(4)の AU-A）。他の
AU がインアクティブであることを検出した最後のアクティブな AU が送信を終了すると
同時に、その AU はリセットセルを発行する（図２．４．６(4)）。リセットセルを受け取
った AUは、再活性化されアクティブ状態となると同時に、リセットセルを下流へ送信す
る（図２．４．６(5)）。ネットワーク上でほとんど同時に複数の AU が終了を検出し、リ
セットセルを同時に送出することになる場合もある。これは新たなリセット区間へより早
く推移することを意味しており、分散型の本モニター機構の有効性を示すものである。 
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（4） AU-Aは、自分が送信終了すれば、リセットセル（R)
を生成し、新たなアクティブ状態となる。
active
inactive
inactive
＃A ＃A ＃A
AU-A
AU-C
AU-B
＃A
＃R
＃A
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active
inactive
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図２．４．６ ATMRの公平性保証制御基本動作 
 
（３） ATMRにおける QoS保証 
ATMRにおいて、どのようにサービス品質を保証するかを基本パラメータであるウイン
ドウサイズとリセット区間を使って説明する。 
まず、リセット区間による遅延時間規定について述べる。AU におけるリセット区間とセ
ル送出タイミングの関係を図２．４．７に示す。本図のように、あるリセット区間内に端
末より AUに到達したセルは同一のリセット区間に発信される状況を考えると（即ち、設
定ウインドウサイズは、最大リセット区間 Rpmaxに到着するセル数と同数）、発 AU にお
けるバッファリングによって生じるセル遅延ゆらぎ（Cell Delay Variation: CDV）は、最
大でリセット区間の時間 Rpmaxとなる。したがって ATMRで提供するサービスの CDV条
件を保証するには、リセット区間 Rpは、次の条件を満たす必要がある。 
D ≥  Rpmax≥Rp ……  (1)  
ここで Dは、最も遅延に厳しいサービスクラスの許容 CDV条件である。 
ちなみに、最も有効に伝送リンクを使用できるのは、最大リセット区間 Rpmaxが D と
なるときである。 
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1 2 3 4 5
Tmin Tmin
Rpmax Rpmax
ATMセル
到着パタン
ATMRセル
リング上への
送信パタン
(Rpmax = 2 Tminの場合）
CDV ≤ Rpmax
 
 
図２．４．７ リセット区間と遅延の関係 
 
次に、ウインドウサイズによるリセット区間の規定について論じる。リセット区間 Rp
は、各 AUで付与されるWS値と実際のトラフィック負荷によって変動する。ATMRネッ
トワークにおけるトラフィック接続パタンの一例を図２．４．８に示す。リセット区間は、
最も利用の多いリンクを共用して使う AU 群のウインドウサイズの総和で決まる。図２．
４．８でいえば Link-C を利用する AU-A,-B,-C のウインドウサイズの総和ということに
なる。 
 
Reset period
(Rpmax)
AU-A
Link-A
AU-C AU-D AU-E AU-FAU-B
Link-B Link-C Link-D Link-E
Time
WS-A
WS-B
WS-E
WS-C
WS-D
OHreset
∑WSmax
Link-Cが最大のリンク使用率となっている  
図２．４．８ リセット区間とウインドウサイズの関係 
 
したがって、最大のリセット区間は一般的に、次の式で与えられる。 
Rpmax＝∑WSmax + OHreset   ……  (2) 
ここに∑WSmax は最も利用されているリンクでのウインドウサイズの合計、OHreset は全
AU のインアクティブ状態を観測し、リセット信号を出して再スタートするまでのオーバ
ヘッド時間である。最悪のケースで、OHreset はリングの周回遅延時間（round-trip delay 
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time: RTT）となる。この時間は、セルの数で計ることにする。式（1）と（2）から、遅
延条件を満たすウインドウサイズ合計値は次の式を満たせばよい。 
∑WSmax ≤  D － RTT    ……  (3) 
 
AUで運ばれるトラフィック(Th)を、その AUに与えられたウインドウサイズ(WS)とリセ
ット区間（Rp）で表現すると、次のようになる。 
Th＝WS／Rp  ……   (4)  
Th は、単位時間あたりのセル数を表わすが、リングの伝送容量で正規化されたスループ
ットということができる。式(1)、(3)、(4)から、すべての呼の遅延条件を満たす AU のス
ループット限界は次の式で表現できる。 
Thmax = ∑WSmax ／Rpmax ≤ (D － RTT)／Rpmax ＝(D － RTT)／D  ………  (5) 
 
ここで、右の等号は Rpmaxが最大値 Dになった場合を記述している。 
この式より、別の言い方をすれば、AUのスループットが Thmax より抑えるように信号を
送信すれば、そのサービスの品質は常に守られているということを意味する。 
例えば、遅延変動条件が D＝500μsであるようなサービスをリング長＝20km、RTTで言
えば、100μsのネットワークで提供していると考えると、式（5）より、Thmax は 0.8で
制限しておけば、QoSは守れるということである。 
実際、コンピュータシミュレーションとプロトタイプシステムを使って、評価をしてみ
た結果を図２．４．９に示す。本図より、スループット 0.8 以下では、問題なく遅延条件
を満たされていることがわかる。なお、図２．４．９において実機の遅延時間がシミュレ
ーション結果に比べて大きいのは、測定ポイントの相違があるからである。コンピュータ
シミュレーションでは、単純に AUの送出バッファで測定しているが、実機では、それ以
外の送受信の遅延時間が加わっているためである。 
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図２．４．９ 遅延時間保証 
 
（４）マルチサービス環境下での優先制御方式 
これまで、ATMRにおける各 AUからのセルの発信は、ウインドウサイズとリセット区
間により制御され、これらの基本パラメタを規定することによりスループットとゆらぎに
よるセル遅延時間を保証できることを、単一品質クラス時において示した。 
ATMRプロトコルは、異なる要求品質（QoS）をもつマルチメディアサービスを取り扱
うた、め、遅延時間に厳しい音声、画像等のリアルタイム系通信の品質を、ベストエフォ
ート型のサービスとの混在環境下で保証する必要がある。そのための複数品質クラス環境
でのアクセス優先制御機構が必要である。そこで、“通信レベル（Transmission Level）”
という概念をネットワークの状態として定義し、全ての AUは、その時点での“通信レベ
ル”に合致した優先クラスのみ送るということでアクセスを制御する方式を考案した。 
 
以下、いくつかの優先制御方式案について考え方を示す。 
(a) 単一通信レベル方式 【方式 1】 
(b) 複数通信レベル方式 
(b-1) 高品質クラスベース方式 【方式 2】 
(b-2) 低品質クラスベース方式 【方式 3】 
アクセスキューとウインドウカウンタの構成は、これらのどの方式をとっても同様である。 
各品質クラス i毎にウインドウサイズWSiを付与し、アクセス制御キューAC-QUEiとカ
ウンタ AC-CTR-Wiを持つ（図２．４．10）。 
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AC-QUE1
AC-QUE２
AC-QUE３
AC-QUEｍ
AC-CTR-W１
WS1
AC-CTR-W２
WS２
AC-CTR-W３
WS３
AC-CTR-Wｍ
WSｍ
Ring  
図２．４．１０ マルチサービス環境下での AUにおけるキューとカウンタ構成 
 
(a) 単一通信レベル方式【方式１】  
本方式では、すべての品質クラスの発信セルを同一レベルとして扱い、品質クラス間にセ
ル発信の優先関係は存在しない。但し、バースト的に到着した低品質のセルによって高品
質のセル送信が妨げられないように、各 AUでは、品質クラス対応にウインドウサイズお
よびキューをもうける。最も厳しい通信品質を保証するため、以下に示す条件を満たす必
要がある。 
D1 ≥ Rpmax = ∑WS1max + ∑WS2max + ・・・＋∑WSｍmax  + OHreset   ………  （6） 
  D1 ：最高位品質クラス（クラス１）の遅延ゆらぎ条件 
  ∑WSimax ：使用率の最も高い伝送リンクに対する品質クラス iのウインドウサイズの合計 
 
  この考え方は、Orwellプロトコルにおいて適用された。制御の単純さが特徴であるが、
効率性の点からは欠点がある。即ち、式（６）の条件から、遅延条件がゆるく大量のデー
タを送る低位品質クラスのウインドウサイズも一様に小さく設定する必要があり、低品位
のデータを送るために、リセット信号を頻発する必要が出てくる。これはリセット・オー
バーヘッドを招く原因となる。   
(b) 複数通信レベル方式 
複数通信レベル方式は、AU がリセット区間内に送信できる品質クラスを制限する“通信
レベル”をシェアド・メディアネットワーク全体（全 AU）の状態として規定し、品質ク
ラス間の優先制御を行う方式である。この方式では、D1>∑WS1max + OHreset の条件のも
と、Rpmaxは D1より大きく設定できる。即ち、次の式を設定できる。 
D1 ≤ Rpmax = ∑WS1max + ∑WS2max + ・・・＋∑WSｍmax  + OHreset   ………  (7) 
低品質クラスにより大きなウインドウサイズを割り当てることができることから、低品質
クラスのトラフィックは、単一通信レベル方式とくらべて効率よく送信が可能となる。優
先制御は、異なる通信レベル間の遷移を、複数種のリセットセルを用いて行うことで実現
する。リセットセルの種類は、ATMR セルの ACF に書き込まれたコードにより区別され
る。優先クラスの通信レベルへの割り当ては表２．４. １のとおりである。この複数通信
 - 25 -
レベル方式は、さらにその基本状態の設定の仕方から二つの方式が考えられる。以下の説
明では、簡単化のために 2品質クラス（ｍ＝２の場合）を用いて議論する。 
 
表２．４．１ 通信レベル規定 
通信レベル 送信可能な品質クラス
1 1
2 1, 2
3
m
1, 2, 3
1, 2, 3, ・・・m （全クラス）
最高品質：品質クラス１  
 
（b-1） 高品質クラスベース方式【方式 2】 
本方式の状態遷移図を図２．４．１１に示す。また通信状態の例を図２．４．１２に示す。
ATMRネットワークは、初期には通信レベル１にあり、すべての AUは、現在、最高品質
の品質クラス１のみが送信可能であると認識する。品質クラス１について、すべての AU
がインアクティブになると、このインアクティブ状態を見つけた AUがリセット２信号を
発行する。このリセット２信号がすべての AUを周回すると、ネットワークの状態は、通
信レベル２に移行する。この通信レベル２では、品質クラス１も２も送信可能である。す
べての AUで、この両方の通信クラスがインアクティブになると、その状態を見つけた AU
は、リセット３信号を発行する。これにより、すべての AUは、再び通信レベル１に戻る。
そして両方の品質クラスのウインドウカウンタは、初期のウインドウサイズの値に戻る。
もし、時間 D1（最高位クラスのセル遅延ゆらぎに相当）が通信レベル２の間にタイムア
ウトすると、品質クラス１は品質クラス２に優先して送出する必要があるので、直ちに通
信レベル１へ戻す必要がある。そのため、割り込みリセットをリセット１として定義する。
リセット１を受けるとすべての AUは通信レベル１へ遷移し、ウインドウカウンタ１のみ
を初期値にリセットして、品質クラス１向けのあらたなリセット区間に入る。この操作に
より、品質クラス２は送信待ち状態としたままで、品質クラス１の遅延条件を保証するこ
とができる。 
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通信レベル２
（品質クラス１，２）
通信レベル１
（品質クラス１）
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インアクティブ検出による
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リセット1 リセット2 リセット3
 
 
図２．４．１１ 高品質クラスベースの状態遷移 
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図２．４．１２  高品質クラスベース方式での通信状況の例 
 
(b-2) 低品質クラスベース方式【方式 3】 
本方式の状態遷移図を図２．４．１３に、通信状態の例を図２．４．１４に示す。ATMR
ネットワークは、通信レベル２が基本状態となる。この基本状態では、すべての AU で、
両品質クラスが送信可能である。すべての AUが品質クラス１，２ともインアクティブに
なると、これを検出した AUは、リセット３信号を発行する。リセット３は、ウインドウ
カウンタ１，２ともに初期化し、通信レベル２を初期化する。リセット３は、単一品質ク
ラス環境の場合の通常リセットに対応する。複数品質クラスが混合したトラフィックにお
いては、ある AUにおいて、以下の二つのケースのように、品質クラス１が大きな遅延揺
らぎを発生する可能性がある。 
【ケース１】現在のリセット区間に対応する品質クラス１の情報が、他の AUからの品質
クラス２の情報が流れているため、D1時間内に送信しきれなくなる。 
【ケース２】現在のリセット区間に対応する品質クラス１の情報は送信完了したが、品質
クラス２の送信が継続しているため、D1時間内に次のリセット区間に移行できなくなる。 
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  ケース１においては、品質クラス１の残留情報を送信しきるために、強制リセットを
定義する。具体的には、すべての AUの状態を通信レベル１に移すリセット１を発行する。
この状態では、残ったウインドウカウンタ１のみが減算される。この強制リセット１を発
行するには、各 AUで自律的に適切なタイミングを推定する必要がある。その方法は、品
質クラス１に関して、現在のリセット区間に移行後の発信セル数カウンタの消費率を以下
に示す判定式を用いて検査する。判定式が成立した場合は、ウインドウサイズ分のセル送
出完了が不可能と判定し、リセット１を強制的に発出する。これにより、全 AUは通信レ
ベル１へ移行し、品質クラス２のセル送信は停止する。 
 
TMR1＜∑WS1max × min(CTR_W1, QUE1)／WS1 + OHstop2 + OHreset  …(8) 
 
TMR1: D1時間経過までの残り時間 
    CTR_W1: 品質クラス１用発信セル数カウンタの残量 
    QUE1：現時点での品質クラス１用キュー（AC－QUE_1）の長さ 
    W1：品質クラス１用のウインドウサイズ 
    OHstop2：低品質クラスのトラフィックをとめるまでのオーバヘッド時間 
 
ケース２の状況に対しては、もうひとつの強制リセットを定義する必要がある。品質ク
ラス１のセルが、次のリセット区間を待っていて、D1時間が経過してしまうと、該当 AU
はリセット２を強制的に発行して、すべての AUを新たな通信レベル２へ移行させ、ウイ
ンドウカウンタ１をリセットして品質クラス１の新たな転送を開始させる。 
 
通信レベル１
（品質クラス１）
通信レベル２
（品質クラス１、２）
基本状態強制リセット
（ケース１）
強制リセット
（ケース２）
リセット1
リセット2
リセット2
インアクティブの検出による
通常リセット
リセット3
 
図２．４．１３ 低品質クラスベース方式の状態遷移 
 
 - 28 -
O
H
クラス
１，２
O
H
＊
O
H
クラス
１
クラス
２
< Rpmax < Rpmax≥ Rpmax
通常周期 割り込み発生
（ケース２）
OH＊：品質クラス２の通信を
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図２．４．１４ 低品質クラスベース方式での通信状況の例 
 
  （５） 優先制御方式比較 
 
比較議論は文献[18],[19]等により詳しく述べられている。結論のみを定性的にまとめると
以下のようになる。  
１）複数品質クラス環境下での ATMRの優先制御方式として、リング規模が小さいかまた
は上位品質クラスの要求最大スループットが低いシステム条件においては、制御方式が簡
単な方式１（単一通信レベル方式）が適している。 
２）リング規模が大きいかまたは上位品質クラスの平均使用率が低いようなシステム条件
においては、複数通信レベル方式がリングの使用効率の点から適しているといえる。 
３）さらに、品質クラス数が少ない場合は、予測制御が不要でかつ品質クラス１の最大ス
ループットが大きくできる方式２（高品質クラスベース方式）が適しており、品質クラス
数の拡張性を考慮すると方式３（低品質クラスベース方式）が適しているといえる。 
 
次章に、性能評価の一環として、その定量的な評価の一例を示す。 
 
２．５ ATMRの性能評価 
 基本検討の後、シミュレーションによる性能評価や実機を使った評価が数多く実施され
ており、ATMR プロトコルの有効性、他方式に対する優位性は確認されている。（文献
[16]~[22]）本章では、そのなかで代表的な性能評価例を示す。 
 
（１）  評価モデル 
単純な遅延・スループット解析のために、次の仮定をおく。各 AUではランダム（Poisson
分布）到着とする。AUでは送出遅延なし。セル長はすべて 53バイトで共通。アクセス遅
延は、送信キューでの待ち時間で測定。スループットは、運ばれたトラフィックをメディ
アの伝送速度で除した値で表現（最大１）。2重リング構造においては、常に着信 AUへの
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最短ルートが選択される。比較のための参照モデルとして、理想リセット方式を考える。
理想リセット方式では、全 AUのインアクティブ状態を見つけるためにまったく遅延がな
く、また、リセット信号を全 AUに通知するのも遅延なく行われると考える。 
 
（２）  方式比較例 
図２．５．１に Orwellと ATMRと理想リセット方式間の比較の一例を、10kmのリン
グ長で、10台の AUが接続されている場合について、性能（スループット／遅延）曲線で
示す。まず、空間的セル再利用が行われることから、実効スループットは１より大きくな
る。ATMR は、Orwell に対して、リセット・オーバヘッドを軽減したことから、より優
れた性能カーブを描いている。 
ウインドウサイズを小さくしてリセット区間を短くすると、より ATMRのほうがよくなる
傾向にある（図２．５．２）。 理想リセット方式に対応する性能曲線は、周期リセット
型のプロトコルの性能限界を示しており、セルヘッダ・オーバヘッドとリセット待ち時間
がどうしても生じるため、限界値である 400％を超えることはない。一方、DQDB方式等
セル解放ができないものは、100％を超えることがなく、リンクの物理速度を超えてスル
ープットを上げることができず、媒体共用型ネットワークのひとつの特性を生かせない。 
 
 
図２．５．１ ATMRの性能（遅延・スループット）曲線 
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図２．５．２ ATMRと Orwellの性能比較： WSによる相違 
 
（３）  ネットワーク規模拡張性 
リセット・オーバヘッドは、リング長に関係する。式（5）に示したように、ネットワー
クでのスループットは、ネットワーク規模と遅延揺らぎ条件の関数で抑えられる。図２．
５．３は、セル遅延揺らぎ条件によるネットワーク規模を示したものである。ここで示さ
れた曲線は、どのセルも CDV 条件を超えて遅延することはないという厳しい条件で描い
たものであることを注意しておく。この図より、比較的ゆるい CDV条件、例えば 5msの
揺らぎを許すとすれば、全長 100kmのリングにおいても、0.9（対伝送速度）のスループ
ットが常に保証されることがわかる。 
 
図２．５．３ セル遅延ゆらぎ条件からみたネットワーク規模の制限 
 
（４）  優先制御方式の評価 
最高位品質クラスの品質は常に保証されるので、低品質クラスのトラフィックの効率を
評価する。高品質クラスのトラフィックは、いつもそのサービスクラスに割当てられた
帯域全体を使いきるとは限らない。よって、低品質クラスのトラフィックが、そのクラ
スに与えられた帯域と共に、この高品質クラスの余剰帯域をどのように使うかが効率性
の差となる。 
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そこでそれぞれの方式で、低品質クラスのスループットを表現する式を求め、これらを
比較することにした。 
① 単一通信レベル方式 
低品質クラスのスループット Th2を次のように定義する。 
Th2 ＝ 〔低品質クラスのための許容アクセス時間〕／〔すべてのクラスに対する実
リセット時間〕  …… （９） 
 
ここで、∑WS1を高品質クラストラフィックのウインドウサイズの総和とし、Th1を高
品質クラスの保証スループット、αを高品質クラストラフィックの平均使用率（Th1avg
／Th1）とすると、（9）式の各項は以下のように表すことができる。 
 
 
〔低品質クラスのための許容アクセス時間〕 
＝ Rpmax － ∑WS1 － RTT ＝（１－Th1）Rpmax － RTT  …… （10） 
〔すべてのクラスに対する実リセット時間〕 
＝ Rpmax － （1－α）∑WS1 ＝ {１－（１－α）Th1} Rpmax  …… （11） 
 
これらの式を使うと、Th2は次のように記述できる。 
Th2＝{（１－Th1）Rpmax － RTT }／{１－（１－α）Th1} Rpmax  
  ＝{（１－Th1）D1 － RTT }／{１－（１－α）Th1}D1  …… （12） 
ここで、Rpmax はその最大値 D1（最大遅延揺らぎ値）をとるときも利用効率が高くでき
るという法則をつかっている。 
② 複数通信レベル方式 
 高品質クラスベース方式を例にとって低品質クラストラフィックのスループットを表現
する。 
Th2 ＝ 〔低品質クラスへの許容アクセス時間〕／ 〔リセット区間〕 
   ＝ （ Rpmax －α∑WS1 － OHreset ）／ Rpmax 
   ＝ （ Rpmax －αTh1・Rpmax － OHreset ）／ Rpmax 
   ＝ １－αTh1－RTT ( 1 + Th1 )／D1              ……… （13） 
 
式（12）と（13）を比較することにより、どちらの方式が効率的であるかを示すことがで
きる。 
その領域を示したものを図２．５．４に示す。 
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図２．５．４ 単一通信レベル方式と複数通信レベル方式の適用領域 
 
一般的に、高品質クラス（クラス１）がバースティなエリア、すなわちα＝Th1ave／Th1
が小さいところでは、複数通信レベル方式の方が、低品質クラストラフィックを有効に運
ぶことができる。この複数通信レベル優位エリアでは、高品質クラスのスループットは、
比較的低いレベル〔0.67程度〕で途切れている。これは、複数通信レベル間の状態遷移リ
セットのオーバーヘッドによるものである。 
 
２．６ ATMRシステム構成 
 
 第２．3 節で述べたように、ATMR システムは構内系の LAN から多数の加入者を収容
する大規模な MAN にいたるまでをカバーすることが求められる。いずれの場合も、2 重
リング構成として高信頼化をはかり、高効率な ATMR リングアクセス制御（RAC）機能
によって、このリングネットワークを効率よく使いきるシステムとなっていることが重要
である。 
コアとなる RAC 部については、156Mbps の LSI 一次試作を経て、実用に供すため
622Mbps 回線ネイティブの処理速度をもつ LSI を実現した。この RAC-LSI を用いて主
に LAN 利用のための ATM-LAN システムが開発された[22]。実用にも提供されたシステ
ムである RNS600に関する詳細な評価結果はこれら関連文献にゆずり、本章では、そうい
った実用システムへつながる基本となったシステム構成について概要を述べる。 
 
（１）ノードアーキテクチャ[17] 
ATMRアクセスノード（AN）は OSIのレイヤ構成に対応したモジュール化された構成を
とる。AN構成例と各部の機能を図２．６．１に示す。 
PHYモジュール（TRS‐H, ‐L）は、物理レイヤ構成に関連し、O/E, E/O変換、メデ
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ィア依存部におけるクロック抽出、セル同期、リング構成制御等が含まれる。RACモジュ
ールは、セルレイヤアクセス制御を司り、RAC‐LSIが主要コンポーネントとなる。RAC
モジュールは、２重リングにおいて、それぞれのリング毎に必要となる。LNCモジュール
は、ATM 端末を収容するための回線インタフェース機能を持つ。各種のサービスクラス
をサポートするため、LNCは、サービス対応の ATMアダプテーション機能をもつ。 SGL
は、呼制御信号のためのレイヤ２の信号処理を行うモジュールである。ATMRネットワー
クは、B-ISDN と同様の呼制御プロトコルを使う。リング VCI（RVCI）決定とコネクシ
ョンレスモードの情報転送のため、プリセットアップ制御（PSUC）とコネクションレス
サーバ（CLS）機能が、ATM 接続制御モジュール（SGP）の中に実装される。セル転送
制御モジュール（CTC）は、これらのモジュール間を接続する接続機構である。PCUは、
呼制御のための処理ユニットであり、AUCは、ノード内の監視・保守を司る。 
 
 
図２．６．１ リングアクセスノードの構成と各要素の機能 
 
ATM レイヤでは、効率的なアドレスフィルタリングができるよう RVCI の割付を決め
ることが重要である。その一案として、以下のような階層的アドレス構造を提案する。 
リングネットワークにおいて RVCIの単一性を保証するため、コネクションオリエンテ
ッドモードでは呼毎に、コネクションレスモードでは、メッセージ毎に、特定の RVCIを
割付けることが必要である。そのため、ネットワーク上で空き RVCIを見つけることが容
易になる方法を考えなくてはならない。アクセスノードアドレス（ANA）と論理チャネル
番号（LCN）で構成される RVCIを定義することで、受信 ANでのアドレスフィルタリン
グは、ANAをチェックするだけでよくなり、また、各ノードでは自己の LCNを管理する
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だけで、分散化された RVCI管理が可能となる。図２．６．２に、この移動境界をもつ階
層化アドレス割付けの例を示す。 
1111001100000000
1111001111111111
1111010000000000
1111010000001111
1111010000010000
1111010111111111
1111011000000000
1111011111111111
:
:
:
:
:
RVCI
ANA VCI
可動境界
NODE #(n-1)
ANA=11110011
VCI=00000000(0)~11111111(255)
NODE #(n)
ANA=111101000000
VCI=0000(0)~1111(15)
(Not in use)
NODE #(n+1)
ANA=1111011
VCI=0000000(0)~111111111(511)
ノードアドレス空間 アドレス割付
n-1
n
n+1
ANA=F300H
ANA-len =8
VCI=0~255
ANA=F400H
ANA-len =12
VCI=0~15
ANA=F600H
ANA-len =7
VCI=0~511
 
図２．６．２ リングノード階層化アドレッシング 
 
 
（２）リングアクセス制御機構 
ATMRプロトコルを処理する機能部である本 RACブロックは、図２．６．３の構成をも
っている。 
RAC の主要機能は、（a）セル受信、（b）セル再利用、（c）セル転送、(d)状態処理機能で
ある。セル受信機能においては、入力セルの RVCIがチェックされ、もしこのセルが当該
アクセスノード（あるいはアクセスユニット＝AU）に向けてアドレスされているなら、
これはコピーされ、同時に上位レイヤに送られる。もし、そのセルが、当該 ANで終端し
てもよいものなら（RVCIのチェックで認識可能）、セル再利用処理において、このセルは
解放される。解放できないセルは、そのままセル転送機能により下流の ANに対して送り
出される。AN の状態（アクティブ、インアクティブ）とネットワークの通信レベルと入
力セルの条件により、当該 ANからのユーザセルの送信可能性が、状態処理機能により判
断される。ATMRでは、これら一連の処理が、単一セル時間に実現される必要があり、LSI
による高速処理が必須である。セルヘッダの状態処理を、他の受信処理機能と並列処理を
行うことにより、この処理速度を上げることは可能で、156Mbps の回線速度を処理でき
る初期の RAC-LSI試作（BiCMOS0.8μルール利用）で、14octet時間（720nsec、１／４
セル時間）で完了可能であることを確認した〔1989 年〕。この成果をベースとして、
600Mbpsクラスの RAC-LSIの実用化へと開発を進めた。 
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図２．６．３ RAC機能構成図 
 
 
 
２．７ ATMR研究のまとめ  
 
マルチメディア向けのアクセス系ネットワーク技術として開発した ATMR 方式につい
てその成果をまとめると以下のとおりである。 
 比較的低速・間欠的な利用が主体のアクセス系においては、伝送路の利用効率向上や
拡張性の点で、シェアド・メディア型のネットワークが有利な領域がある。ATMRは
ネットワーク全体での帯域の利用を動的に変動させることでトラフィックの動的変化
に対して柔軟に対応でき、リソースの有効利用ができる。また、シェアド・メディア
ネットワークで、はじめて本格的な優先制御機構を入れたことで、マルチメディア向
けのネットワーキングサービスを可能とした。 
 アクセス制御能力が転送する伝送リンク速度に直接影響することから、速度的な拡張
性については限界があるが、93年時点で LSI化により 600Mbpsのネイティブ速度で
のプロトコル処理を実現しており、複数リング構成を用いれば、当時でも Giga クラ
スの高速化は実現可能であり最高速のシェアド・メディア LANを実用化できた。 
 具体的には、ATM-LANシステムとしての実用化（RNS600（NTT）, Σ600（日立）
等）への布石となった。 
 リング状ネットワークは現時点でも MANや WANアクセス系での有効なネットワー
キング手段として用いられる（例、IEEE802.17 Resilient Packet Ring標準化中）
ものであり、高性能化のための先駆的研究として意義があると考える。 
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ATMRプロトコルは汎用技術として広めていくためには標準化が必要との認識から、技
術開発と並行して以下のような二つのアプローチで国際標準化活動も実施した。 
＜国際標準化活動１＞ 90年当初当時の標準技術としては、高速 LANとしては 100M
クラスの FDDIのみであり、次期の高速マルチメディアMACプロトコルとしての世界標
準をめざした。提案当初は各国の注目を集め、関連の標準化機関各所での技術紹介を行っ
たが、スター型の安価なブロードバンドスイッチの台頭により、結果的にはシェアド・メ
ディアネットワークへの関心が薄れ、正式の標準とはならなかった。活動は以下のような
組織に対して行った。 
¾ FDDIの次期システム（FFOL）を検討していた ANSI X3T9への紹介 
¾ MAN標準を DQDB方式で策定していた IEEE802.6へ提案。DQDB方式の課題の
指摘。 
¾ ISO/IEC JTC1 SC6 PISN( 私 設 サ ー ビ ス 統 合 網 ) 標 準 案 へ の 提 案 。
（ ISO/IECJTC1/SC6 N7873:Specification of the ATMR Protocol (ver.2.0) 
Jan.1993） 
 
＜国際標準化活動２＞ B-ISDN 基盤技術の ATM との親和性を利用し、B-ISDN ユー
ザ・網インタフェース（UNI）のポイント－マルチポイント型接続のためのアクセス制御
プロトコルとして、その要求条件やアーキテクチャを含め一連の提案を行った。UNIとし
ては、ポイント－ポイント型のインタフェースの他に、シェアド・メディア型のユーザイ
ンタフェースに複数の端末がアクセスする場合が想定されている。この多重アクセスイン
タフェースでは、各端末から送出されたセルがインタフェース上で衝突することを防ぐた
め、フロー制御プロトコルが必要であり、それを規定するフィールドが UNIセル上に GFC
（Generic Flow Control）領域として規定されている。この GFC利用に関する一連の提
案である。結果的には、多重アクセスインタフェース利用が確定されない状態で UNI 仕
様は凍結となったため、具体仕様として標準化を果たすことができなかった。これには、
ATMによる UNI自体が必ずしもポピュラーにならず、安価なユーザインタフェースとし
て提供することができなかったという業界全体の動向の変化も背景にある（高速イーサイ
ンタフェースの台頭等）。 
以下に、GFC規定に向け筆者が提案した代表的寄書を掲げる。 
¾ CCITT SGXVIII D.1084, Requirements for GFC mechanism and a proposed 
protocol for GFC, Matsuyama, Dec. 1990  
¾ CCITT SGXVIII D.1434, Proposal for GFC Protocol, Geneva, June 1991 
¾ CCITT SGXVIII D.1431, Proposed definition of cell submission descriptors in 
multi-access B-TE configuration, Geneva, June, 1991  
¾ CCITT SGXVIII D.1860, Proposal for enhanced GFC protocol, Melbourne, 
Dec. 1991） 等 
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第３章 モバイルマルチメディアサービスに適応する 
All-IPネットワーク構成法 
 
 
３．１ はじめに 
近年、多くのサービスアプリケーションがインターネット上での利用を目的として開発
されるようになったことから、データ系サービスは IPネットワーク上に集約されてきた。
また IPネットワークが広帯域化したことから、リアルタイムの音声や画像情報も IP上で
の伝達が高品質で可能となり、従来のテレコムネットワーク（固定電話網）の能力をすべ
て IP ネットワークに統合することが世界のコンセンサスになりつつある。 実際、2004
年 6月以降、BT、KDDI、NTT等のキャリアで固定電話網の IP化計画が発表されている。
現在、ITU-T(国際電気通信連合の電気通信標準化部門) においても次世代ネットワーク
（NGN：Next Generation Network）として、IPをベースとした広帯域で品質制御を可
能とするネットワークアーキテクチャの検討が進められている。この検討では、移動通信
との融合もひとつの要求条件として捉えられており、モバイルネットワークと共通の制御
技術の導入を考慮する等、いわゆる FMC（Fix and Mobile Convergence）へ向けた検討
が加速されている。 
一方、移動網の世界では、第 3世代（３G）モバイルネットワークサービスが 2001年
に日本で開始されて以来、世界各国でサービスが提供され始めており、TV 電話や映像配
信等モバイルマルチメディアサービスの展開が期待されている。今後、より高速のワイヤ
レスアクセス方式が開発され、情報量の多いリッチなサービスが増えればネットワーク上
のトラフィックが急増することが予想され、これを効率よくかつ高品質に伝送するためネ
ットワークの改良あるいは新たなネットワークへの移行が必要となる。そのため無線技術
の世界標準を検討する ITU-Rにおいては、３G以降のネットワークは IPをベースとした
ものにマイグレートしていくというビジョンを示している [25] 。また、ITU-T において
も、新世代のモバイルネットワークに対する要求条件を Q.1702 としてまとめており、IP
ベースのモバイルネットワークの所要機能を Q.1703としてまとめている [26], [27]。一方、
３G の標準仕様を定めてきた団体である３GPP においても、IMT－2000 から発展するマ
ルチメディアネットワーク制御システムとして、IP 伝達系を想定した IP Multimedia 
Sub-system (IMS)を規定し、その仕様を議論している[28]。以上のようにモバイルネット
ワークにおいても、３G 以降のネットワークを IP 技術で構築していく考えは世界的に共
通の認識となりつつある。 
以上のような状況から、通信キャリアのネットワークのエンハンスメントという視点か
らは、固定網の NGNおよび移動網の次世代 (4G) 化 はともに IP技術をベースとして発
 - 38 -
展することは確実な方向となってきたといえる。しかしながら移動網については、世界的
には３Gサービスの導入が始まったばかりであり、具体的な次世代のネットワーク構成方
法や導入時期については、まだ具体的な指針や世界的なコンセンサスができているわけで
はない。それは、それぞれの通信キャリアの置かれた状況、即ち既存ネットワークへの投
資回収戦略、サービス展開戦略、そして競争環境等が様々であり、次世代に求める能力や
その提供を期待する時期にも相違があるからである。 
そこで本論文では、まず、３G モバイルキャリアにとって次世代（４G）ネットワーク
へ移行していくため、あらたに構築するネットワークの持つべき能力やそこへの展開の仕
方について、いろいろなシナリオを想定して指針を立てることを試みる。具体的には、４
G導入期の市場の状況を想定し、その時点で求められるネットワーク構成モデルとビジネ
ス観点からの要求条件を抽出する。更に、これを満たすための技術的な要求条件と技術開
発アプローチについて考え方を示す。この議論では、シナリオに応じて、データ通信向け
にシンプルで安価な IP ネットワークかキャリアグレードで３G サービスを収容しうるマ
ルチメディアに向けた高度な IPネットワークのどちらかを準備すべきとの結論となるが、
技術開発としては段階的に向上できる構造をとることが望まれることを述べている。次に、
４Gへ向けたターゲットとしてマルチメディアサービスを提供する高度化All-IPモバイル
ネットワークを想定し、インターネットと対比する形で設計方針を明確化し、アーキテク
チャの提案とその特徴的機能要素（具体的には、モビリティマネジメント）を実現するた
めの新たな技術ソリューションを提案し、その実現可能性を示す。 
 
３．２ 次世代モバイルネットワーク構築への要求条件と構築ストラテジー  
 
３．２．１ 要求条件 
ネットワーク設計者あるいは要素技術開発者が、新たなモバイルネットワークの構成法
の検討を始めるとき、どういった能力（機能・性能）をそのネットワークに対して付与す
るか、ということが出発点となる。この機能・性能は、それを実現するための個々の要素
技術とそれらをネットワーク上でどう利用（構成）して運用するかというネットワーク・
アーキテクチャ論の両方がそろって実現されるのであるが、いずれにせよ技術面での条件
を示しており「技術要求条件」（Technical Requirements）とよぶべきものである。そし
て、その技術要求条件により規定されるネットワークの能力は、そのネットワークを構築
しようとしている通信キャリアのビジネス環境条件が如何なるものであるかによって異な
るはずであるから、技術要求条件は、ビジネス環境条件からブレークダウンされるべきも
のであるといえる。 
そのため、ネットワーク設計の技術要求条件を定めるには、まず、キャリアとして、ど
のような時期にどのようなビジネスを展開しようとしているか、あるいは、しなければな
らないかというビジネス環境を想定することが必要となる。このビジネス環境を理解する
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ことによって、ネットワークに対するビジネス実現上の基本的な要求条件がイメージでき
ると考えられ、ここではこれを「ビジネス要求条件」と呼ぶこととしたい。また、そのビ
ジネス要求条件をみたすネットワークを「ターゲットネットワーク」とする。技術要求条
件は、このターゲットネットワークのもつべき能力（機能・性能）を技術的に記述したも
のであるということができる。ターゲットネットワークが設定され、これに対応する技術
要求条件が整理されることにより、技術研究開発としてターゲットネットワークを具体構
築するための様々な技術（ソリューション）が提案されることになる。以上述べた、要求
条件（ビジネス面と技術面）とターゲットネットワーク、そして技術研究開発の相互関係
の考え方を図３．２．１に示す。 
なお、技術要求条件を集約するにあたっては、もし、そのネットワーク方式として次世
代へも継続すべき設計ポリシー・方針のようなものがあれば、その技術要求条件は、ビジ
ネス要求条件を満たしつつも、その設計ポリシーに左右されることがありえる。また、ビ
ジネス要求条件が、こういった設計ポリシーの変更を求めることも当然生じる。例えば、
クローズドな技術と構成法で安全なネットワークを構築するという電気通信網の従来から
の設計ポリシーは、サービスの多様化と低コスト化を条件として、オープンな技術とオー
プンな構成を原則とするインターネットの設計ポリシーへと変換されつつあることは、よ
く認識されていることである。 
 
 
ソリューションリ ョ
ビジネス要求条件
技術要求条件
（設計ポリシー ）
ソリューション
ターゲット
ネットワーク
（ビジネス環境仮説）
要求条件
研究開発
 
 
図３．２．１ 要求条件と技術研究開発プロセス 
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次世代（４G）ネットワーク構成法研究におけるビジネス要求条件を引き出すためには、
１０年レンジのビジネス環境を見渡す必要があり、現時点で正確な予測は極めて困難であ
る。したがって「仮説」として設定するしかないが、すでに世界で３G事業は始まってい
るため、次世代モバイルサービスに向けて単に理想像を描くのではなく、可能性のあるシ
ナリオを網羅して要求条件を設定することが、次世代ネットワーク構成法研究として重要
であると考える。 
 
３．２．２ ビジネス要求条件とターゲットネットワークモデル 
 
ネットワークオペレータの視点からすでに ITU-T や３GPP において今後のモバイルサ
ービスおよびネットワーク機能に対する基本的な要求条件は整理されてきているが、これ
らは様々なキャリアにとって３G以降に想定される共通的なビジネス、サービス環境を想
定して設定されたものであり、ひとつの参照例にすぎないとも言える。本論文では、まず、
多様なビジネス環境を想定して、独自の視点から将来のモバイルネットワークへの要求条
件の再整理を行い、ターゲットネットワークモデルを明らかにする。具体的には、2001
年に３Gが導入された日本における現時点（2005年）の移動通信事業者の状況、技術動向
を前提として、４Gが導入されるであろう 2010年から 15年までの 10年程度を見通して
ビジネス展開とこれに伴うモバイルネットワークの形態がどのように想定されるかを検討
する。 
次世代ネットワークを導入する時期の、仮説としてのビジネス環境を定めるため、本論
文では、「2010 年の移動通信業界を見通す４つのシナリオ」[29]（国際大学グローバル・
コミュニケーション・センタ （ーGLOCOM）＆アクセンチュア株式会社 2002年 1月 23
日 報道発表）のシナリオを参考にする。これは４G導入前夜の状況をシナリオプラニン
グの手法で検討し、大きく 4つのシナリオに分類して、それぞれの展開のインパクトを分
析したものである。この研究が行われたのは、３Gサービスが世界で初めて日本において
開始された 2001 年秋であり、その時点では３G サービスがどのように発展するか、まっ
たく不確定な状況であった。そこで、「３G」既存キャリアと無線 LAN等を使った「non-3G」
新規プレイヤの戦いという構図を設定して、３G サービス、non-3G の普及という切り口
から、どのようなシナリオが考えるかを検討したものである。現時点においては、日本に
おける約 9 千万の移動通信サービス加入者のうち 3 千万以上が３G を利用しているため、
すでに３Gサービスは普及していると言うことができるが、同時に、初期の３Gではカバ
ーしきれないサービス領域（特に高速データ）で新たな競争相手（固定事業者の FMC や
新規参入者とMVNO）が新たな non-3G技術（IEEE８０２系WiMAX[30]等）を用いて既
存モバイルキャリアへ戦いを仕掛けてくる可能性はむしろ高まってきたということがいえ
る。したがって一旦３G が有料通信マーケットの全体に広がったとしても、non-3G を用
いた安価な有料通信サービスの登場によって、４Gが登場する以前にマーケットが大きく
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変化することは起こり得ないとはいえない。よって GLOCOM&アクセンチュア[29]による
シナリオの考え方を利用してビジネス環境を俯瞰することは現時点でも有効と考えられる。 
そこで、[29]と同様に３Gサービスと non-3Gサービスの普及の度合いを考慮して特徴的
ケースを考えることにより４つのシナリオを描き、次世代モバイルネットワークの適用さ
れる４Gの時代のビジネス環境とそれぞれの展開シナリオにおいて、３Gキャリアがとる
べき戦略を検討した。その特徴をまとめて記述したものを、図３．２．２に示す。 
 
まず図面で使われている用語を説明する。「マス」とは有料通信マーケットの全体に普
及することを意味し、「ニッチ」とは、有料通信マーケットの特定セグメントにのみ普及す
ることを意味している。例えば図面で、シナリオ１の領域は、３G がマス、non-3G がニ
ッチの展開になっていることを意味する。また、有料通信とは、その移動通信サービスを
利用するユーザに対して、そのサービスの提供プレイヤが課金を行うようなサービスをい
う。３Gとは、現行の３Gセルラーおよびその改良高速技術によるサービスを示し、non-3G
とは、それ以外の様々なアクセス技術（例えば IEEE802 系標準にもとづく無線 LAN, 
WiMAX 等や Bluetooth）を用いたサービスを意味する。３G サービスは、既存の３G キ
ャリアと新たに３G周波数を得て新規参入したプレイヤによって提供されていることにな
るが、これらをまとめて「３Gキャリア」と呼んでいる。また、この３Gキャリアのネッ
トワークを利用して３Gサービス展開するMVNO(Mobile Virtual Network Operator)も
主要プレイヤになりうる。一方、non-3G サービスにはいろいろな新規参入プレイヤが想
定されるが、代表的には従来の固定網事業者と ISP(Internet Service Provider)が主要プレ
イヤとなりうると想定している。 
このシナリオで表されている競合関係をわけると、以下の 2グループとなる。 
①３Gキャリア ： ３Ｇアクセスを主に用いるプレイヤ（MVNOを含む） 
②新規 non-3Gプレイヤ： 固定事業者および ISPによる新規参入 
 
次に、この図面の示す意味を説明すると、例えばシナリオ１の領域は、３Gサービスが
マーケット全体に普及し、non-3G サービスが特定セグメントへの普及に留まることにな
ることを意味している。それゆえ、シナリオ１は３Gサービスを提供する３Gキャリアが
マーケットの主導権を握るということで＜３Gキャリア主導＞と表現している。シナリオ
２では、３G サービス、non-3G サービスともにマーケット全体に普及し、両方のプレイ
ヤが主導権を争う構図を示している。また、シナリオ３の領域は、３Gサービスが特定セ
グメントに留まってしまい、non-3G がマーケットを支配する状況である。更に、シナリ
オ４では、例えば地方自治体等の公共固定ネットワークと無線 LAN、そして私設無線局の
マルチホップ接続等で、実質上無料の通信サービスが提供されることになり、有料通信と
して提供する３Gや non-3Gサービスが限定的な利用（ニッチ）に留まってしまうシナリ
オである。 
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シナリオ３＜新規プレイヤ主導＞
• 沢山のWireless ISPが全国ネットワーク形成
• マスユーザはモバイルIPフォンを利用
• データもほとんどnon-3Gを利用
• ３Gは特定のビジネスユーザに限定．高付加サー
ビスの提供が必要．（MVNO台頭の可能性）
Îインフラは土管化することが想定され、ISPとして
ユーザコンタクトを保つことが生き残りに必要
シナリオ４＜主導プレイヤ不在＞
• 固定公共インフラとアドホック無線を用いたP2P
無料通信の時代
• マスユーザはモバイルIPフォンを利用
• 端末メーカとコンテンツプロバイダのみの”一人
勝ち”状態
• 音声も無料化が進み,キャリアは壊滅的打撃
Î特定有料セグメントの維持のためミニマムの３G
ネットワーク維持と無料通信環境でも利益をえ
る事業への転換．
シナリオ２＜新旧主導権争い＞
• 音声（３G)、データ（non-3G)の棲み分け
• 携帯向けコンテンツと音声は３Gが獲得．
• リッチコンテンツはnon-3G． VoIPにより、一部
ユーザはIPフォン利用（３G と競合）
Î両方のトラフィックを獲得するためには，両方を押
え，シームレスなサービスを提供することでサービ
スアグリゲータの主権を獲る．
Îデータ系は、低額であることが重要（高品質は３G
でカバー）
シナリオ１＜３Gキャリア主導＞
• ３Gが音声もデータも独占
• 無線LAN等はニッチしか獲得できず
• ３Gキャリアがnon-3Gを含めワンストップシーム
レスサービスを提供
Î他３Gキャリアへの差別化が重要．低コスト化と
高度サービスによってカスタマベースの維持が
必須．
マスニッチ
3G
non-３G
??
???
 
図３．２．２ ４つのビジネス環境シナリオと３Gキャリアがとるべき戦略 
（GLOCOM&アクセンチュアの発表資料[29]を参考に新たに作成） 
 
上記の二つの主要プレイヤ①、②によって、３Gと non-3Gサービスが競合する状況に
ついて更に説明する。図３．２．３に示すように、両サービスを特徴づける重要項目は、
（モバイルサービスのできる）カバーエリア、モビリティ性能、通信品質そして料金であ
ると考えられる。 時間の経過とともに ISP、固定通信事業者によるモバイルの新規プレ
イヤの参入が始まり、従来、固定、移動とすみ分けが行われていた市場に重複、競合が発
生し、マーケットの取り合いとなる可能性が高い。 
３Gにおいては、そのカバーエリアは屋外においては全国稠密であり、当然モビリティ
性能は高い。また、品質は当初回線交換（CS）で提供される音声・映像系は高品質である
が、パケット（PS）で提供されるデータ系サービスについては、高速領域ではベストエフ
ォート型となる。一方、non-3G においては、そのカバーエリアは当初は家庭・構内と屋
外でもホットスポットのみであり、モビリティ性能は低い。ホットスポットが徐々に面的
にひろがることにより、モビリティ能力も向上し、カバレッジの面でも３Gと競合するエ
リアが増えることになる（図面斜線部分）。品質は、ユーザ数の限定される家庭・構内の固
定領域では高く、広帯域のサービスが受けられる。また、屋外のホットスポットではベス
トエフォート型となる。 
３Gキャリア、non-3Gプレイヤは、それぞれ以上のようなサービスの特性を持ちつつ、
これを高度化することによって、ユーザへの浸透を図ることとなる。それぞれの項目で重
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複部分が増えることによってユーザにとっては二者択一の可能性も高まるため、マーケッ
トが大きく変化する可能性が出てくる。それが複数のシナリオを生む原因である。なお、
これらの重複領域に対して、公共の固定ネットワークと個人ユーザの私的な無線アクセス
やそのマルチホップ接続の協調によって同等のモバイルサービスが無料通信で提供される
ようなことになれば、主導的通信事業者が存在しないような事態が生じる（主導プレイヤ
不在シナリオ）。 
 
３G 音声・映像系（CS) 【従量制】
Ｎon 3G 高速ﾃﾞｰﾀ系 【定額・低額指向】
３G ﾃﾞｰﾀ系（PS) 【従量制～定額制】
構内・家庭
（カバレッジ： 端末に対し全国稠密）
品質
モビリティ
高
低
低
高
固定系 ブロードバンド IPﾈｯﾄﾜｰｸ
高
低
品質
時間現在 201X
??????
（カバレッジ： 主要都市）
移動系 ３Gﾈｯﾄﾜｰｸ
（カバレッジ： 建造物に対し全国稠密）
???
??
???
?? 固定連携による拡大
移動連携による拡大
【低額・定額】
 
  
図３．２．３ ３Gと non-3Gサービスの競合状況 
 
次に、図３．２．２に示したシナリオ毎の３Gキャリアの戦略から、３Gキャリアにと
ってのビジネス要求条件とターゲットネットワークを抽出する。 
(1) シナリオ１＜３Gキャリア主導＞：このシナリオでは、３Gキャリアが主導権を握る
ことになるので、３Gキャリア同士の競争に対して勝つためのネットワークを構築するこ
とが必要となる。競争戦略から見ると、選択肢は次の二つと考えられる。 
①選択肢１： 携帯電話向きのサービスは従来の３Gで提供することとして、ニッチな
non-3Gサービスを囲い込むため、低額・定額サービスを可能とする低コストな IPネッ
トワークを別に構築する。  
②選択肢２：３Gに再投資して３Gネットワークを低コスト・高度化して従来の３Gサ
ービスを巻き取るとともに、第 4 世代への移行も可能な高度 IP ネットワーク化を目指
す。 
なお、選択肢１の場合でも、いずれ４G への移行が生じるので、当面の需要へは既存３G
と低コスト IPネットワークで対応するとしても、４Gが収容できる高度な IPネットワー
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クへの設備更改は生じる。 
(2) シナリオ２＜新旧主導権争い＞： このシナリオでは、３Gキャリアと non-3G新規
プレイヤの競争となる。ユーザは音声系や携帯電話端末にあったサービスは３G で行い、
それ以外の高速データサービス等は non-3G を利用するといったすみ分けを行なうと考え
られるが、４Gの時代には、これらのサービスを総合的に提供するユーザコンタクトを持
つことがユーザ獲得・維持につながると考えられ、シームレスなサービスを提供するサー
ビス統合能力を有したネットワーク構築が望まれる。 
そこで３Gキャリアのとるべき道は、マスに受け入れられた３Gネットワークは大きく
いじらず、高速データサービスの分野で新規プレイヤと競争可能とする超低コスト IP ネ
ットワークを構築すること、そして、３Gと non-3Gに共通に利用できるサービスプラッ
トフォームを構築することで、3Gと non-3Gの連携によるユーザコンタクトの強化・差異
化を図ることである。 
(3) シナリオ３＜新規プレイヤ主導＞： このシナリオでは、３Gは特定のビジネスユー
スに限られたマーケットに縮小していくことが想定され、３Gネットワーク自体の拡大は
考えにくい。そこで３Gキャリアとしては、３Gの維持強化によってニッチを押さえると
ともに、高度な non-3G向けの IPネットワークを構築し、自ら新規参入者となって non-3G
プレイヤとして戦うということが必要となる。 
なお３G ネットワークの収容余裕がでるため、独自のサービス提供以外に MVNO 化を図
ることも考えられる。 
 (4) シナリオ４＜主導プレイヤ不在＞：このシナリオでは、固定公共インフラとそこに
接続された無線アクセス（無線 LAN 等）の開放、およびユーザ設備を用いたアドホック
無線による P2P通信によって、ほとんどのユーザが無料通信を利用するケースである。こ
のような状態が起これば、有料通信サービスプロバイダは壊滅的な打撃をうけ、主要なプ
レイヤは不在となろう。このような場合でも、特定有料セグメントの維持のためミニマム
の３Gネットワーク維持と無料通信の不足要素（信頼性や機能的な制約）を補うことで利
益をえる事業への転換が、生き残りのためには必要である。ホットスポット間のモビリテ
ィを維持するためのモビリティ制御サポートやサービスオーバレイにより無料ネットを活
用した新たな情報流通サービスを提供する等の可能性あり。このケースでは、あらたなネ
ットワークの構築は困難かもしれないが、求められる能力としては高度な制御能力をもっ
たネットワークということになる。 
 
以上の分析から、３Gキャリアにとってのビジネス要求条件とターゲットネットワーク
モデルを整理すると、IPベースであることは前提として、以下のようになる。 
① 通信キャリアが３G で成功する（マスを獲得）状況では、non-3G 系アクセスサービ
スのためのコアネットワークは、３Gと補完性の高いデータ向き（ベストエフォート
タイプでよい）の超低コスト・IPネットワーク【ターゲットネットワークモデル B】
 - 45 -
を用意することが重要。 
② ３Gが non-3Gサービス（定額・低額の有料～無料）にマスを奪われてマーケットを
失うことになると、マーケットでは高品質を要求される音声系トラフィックを含めて
non-3G 系がサポートすることが必要となる。そのため３G ネットワークに代わる、
低コストだが品質や安全性が高く複数アクセス間シームレス接続等高度なモビリティ
も提供できるキャリアグレードの高度化 IP ネットワーク【ターゲットネットワーク
モデル A】を提供することが、non-3G 系の新規プレイヤと（差異化して）戦うため
に求められる。 
③ いずれにせよ、non-3G 系サービスは、トラフィックを運ぶことに関しては、低額・
定額となる方向は避けられないと考えられ、これを収容するネットワークについては、
（キャリアグレード化したとしても）極力低コスト化を図ることは必須。また、サー
ビス差異化のために付加サービスの提供能力（端末とプラットフォーム機能連携によ
る伝達網へのサービスオーバレイ）は必須のビジネス要求条件となる。 
 
以上の結果をまとめて、シナリオ分類図上に表現したものを図３．２．４に示す。 
 
＜新規プレイヤ主導＞
• non-3Gを主体として競争力強化：音声系も高
品質で扱えるIP-NW
• 複数ISPをまたがるサービスオーバレイによ
る収入源確保、高付加サービス提供
＜主導プレイヤ不在＞無料NW
の不安／不足要素を補う基本サービス
• サービスオーバレイにより無料ネットを活
用した新たな情報流通サービスを提供
＜新旧主導権争い＞non-3Gプレイ
ヤとの競争力強化： 低コストデータIP-NWと
3Gとの連携によるユーザコンタクト強化・差
別化
＜３Gキャリア主導＞
• 3Gの競争力強化：3Gデータ系の低コ
スト化とnon-3Gユーザの囲い込み連
携サービス
超低コストデータ通信を主目的とするNW超低コストデータ通信を主目的とするNW
オペレータ境界に関係なく，さま
ざまな形態でサービスを提供で
きる仕組み
オペレータ境界に関係なく，さま
ざまな形態でサービスを提供で
きる仕組み
キャリアグレードのモバイルNW
サービスオーバレイ
NWモデルA
NWモデルB
 
 
図３．２．４ 各シナリオに対応したターゲットネットワークモデル 
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３．２．３ ターゲットネットワークモデルへの技術的要求条件と開発アプローチ 
  
将来ビジネス環境の多様性を考慮すると、そのシナリオによって次世代ネットワークと
して準備すべきターゲットネットワークモデルは大きく二つのタイプが考えられることを
前節で述べた。ここでは、この二つのターゲットモデルから技術要求条件を抽出する。 
両ターゲットネットワークの能力の特徴は、現在の３G ネットワークを軸に考えると、
３Gサービスで当面戦うことを前提として、この能力を向上、長期的にはリプレースしう
る機能能力を重視したもの（モデル A）と、３Gではカバーしきれないコスト・性能の補
完性を重視したもの（モデル B）とみなせる。これらの相違は、通信品質やネットワーク
の安全性、信頼性、モビリティ制御性能等の実現レベルに対する要求仕様の相違となって
現れており、技術的には、これを実現するシステム（ルータやサーバ）における制御機能
の豊富さや性能の条件の相違となって現れ、一般的にはネットワークコストに反映される。 
要求項目の多いモデル A に、多くの要求条件と高いレベルが課せられることになるため、
特に、標準的な機能で実現できない場合はコスト的には高価となる。一方、モデル Bにつ
いては、IPによる高速化、大容量化といった性能面ではすでにインターネット利用におい
て飛躍的に進歩しており、モビリティ制御等、モデルネットワークに特定の機能への要求
条件が強くないことから、比較的容易に高いコスト／性能比が得られるものと考えられる。
主要項目について、両者の要求条件をまとめたものを表３．２．１に示す。 
 
３．２．２節のシナリオ分析から、いずれにせよ、当面、既存３Gネットワークの他に
異質な IPネットワーク（タイプ A または タイプ B）が並存することになるが、あらゆる
アクセス方式を収容する４Gの時代へ向けての開発アプローチとしては、まず non-3G向
けに構築した超低コスト IP ネットワーク（タイプ B）を基盤として構築し、これを３G、
４Gのキャリアサービスをも吸収できる高度なモビリティや高品質ネットワーク（タイプ
A）へ、必要なタイミングで円滑に高度化できることが望ましいといえる。 
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表 ３．２．１ ターゲットネットワークと要求条件 
 
ターゲットネットワーク
モデル 
キャリアグレードモバイルネットワ
ーク（モデル A） 
 
高速データ指向ネットワーク（モデ
ル B） 
タイプの特徴（３G との
対比） 
３G ネットワークを包含（リプレース
可能、アップワードコンパチ）しう
る能力のキャリアグレード IPネット
ワーク  
３G とは独立の、３Gサービス補完型
のブロードバンドデータ指向 IP ネ
ットワーク  
ビジネス要求条件 
（重視する条件） 
＜マーケットからの要求＞ 
既存３G能力を安く 
⇒高信頼性、高品質 NW 
安心・安全な NW  
電話サービスレベル維持 
 
 
＜事業者内からの要求＞ 
３Ｇをリプレースできる能力 
⇒４G 時代のコアとして利用＆
non-3G も収容可能 
３Ｇ以上の性能/価格比 
セキュリティ保障し易いシステム 
差異化のための独自技術許容 
＜マーケットからの要求＞ 
non-3G系アクセスによる新たな通信
サービス提供． 
⇒高速性、低額・定額重視． 
品質やカバレッジの制約はある程
度許容可能 
電話サービス機能は限定的で可. 
インターネットサービス活用 
⇒オープン化志向 
＜事業者内からの要求＞ 
３G を補完するデータ通信の新領域
の開拓 
セキュリティ保障の工夫 
低コスト化のための汎用標準技術 
技術要求条件（重点課題） リアルタイム系サービスをサポート
できるモビリティ制御および QoS 制
御の提供 
３G 以上のセキュリティ維持、ユーザ
情報保護能力 
モビリティ、QoS 等の高度化； 
（←インターネット標準準拠技術に
よる低コスト化を考慮すると、標準
に影響を与えない範囲で可能な方
式） 
 
 
 
  
 - 48 -
３．３ 次世代モバイルネットワークの構成法 
 
３．３．１ ネットワークデザイン方針 
 
（１）ネットワーク構成法の思想：キャリア型からインターネット型へ 
  既存の電気通信網の代表である電話網は、歴史的に、稀少な長距離伝送路を有効利用
するために加入者アクセスと中継多重化のため（回線）交換ノードをネットワーク上に配
備し、発呼時の呼損を許容する代わりに、接続した回線は品質を保証してきた。したがっ
て、接続時間と距離（伝送路の利用量）によって通信料金に差をつけ、ユーザ利用の公平
化を実現してきた。また、一国内では、通常ひとつのネットワーク事業者がエンド－エン
ドの接続を提供し、公共的サービスとして電話サービスの品質と信頼性を保障することが
基本であった。サービスに関しては、電話通話という単一サービスであり、端末は基本的
に単純機能（dumb）でよく、ネットワークが集中したコネクション制御やその高度化を
司ってきた。 
この“ネットワーク・セントリック(集中化)”および“ネットワーク・インテリジェンス
（高度化）”の思想が従来のキャリアネットワーク制御の基本であった。 
一方、インターネットは、エンドホストのコンピューティングパワーを共有するための
ネットワークであり、特定の OS やコンピュータアーキテクチャに依存しない、誰もが接
続できるオープンな通信仕様を原則としている。ネットワーク構成としては、各々が自律
的に管理され動作するローカルネットワーク間の相互接続（internetworking)による自律
分散型ネットワークである。したがってネットワークインフラもサービスも、単一あるい
は特定のネットワーク事業者に依存するものではなく、伝送路に過大な品質も期待せず、
必要に応じエンドホストの機能により品質維持をする方式である。サービスもエンドホス
トにより豊富化され、ネットワークはベストエフォートで情報の転送に専念する。ネット
ワークが単純機能（dumb）で端末がインテリジェント化するという、キャリアネットワ
ークと正反対の“エンド・エンド・プリンシプル”および“エンド・インテリジェンス”
思想がインターネット制御の特徴である。 
以上のように電話網とインターネットでは基本的なネットワーク構成に関する思想、技
術方式の相違があるが、これらは、その生い立ちや発展形態等の背景の相違によるもので
もあるといえる。 両者の特徴の対比を示したものを表３．３．１にまとめる。 
キャリア通信ネットワークにおいては、電話サービスだけでなくインターネットで提供
されるデータ系サービスも含め様々なサービスを統合して提供していくことを考えると、
従来のネットワーク構成の思想では行き詰まりがくることは明らかであり、インターネッ
トの考え方を取り入れ、サービス提供のために汎用性がありシンプルで低廉な IP 技術を
用いたネットワーク構成法（IPプラットフォーム）に進んでいくことは明らかである。同
時にキャリアネットワークとしては、公衆サービスとしての品質、安全性をこれまで同様
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維持していくことが求められ、これを満たす IP ネットワーク化の検討が重要と考えられ
る。  
 
表３．３．１ 電気通信網（電話網）とインターネットの比較 
 電話網 インターネット 
発展経緯 1 対１から N 対 N へ 
単一ネットワーク内の効率的な接続の
追及 
（国家的）インフラとしてクローズド
で計画経済的な発展 
LAN から LAN 間接続へ 
分散的なネットワークのネットワークとし
ての接続性 
集中管理をせず市場経済的に発展 
 
市場形成 
 
規制のもと独占的企業 
保護されたローカル・国内市場 
特にローカル市場で参入障壁高い 
非規制プロバイダ 
グローバル市場でグローバル競争 
参入障壁低い 
ビ ジ ネ ス モ デ
ル・課金モデル 
 
限られたリソースの有効利用で稼ぐ 
ネットワーク使用量に見合う課金 
 
豊富な帯域を用意し，利用高度化（情報ア
クセス，情報管理等）で稼ぐ 
帯域見合いの定額アクセス料 
情報の価値に対して別途料金を払う 
無料 ISP など多様なビジネスモデルの登場
ネ ッ ト ワ ー ク
と端末 
 
Smart ネットワーク／Stupid 端末 
網機能高度化によるサービス拡張 
キャリア独自のサービス 
【ネットワーク・インテリジェンス】 
Stupid ネットワーク／Smart 端末 
端末機能高度化によるサービス拡張 
サードパーティ（ASP 等）のサービス 
【エンド－エンド・インテリジェンス】 
シ ス テ ム 開 発
手法 
 
 
 
限られた大ベンダ（キャリアとの長期
的なパートナ） 
大人数・長期開発 
厳格な仕様・高品質 
ベンダ・キャリヤ独自の仕様多し 
多くの中小ベンダ（ベンチャー） 
少人数・短期開発 
中途仕様でも製品化・動かしながら改良 
オープンな技術（指向） 
信頼性・可用性 最重点 レベル低下を許容 
 
セキュリティ 常に確保 
 
End-End で必要に応じて 
 
通信品質・QoS 
 
ネットワークによる高度保証 
 
原則ベストエフォート、必要に応じてネッ
トワークと端末（アプリレイヤ）で保証 
 
ト ラ フ ィ ッ ク
エ ン ジ ニ ア リ
ング 
集中管理に基づく呼の抑制など 
 
（関係する全ユーザの）サービスの質が低
下する 
アクセス 
 
均一 
 
アクセス手段は多様で、速度も様々 
個々のトラフィック特性は利用アプリによ
って大きく変化 
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（２） モバイルネットワークの特徴と課題 
以上はキャリアネットワークの構成論の一般的方向性を述べたが、移動網（モバイルネ
ットワーク）においても、電話サービスのためのキャリアネットワークとして出発し、デ
ータ系サービスへの発展という同様の道筋をたどってきたことから、固定網と同様な発展
の方向性、即ち IP プラットフォーム化が想定される。ただし、もともとインターネット
には想定されていない端末（ホスト）の移動性（モビリティ）が加わることで、端末にも
ネットワークにも新たな要求条件が生じる。したがって、IP技術のモバイルネットワーク
への適用については、更なる考察が必要である。 モバイルネットワークについて、固定網
と同様な観点でその特徴をまとめたものを表３．３．２に示す。 
 
表３．３．２ モバイルネットワークの特徴 
 
市場形成 
 
（国家的）周波数資産の割当てに基づくキャリア網として発展（ただし競争下）
しかし、無線 LAN 等からのインターネット的発展の可能性はある 
 
 
ビジネスモデル・課金モデル 
 
コア網は十分なキャパシティ 
無線アクセス部分はリソースが限られるため完全な定額性は困難 
 
 
ネットワークと端末 
 
端末は高機能化. サービス性は端末の能力に左右される 
一方、バッテリによる利用時間や大きさの制限があり、機能的には制約大 
完全な常時接続は無理 
 （→ネットワークとエンドインテリジェンスの融合） 
システム開発手法 
 
これまでは、限定ベンダ （→今後、多くのベンダによる迅速な開発と展開）
 
サービス展開 
 
キャリアドリブン （→今後、アプリの多様化は、サードパーティ ASP に支え
られ、ネットワークからのアプリダウンロードによるユーザ選択の拡大） 
 
信頼性・可用性 
 
いつでも必ず繋がるキャリアグレードレベル 
 
セキュリティ 
 
誰でも安心して使えるキャリアグレードレベル 
 
通話品質・QoS 
 
高い品質を提供は基本条件 
しかし、無線部分まで含めた完全な QoS 保証は困難 
また IP 電話等では、ベストエフォート的品質も許容 
モビリティ 
 
移動制御（高速ハンドオーバ）、位置管理、ローミング能力の配備 
複数アクセス間移動でのサービスの継続性（シームレス性） 
トラヒックエンジニアリング 
 
端末/サーバの移動によるトラヒックパターンが動的に変化 
 
 
アクセス 
 
個々の無線特性が動的に変わりうる 
セルラー、無線 LAN，Bluetooth など多様なアクセス方式 
複数アクセス間の移動が生じ,シームレスなサービス継続も求められる 
極めて多くの端末が一箇所に集中することがありえる 
 →新たなトラフィック制御、ルーティング制御の必要性 
 
 
これらの特徴から、モバイルネットワーク独自の要求条件がみちびかれる。すなわちデ
ータを転送するという基本的なトランスポート技術やモビリティに関わらないネットワー
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ク制御機能については、固定網と同様、IP技術にもとづくオープンなシステム化技術が有
効であるが、モバイルネットワークに特徴的な要求にどう対応するかが新たな課題となっ
てくる。 
モビリティから生じる課題の一例あげると以下のようなものである。 
① 無線アクセスによる移動性を重視した端末であるため、端末における電力消費や処理
能力に制約が生じる。これを補うため、端末とネットワークの間の適切な機能・性能
分担が行われるべき。 
② 端末が移動する環境で、コネクションを生成し、維持するため端末の位置情報の管理
とコネクションハンドオーバ機能が必要。アクセス無線方式が複数にわたる場合は、
それらのアクセスネットワーク方式の相違を意識させないシームレスなハンドオーバ
が必要。 
③ 端末の移動にともなうトラフィックの変動に耐える柔軟なトラフィック制御、ルーテ
ィング制御が必要。 
 
これらの移動特有の課題を吸収する次世代のモバイルネットワーク構築は、伝達技術を
単に IP 化すればよいというものではなく、またインターネットのアーキテクチャ、設計
思想をそのままもってくるということでは困難である。IP技術とインターネットアーキテ
クチャの特徴を生かしつつ、キャリアネットワークとして維持すべき条件をクリアする新
たな設計法が必要である。 
 
（３）モバイルネットワークのアーキテクチャ設計方針 
モバイルネットワークとしての構成法を整理するため、これまでのキャリアネットワー
クとしての設計方針を整理する [31], [32] 。これまでの第１世代から第３世代までのネット
ワーク構築を通して、ネットワーク機能・性能・構造に関して、以下のような設計方針が
形成されている。 
 
設計方針 1: 無線周波数の有効利用 
無線周波数は限られた資源であるので、これをボトルネックとさせないために無線イン
タフェースを介する制御メッセージ（レイヤ３以上の制御信号）のサイズを小さくする、
あるいは冗長なメッセージのやり取りを避けるという手段により、その利用効率を高める
ことが重視されるべき。 
 
この考えは、実際のモバイルネットワークの設計において以下のように実践されている。 
第 1世代（1G）の無線インタフェースでは、その信号方式は、そもそも音声接続向け専用
でありシンプルでコンパクトであった。2G においては、信号方式は、機能高度化のため
に Radio Resource Management（RRM）、Mobility Management（MM）、Call Control
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（CC）に分離されたが、RRMと MMでは当初から効率性は重視された設計がなされた。
一方で、CCでは様々なネットワークサービスを提供するために柔軟性が要求されるため、
固定網の ISDNプロトコルが CCのベースとして採用されたが、やはり効率性からいくつ
かのパラメータは削除され、制御メッセージも、サービスの拡張性に大きな影響を与えな
い範囲で削減された。このように、無線周波数の有効利用を意識したネットワーク設計が
実施されている。 
 
設計方針 2: ネットワーク内部のノードの（ユーザからの）隠蔽 
インターネットで生じているような DDoS攻撃のようなリスクを可能な限り低減するた
めに、移動管理を含むネットワークの制御機能を実現する制御ノードは、ユーザ端末から
隠蔽されるべきである。これはまた、移動網内の各種制御機能の配備に自由度を持たせる
ためにも必要である。さらに、サービスの発展を柔軟に実現するためには、端末インタフ
ェースを介したネットワーク制御のやり取りとノード間の制御・管理は独立であるべきで
ある。 
 
従来キャリアネットワークにおいては、ネットワークノードはユーザから隠蔽されて
おり、また、無線インタフェース上の信号方式（ユーザ・網インタフェース〔UNI〕プロ
トコル）は、独立的な改良、開発、取換を実現するため、ネットワーク内部のノード間の
信号方式（ネットワーク・ノードインタフェース〔NNI〕プロトコル）とは分離して実装
されてきたという実績がある。こういった“クローズドモデル”によってネットワークの
安全性とある種の柔軟性を築いてきた。端末能力が飛躍的に向上してきた現時点において
は、すべての制御機能を網内に閉じるという方式は望ましくなく、特にサービスの多様化
の視点からはアプリケーションレベルの自由度を高めるために端末機能をあるレベルでオ
ープンにしていくことは必要であるが、移動管理・制御といったネットワーキングの基本
機能については、ネットワーク安全保障と効率化の点で、キャリアが責任をもって制御す
ることは重要な条件と考えられる。  
 
設計方針 3: 経路の最適化を中心としたネットワーク資源の効率的利用 
データ伝送のオーバヘッドは最小化されなければならない。また、データは発信ネット
ワークから着信ネットワークまで効率的に（最適ルートで）伝達されるべきである。 
 
トラヒックの効果的な伝送は、移動網のみならず通信ネットワーク設計において基本的
な方針であるといえる。これはつねに経済的なサービスを提供することが使命のひとつで
あるキャリアにとっては当然である。また、経路最適化によって、資源利用の効率化とと
もに伝送遅延を最小化し通信品質を上げることも、多様なサービスを提供するキャリアに
とっては重要な設計指針となる。 
 - 53 -
 
設計方針 4: 移動端末位置情報の機密性保持 
移動端末のロケーションプライバシは、通信相手を含む、いかなる第 3 者に対しても守
らるべきである。 
 
端末が個人によって常時携帯されるモバイルサービスでは、端末の位置がわかることに
よりユーザの居場所もわかることになる。位置情報は、通常個人にとってのプライバシー
であり、安心・安全の観点からも、これが第 3者に本人の許可なく開示されることは許容
できないことである。したがって、現在のモバイルネットワークにおいては、基本方針と
して、移動端末の管理およびルーティング機能をネットワーク内に実装し、発信者に着信
移動端末の位置を知らせることなくデータ伝送を可能とするようになっている。 
 
 以上、四つの設計方針は、３Gネットワークの能力を包含すべきターゲットネットワー
クであるタイプ Aの場合は、必須の条件として考える必要がある。 
 
（４）インターネットデザイン思想とそのモバイルネットワークへの適用性 
 
インターネットのアーキテクチャ原則として、IETFの文書である RFC1958 [33] には
『目的（goal）は接続性（connectivity）の提供であり、その手段（tool）はインターネッ
トプロトコル、そして機能（intelligence）はネットワークの中に隠されるよりもむしろエ
ンド-エンドで実現される』（The goal is connectivity, the tool is the Internet Protocol, 
and the intelligence is end to end rather than hidden in the network.）と述べられてい
る。 
PC等の端末能力の向上と、このエンド－エンド原則が相まって、インターネットは急速
の成長を遂げてきたという事実がある。しかし、本節（２）項で指摘したように端末への
制約が強いモバイルサービスを実現するには、固定サービスを中心として発展したインタ
ーネットにおけるエンド-エンド原則が相応しいかどうかをよく検討する必要がある。また、
キャリアネットワークとしてモバイルサービスを提供する場合、オープンでエンド－エン
ド原則を基本とする IP技術をネットワークに導入するとして、（３）項で述べた設計方針
との整合をどのようにとるかについて十分な考察が必要である。 
 
現時点では、インターネットにおいてモバイルサービスといえるネットワークサービス
を本格的に提供しているのは、日本の i-mode[34]を代表とする所謂「モバイルインターネ
ット」しかない。これは、インターネットの中にモビリティ制御機能が入れられているの
ではなく、モバイルネットワークのモビリティ機能をもつ携帯端末からインターネットへ
アクセスするサービスとして実現されたものである。インターネット側は固定網としてコ
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ンテンツサービスの多様化を担う一方で、モバイルネットワークがアクセスのセキュリテ
ィと端末の高速モビリティを確保している構造である。この様子を図３．３．１に示す。 
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移動網
IPアドレスルーティング 電話番号接続、ルート集約、移動追跡
アドレス変換
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GWによる
異質ネットワークの相互接続
 
 
図３．３．１ 移動網とインターネット：モバイルインターネットの現状 
 
 
 この構造から発展して、将来は双方のネットワークが融合された「モバイルインターネ
ット」が構築されることが期待されるが、現在のモバイルネットワークとインターネット
は、これまで述べてきたようにその設計思想も機能も異なり、また、インターネットサー
ビスプロバイダと通信キャリアはビジネスモデルも異なるため、将来どのような発展を遂
げるかは現時点では不明瞭である。 
本論文では、キャリアモバイルネットワークを次世代に向けてどのように発展させるべ
きかというスタンスに立ち、インターネットの設計思想の優れた点を如何に取り入れ、ま
たキャリアネットワークとしての設計思想とどのように整合すべきかという視点で、以降
の議論を進める。理想的には、図３．３．２に示すように、両者がそれぞれの特徴をもっ
て融合し、あらたなアーキテクチャとして、サービス開発に対する Open性を維持しつつ、
ネットワークとしての安全性のために、その制御能力を Closed な形で実現する
“Controlled Transparency；制御された透過性” [35]が実現できることが期待される。 
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図３．３．２ モバイルとインターネットの融合化 
 
 
（５）デザイン思想のコンフリクトとあらたなデザイン方針の提案 
 
 モビリティ機能が（固定網と比して）モバイルネットワークを特徴づける機能であり、
インターネットにおいても、“モバイル化”のために移動管理機能の検討が盛んに行われて
いる。本節（３）項のモバイルネットワークの設計方針からみて、インターネットのモビ
リティ機能の設計にどのような相違、課題があるかを示す。 
インターネット上での移動管理は“Mobile IP” [36]、[37]の名の下、仕様化が進んでい
る。Mobile IP は、IPｖ４と IPｖ６では、異なるプロトコルで実現しているが、IPv6 に
なって、外部エージェント（Foreign Agent：FA）機能のエンドホスト端末への組み込み、
相手ノード（Corresponding Node： CN）へのロケーションアドレスの通知によるエンド
－エンド直接パスによる経路最適化の導入等により、エンド-エンド原則がより重視されて
きている。 
このMobile IP技術は、モバイルネットワークへの利用を考えた場合、高速移動下での
ハンドオーバ品質上の課題が指摘されているが[38], [39]、ここでは、モバイルネットワー
クの設計方針と照らし合わせて機能上の課題点を整理する。 
  
a）冗長メッセージパケット  
端末移動にともない、ネットワーク上の経路切り替え（ハンドオーバ）を起動するため
に、移動ホスト（Mobile Host：MH）からホームエージェント（Home Agent: HA）に
対して無線インタフェースを通して制御メッセージを送るプロトコル方式をとっている。
これはホットスポットで使われている無線 LAN システムのように、ネットワーク側がハ
ンドオーバ起動機能を持たないような無線システムにおいては必要な機能である。また、
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インターネットにおいては、伝送媒体に依存しないことをひとつの設計思想としているた
め、端末が移動することによって IPアドレスが変わることに対しては、これを IPパケッ
トで（アプリケーション層の制御メッセージとして）でネットワークへ通知するという方
式は、その思想に沿ったものといえる。しかしながら、セルラーネットワークのように、
無線基地局側の無線資源管理機構（Radio Resource Management: RRM）が無線リンクレ
ベルでの監視で端末の移動を検出できることを考えれば、網内で経路切り替えを起動する
ことは可能であり、この種の制御メッセージパケットを無線区間を通じて端末側から送る
ことは冗長で、避けるべきである（設計方針 1関連）。 
 
b）ホームエージェントアドレスの露出による安全性の問題 
移動制御メッセージは、移動ホストからホームエージェント（HA）に対して HAの IP
アドレスを使って送出される。このため、どのMHも HAのアドレスを知っている必要が
あり、HA が悪意の MH によって攻撃にさらされる可能性があるということである。（設
計方針 2関連）。 
 
c）カプセリングを用いた網内ルーティングによるオーバヘッド 
相手ノード（Corresponding Node: CN）からのデータは HAでカプセル化した後、気
付けアドレスにもとづいてMHに転送される。このカプセル化はネットワーク資源に対し
オーバヘッドになってしまう（設計方針 3関連）。 
 
d）位置情報の漏洩問題 
HA を経由したトロンボーン・ルーティングをさけるため、Mobile IP では相手ノード
CNから移動ホストMHに対して（HAを介さず）直接 IPパケットを転送する最適ルーテ
ィング方式を実装している。これは具体的には、MHが CNに対して自分の気付けアドレ
スを直接通知する方法による。これにより CNは MHの IPアドレスを知りえることにな
り、これはMHのネットワーク上の収容位置がわかることであり、この収容ルータの地理
的な場所を同定することができれば、MHのユーザの場所がある程度の範囲で特定できて
しまうことになる（設計方針 4関連）。 
 
以上のMobile IPがもつ、モバイルネットワークからみた問題点を図３．３．３にまと
める。 
 
これらの問題が生じる原因は、IPアドレスの二義性（ホスト識別子とルーティングアド
レスの二つの意味をもつ）とエンド－エンド原則で制御を行うというインターネットのア
ーキテクチャによると考えられる。IPアドレスの二義性に対応するために、Mobile IPに
おいては、ホームアドレスと気付けアドレスの二つのアドレスを導入し、経路変更のため
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に、移動端末からの気付けアドレス通知を実施している。そこで本論文では、IPアドレス
を用いた IP ルーティングという考え方は維持しつつ、キャリアモバイルネットワークと
しての設計方針を維持できる独自の方法を提案する。詳細については、３．３．３節にお
いて述べるが、新たなデザイン方針としては移動制御に関わる端末の負荷をできるだけ減
らすという考え方をとる。具体的には、 
１）端末の移動透過性を可能なかぎり維持する 
２）無線区間上の制御メッセージの往来を可能な限り減らす 
３）網内でのルーティング処理は網内で閉じる 
４）ロケーション管理も網内で行い、端末にスリープモードを導入する 
等の方針を導入する。 
結果として、移動管理・制御に関しては、エンド（端末）のインテリジェンスに依存す
るのではなく、ネットワーク側にインテリジェンスを置くという IP ネットワーキングに
おける新たなデザイン方針の提案である。  
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図３．３．３  モバイルネットワークからみたMobile IPの問題点 
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３．３．２ 次世代モバイルネットワークのアーキテクチャ 
 
（１）要求条件 
次世代モバイルネットワークを構築するにあたって、最終的なターゲットネットワークと
して、４G時代のマルチメディアサービスをサポートできるキャリアグレードの高度化 IP
ネットワークを実現することを想定することとし、そのための主要要求条件をまとめると
以下のようになる[40], [41] , [42]。 
• 大容量マルチメディアトラフィックの効率的転送 
– リアルタイム系 IPトラフィックへの QoS制御能力の提供と低コスト化  
• 多様な無線アクセスのサポート 
– 無線 LAN等の収容や多様な速度クラスへの対応 
• モビリティ制御の高度化/効率化 
– 多様な移動ユーザに対してモビリティマネジメント（位置登録、呼び出し、
ハンドオーバ機能等）を柔軟かつ高品質に実施 
– 複数種無線アクセス間のシームレスなハンドオーバの実現 
• シームレスサービスの提供 
– 移動網間ローミングから異種ネットワーク間、異種端末間へ 
• サービスオーバレイを支える支援プラットフォームの提供 
– サービス豊富化のためのネットワーク機能の切り出し（API提供）、あるい
は端末サービス能力のネットワークからの支援 
  
これらの項目について、その考え方を以下に述べる。 
 
a） 大容量マルチメディアトラヒックの効率的転送 
移動網においては、インターネットとの接続によって大量の IP データトラフィックが
流入してきているが、３G アクセス、無線 LAN あるいはそれ以降の高速アクセスの導入
によって、大容量のファイル情報のみならず、リアルタイムのマルチメディア系トラフィ
ックも確実に増加する。音声系トラフィックも現在の音声品質に匹敵する IP マルチメディアトラ
フィックとして処理されることが十分に予想できる。これらから今後の移動網は膨大な IPマルチ
メディアトラフィックを効率的かつ安価に扱うことが基本条件として要求される。 
 
ｂ）  モビリティ制御の高度化、効率化 
移動網で扱う信号トラフィックの中では、モビリティを制御するための信号が大きなウェイトを占
めている。ユビキタス時代を迎え、人のみならず、さまざまなモノ、動物、流通物品などもモビリティ
の管理対象とする次世代移動網においては、モビリティ管理・制御の効率化が重要な課題の 1つ
として挙げられる。 第 3 世代(3G)までのモビリティ制御は、自動車のような高速に移動する対象
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物に対して最適になるように設計されており、対象物によってモビリティ方式を変えるようなことはし
ていない。しかし、殆ど移動しない自動販売機、計画的に移動する鉄道車両、特定地域に移動範
囲が限定される人々などについて、それぞれのモビリティ管理制御方法を多様化（個別化）するこ
とによりモビリティ制御に必要な信号トラフィックが削減され、その結果、管理コストを削減できるこ
とが予想される。 
さらに、今後の移動端末(管理対象)の多様化、通信形態の多様化を考えると、単に信号トラフィ
ックを削減するだけでなく、新たなサービスの創造に向け多様なモビリティ制御が必要となる。例
えば、アドホックネットワークと連携したモビリティ制御およびそのグルーピングを考慮したハンドオ
ーバなどが重要な検討要素として挙げられる。 
多様に増加するユーザに対して、効率的で柔軟かつ多様なモビリティを提供することが要求さ
れる。 
 
ｃ） 多様な無線アクセスのサポート 
３G の W-CDMA を始めとし、下りリンク高速パケットアクセス(HSDPA：High Speed Downlink 
Packet Access)、無線 LAN、WiMAX さらには第 4世代(4G)無線アクセスなどのさまざまなアクセス
系の出現が予想され、これら多種類のアクセスを即時にかつネットワークへの影響を少なく収容で
きる仕組みが期待される。また、無線制御においては、さまざまなサービス品質(Quality of 
Service ：QoS)制御を提供できるとともに、上りと下りの伝送速度は独立かつ柔軟に制御できること
が期待される。このように多様な無線アクセスを柔軟に収容し、かつそれらの異なるアクセス間に
おいても一貫した制御をサポートできることが要求される。 
 
ｄ） シームレスサービスのサポート 
移動網が異種の複数の無線アクセスをサポートすることを考えると、ユーザが通信中に異なる
無線アクセス間を移動しても通信を切断することなく、アクセス手段を円滑に切り替えることが要求
される（“ネットワークシームレス”）。 例えば、屋内の無線 LAN 環境から屋外にでて、３G ネットワ
ーク上で継続してストリーミングデータを受信し続けるという場合があげられる。 
また情報家電や街角のキオスク端末を含め、ユーザが置かれている環境に応じて利用する端
末を変えたいという要求が生じることを考えると、利用中のサービスを利用中の端末から別の端末
に移動させて、サービスを継続させることが要求される（“デバイスシームレス”）。 例としては、ユ
ーザが会社で固定端末を用いてTV会議をしている最中に外出する必要が生じた場合、このサー
ビスを携帯端末に移しサービスを継続させることがあげられる。  
さらに、サービス提供端末の変更あるいはユーザの状況変化に伴い、サービス内容（コンテンツ、
メディア）を変更することが要求される場合も考えられ、これを実現することも求められる（“コンテン
ツシームレス”）。 例としては、TV 会議から移動中は音声やテキストにメディアを変更してサービ
スを継続させるというようなことである。 
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以上のように、サービスの提供環境におけるさまざまな継ぎ目（シーム）でサービスを継続させる
シームレスサービスを提供することが要求される。 
 
e） 各種アプリケーションサービス提供のためのネットワークサポート 
モバイルネットワークとインターネットを連結したモバイルインターネットサービスの普及に伴い、
移動網オペレータとコンテンツやアプリケーションサービスのプロバイダとは、より一層の連携が必
要になってくる。そのためサービスプロバイダが、モバイルユーザがもとめるサービスを迅速かつ
容易に構築できるように、移動網の方で制御可能なサービス機能群を整え、これをプラットフォー
ムとしてサービスプロバイダをサポートすることが期待される。これがネットワーク伝達層に対するサ
ービスオーバレイの考えかたである。 例えば、移動網がもつ加入者情報管理機能、課金機能、
位置情報などを安全性の高い適切なアプリケーション・プログラミング・インタフェース（API）をもっ
てサービスプロバイダへ提供することにより、それらを活用した新たなサービスの創出が期待され
る。 
従来のインターネットの考え方は、サービスの豊富化はエンドにまかせ、キャリアはトラフィックの
転送能力だけを提供して土管化するモデルである。しかし、モバイルネットワークの特質や携帯端
末として能力に限界のあるホストの利用形態を生かしたコンテンツ、サービスの拡大のためには、
ネットワークの情報とユーザの状況に関する情報を基盤にしたサービスサポート機能と連携するこ
とが重要である。 この点は、第 4 章で述べるユビキタス時代のサービスにおいては特に重要であ
る。それは、ユビキタス環境では、エンドホストは PC のように高度な処理能力をもつものを前提に
はできず、また、きわめて多様な実世界情報（コンテキスト）が収集されてくるため、これらを管理し
て用途に応じた形で提供する機能がネットワーク上に必須となってくるためである。 
以上、サービスプロバイダに対するサポート機能を充実させ、付加価値の高いサービスを創造
するためのサポート環境（サービス支援プラットフォーム）を提供することが、新たなモバイルネット
ワークには要求される。 
 
 
（２） All-IPモバイルネットワークアーキテクチャ 
大容量マルチメディアトラヒック処理、高度な移動管理、多様な無線アクセス収容、シ
ームレス/ユビキタスサービス支援といった、モバイルインターネットの主要要求条件を満
たす IP ベースのネットワークプラットフォームを提案する。本論文でも、既に発表して
いるとおり[40],[41], [42]、このプラットフォームを IP-based IMT Network Platform (IP2)
と呼ぶこととする。 
 
図３．３．４にアーキテクチャ概要を示す。IP2アーキテクチャは、IPパケット転送に
専念する転送網である IP-BB（IP-Backbone）と、ネットワーク・インテリジェンスとし
て、高度なネットワーク制御を司るミドルウェア層から構成される。ミドルウェア層には、
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今後の新しいサービスの生成を促進するためのサポート機能や、効率的なモビリティ制御
を司る制御機能、高品質な通信を提供するための制御機能が必要である。これは、パケッ
ト転送機能と独立に発展させることが望ましく、IP-BBとミドルウェア層とは論理的に機
能分離してモデル化を行う。さらに、ミドルウェア層は、ネットワーク制御プラットフォ
ーム（NCPF：Network Control Platform)とサービスサポートプラットフォーム（SSPF：
Service Support Platform)の 2 つのプラットフォームから構成される。今後、トランスポ
ート制御機能とサービス高度化に伴うサポート機能も独立に発展して行くものと考えると
これらの機能分離も行い、その発展に自由度を持たせることが望ましいとの考えに基づく。 
 
NCPFには基本的な移動通信の管理に必要なモビリティ管理、セッション管理、QoS 管
理、認証/承認、共通無線リソース管理といった機能が含まれる。 異種アクセス間におい
て、シームレスにサービスを継続させるためには、無線方式には依存しない共通のモビリ
ティ管理機能が必要になるため、IP2では多様な無線技術、3G 無線アクセス(W-CDMA，HSDPA)、
無線 LAN（W-LAN）、Bluetooth、4G 無線アクセスなど、個々の無線方式の違いを吸収し、こ
れら異種無線アクセス間においても一括して移動制御できるアーキテクチャが要求される。 
この構造を持つことにより、３．２節で述べた、二つのターゲットネットワークモデル 
タイプ B（高速データ向き IP ネットワーク）からタイプ A（キャリアクラス高機能型 IP
ネットワーク）への円滑な機能高度化も実現が容易となる。 
 
 
 
 
図３．３．４ IP2のアーキテクチャ 
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SSPFはコンテンツ変換/配信に代表されるサービス機能群から構成される。更に、SSPF
には位置情報サービスサポートのように移動通信特有なサービスを提供する機能も含まれ
る。これらの機能要素を総合的に用いることで、既述のシームレスサービスをユーザに対
して提供することが可能となる。又、これらの機能群は、アプリケーションサービスに付
加価値をつける上で NCPFと協調して動作する。 
  
以下、IP2 アーキテクチャの中で、移動網に特徴的な移動管理制御を中心とした考え方
について議論する。インターネットにおけるエンド・エンド・インテリジェンス型のMobile 
IP技術に対し、ネットワーク・インテリジェンス型の移動管理方式の実現可能性を議論す
る。具体的には、ネットワークのエッジであるアクセスルータ ARに移動制御機能を集約
し、網内の移動管理機構との連携によって、端末においては移動制御を可能な限り隠蔽（透
過化）するネットワークエッジモビリティ（Network Edge Mobility)制御方式を提案する。 
 
３．３．３ 次世代ネットワークにおける移動管理方式の提案 
 
（１） 無線リソース管理機能と移動管理機能の配備法と制御メッセージの転送法 
IP２は将来のコアネットワークとして W-CDMA、W-LAN、HSDPA、4G 無線といった
複数の無線アクセスシステムを円滑に収容できねばならない（３．３．２節 要求条件(ｃ)）。 
各無線アクセスシステムは、主にレイヤ１，２の管理機能として、無線リンクや移動端末
MHが在圏する無線セルなどの無線リソースを監視することで、無線インタフェース上の
MHの移動を管理する無線リソース管理機能（Radio Resource Management :RRM）を持
つ。それぞれの無線アクセスシステムは、その方式に応じて異なる RRM を実装している
と考えられ、既存のものを含めたすべての無線アクセスシステムに対して、単一の RRM
を再構築するということは現実的ではない。そこで、それらに共通に記述できる無線リソ
ース情報をあつかう機能を共通 RRM としてネットワーク内に配備し、アクセスルータ
（Access Router ：AR）を介して、それぞれの無線アクセスシステム固有の RRMとイン
タワークすることを考える。さらに、移動に伴う経路を管理する移動管理機能は、この共
通 RRM との間で共通的なインタフェースで接続する。これらの接続構成を図３．３．５
に示す。 
 以上のような考え方により、無線アクセス方式との独立性の高い移動管理制御を可能
とし、新規の無線アクセスを追加するときも、移動管理機能に大きなインパクトを与えず
にすむようになる。また、移動ホストMHから移動管理機構への直接の移動制御メッセー
ジも不要とする。  
 
具体例として、ある無線システム（W-CDMA）から他の無線システム（4G 無線システ
ム）へMHが移動して異システム間のハンドオーバが発生した場合の動作を説明する。 
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① W-CDMAの無線リンクは、MHとW-CDMAの個別 RRMとの無線区間インタラ
クションにより移動（転出）が検出される解放される 
② 4Gの新しい無線リンクは、MHと 4G用の個別 RRMとのインタラクションによ
り移動（転入）が確認されると確立される 
③ この 4Gの個別 RRMは、MHが新たに接続したアクセスポイント APのアドレス
と無線インタフェース上でのハンドオーバタイプ（品質条件等）を ARに教える 
④ ARは NCPF内の移動管理機構に該当MHへ接続するための ARへの転送用アド
レスを教える．また無線インタフェース上のハンドオーバタイプと対応する経路
切り替えタイプ（品質条件等）も通知される． 
 
以上のような手続きにより、IP２の移動管理機構は移動ホスト MHとの直接の情報交換
ではなく、AR との情報交換によって動作することになる。無線インタフェース上での
RRMメッセージは無線インタフェース上での MH移動を検出通知するためだけに利用さ
れるリンクレイヤに関する最小限の情報であり、Mobile IP方式において、HAに移動情
報である気付けアドレス（CoA）を通知するような、移動管理機構とのレイヤ３以上のメ
ッセージのやりとりは行われない。これは無線資源の有効利用（設計方針１）に合致する
ものである。 
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図３．３．５ 無線アクセスからの移動管理機能分離 
 
 
この構成において、無線システムを収容するアクセスルータ ARは NCPF内の各種機能
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構成を移動ホストMHから隠蔽するためのプロキシとして機能させることができる。具体
的に述べると、MHは無線インタフェース上で ARと必要な制御メッセージ（呼制御信号
等）を AR 割り振られたデフォルトアドレスを用いてやりとりするが、AR は一旦終端し
てそのメッセージを分析し、これらの制御信号を NCPF内の対応する機能要素に振り分け
て転送する。逆に、NCPF の各機能要素は制御メッセージを AR に送り、AR は自らを送
信者としてその制御メッセージを該当のMHに転送する。 
AR にこのような中継プロキシ機能を与えることにより、MH からネットワーク内部の
構造を隠蔽することができる（設計方針２に合致）。  
 
（２）新たなモビリティ制御方式：ホストアドレスとルーティングアドレスの分離とネッ
トワークエッジ・インテリジェンス制御方式 
移動通信ネットワークでは、移動端末に対して移動しながら通信を継続できる環境を提
供する必要がある。現在のインターネットは、移動しない端末をベースに設計されている
ため、IPアドレスは端末を識別する識別子と端末のネットワークにおける接続位置（物理
的な位置であり、ルーティングのためのアドレスとなる）を示す識別子の両方の意味をも
たせて使用されている。このため、移動に伴いネットワークへの接続点が変わると（サブ
ネットワークが変わると）使用する IPアドレスが変化し元の IP アドレスのままでは通信
を継続できない。この問題を解決するためMobile IPではもともと接続されているサブネ
ットワークのホームアドレス以外に気付けアドレス（Care of Address：CoA)を与え、こ
れを移動にともない逐次変更して、これをホームエージェントに通知して移動先をネット
ワークに登録するとともに、IPv6 では相手ノード（Corresponding Node : CN）に直接通
知する（Binding Cache Update）により最短経路により通信を継続させることも実現して
いる。この方式によって、インターネットにおいてモビリティ制御が実現されるが、同時
にキャリアネットワークの設計方針から見ると様々な問題も生じることは既に指摘したと
おりである。 
そこで IP2では、（１）で述べた無線リソース管理機能が整備されていることを想定して、
移動ホストが移動制御にできるだけ関与せずに済むような設計方針で移動制御方式を検討
した。具体的には、移動ホスト MHの IPアドレスを、移動に対しても不変となるホスト
識別子（IP-mobile host address： IPMH）として与え、該当MHが収容されるアクセス
ルータ AR への経路変更は網内ルーティングアドレス（IP-terminating access router 
routing address：IPARt）の変更によってのみ追従する方式を提案する。なお、この両方
のアドレス IPMH と IPARt は一対一に対応しており、当該アクセスルータ AR においてを
変換される。よって、この方式は、ネットワークのエッジである ARが重要な機能を果た
しており、以下、本論文ではこの制御方式を Mobile IP の End-End モビリティ制御（EEM）
方式に対して Network Edge Mobility 制御（NEM）方式と呼ぶことにする。 
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このトランスポートにおけるアドレス変換を用いたルーティング機構の基本的な動作
を図３．３．６に示す。この動作を説明すると、CN は MH のホストアドレス IPMHによ
ってデータを送る。ネットワークのエッジに設置された発信アクセスルータ ARO は MH
を収容する ARt へのルーティングアドレス IPARtに変換する。データパケットは IPARtに
よってMHが収容されるエッジアクセスルータARtまでルーティングされ、ARtにおいて、
IP アドレスは IPARtから IPMHに復元される。ARt は、MH のホストアドレス（移動に関
して不変）IPMHによって MHにデータを転送することで CNとMH間のエンド－エンド
の転送が完結する。なお、ホストアドレス IPMHとルーティングアドレス IPARtとの関係は、
MHが ARtに接続した時点に ARtのテーブルと移動管理機構に登録されている。この関係
は、最初のデータが CNから ARoに届いた時に、移動管理機構に問い合わせることにより
AROにも登録される。     
以上のようにネットワークエッジにおける ARによって、データは、ARoから ARtまで
カプセリングされずに、かつ、CN に MH の位置(例えば収容される ARt の IP アドレス
やMHの IPロケーションアドレス)を教えずに、最適にルーティングすることが可能とな
る。この方式は、移動通信におけるネットワーク資源の効率的使用、移動端末の位置情報
の隠蔽という基本的な条件（設計方針 3、4）を実現するものである。 
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図３．３．６  ホストアドレスとロケーションアドレスを分離したルーティング 
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 アクセスルータ間のホスト移動にともなう経路切替（ハンドオーバ）についても、網内
のアクセスルータと移動管理機構の処理によって実現される。その動作は次のとおりであ
る。MHが ARt1から別の ARt2にハンドオーバした時、基地局における無線リソース管理
機能 RRM によってその移動が検出され、移動先の ARt2において、MH のホストアドレ
ス IPMHとあらたなアクセスルータの IP アドレス IPARt2の対応関係が、ARt2自身と移動
管理機構（MM エンティティ）に登録される。また、MM エンティティから相手ノード
を収容する AROにも登録される。また当該MHが ARt1を去ったことは、やはり基地局に
おける無線リソース管理機能 RRM により検出され、RRM からの情報によって IPMHと
IPARt1の関係は、ARt1、MM、ARoの登録から消される。（図３．３．７） 
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図３．３．７ ハンドオーバにともなうルート切替 
 
 
（３） ロケーション管理機構の導入：端末休止状態の導入およびルーティング管理と位
置管理の連携 
Mobile IPv6では移動端末が ARを移動する毎に CoAを生成し、HAに登録する。又、
ライフタイムと呼ばれるタイマー満了前に定期的に HAに CoAを通知することから、無線
リンクを介した上りパケットを常時送信しなければならない。このような手続きに従うこ
とにより非通信状態の長い移動端末にとっては、移動端末自身の電力を無駄に消費してし
まうという問題がある。 
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新たに提案する NEM 方式では、従来のセルラー移動網と同様、データ通信を行わな
い非通信状態には Dormant 状態（休止状態）にシフトすることによって、MH のバッテ
リー消費を極力節約することをねらう。MHは、休止状態においては位置登録をし、この
登録情報を用いてデータを受信する前にMHの在圏位置を捜し出せるようにする。無線セ
ルは、位置登録の頻度を減少させるために、ある地理的規模をカバーできるよう論理的に
グループ化され、位置登録エリアを構成する。位置登録は、通常MHがある位置登録エリ
アから別の位置登録エリアへ移動した際にのみ行われる。 
あるMHに対してデータを着信するためには、ネットワークはMHが在圏する無線セル
を捜さなければならない。このために、ネットワークは位置登録エリア内の全ての無線セ
ルに対して呼出しを行う。呼び出しを受けたMHはアクティブ化し、在圏するセルから呼
び出しに対して応答を行う。 
 
以上のように、NEM 方式は、ルーティング管理（ハンドオーバ）に加えて位置管理
（位置登録と呼出）を移動管理機能として具備する方式である。すなわち制御機構として
は、移動管理機能はルーティング管理機能（Routing Management：RM）と位置管理機
能（Location Management：LM）から構成される。 
図３．３．８は、IP2ネットワークにおいて、位置登録エリアに ARが 1つ、RRMが 1
つある場合の位置登録の手順を示したものである。MH が位置登録エリアを移動する時、
位置登録は、位置登録エリアを示す LAI（Location Area Identity）を用いて、RRMを通
し ARtに対し行われる。ARtは LAIからアドレス IPARp（呼び出しをするアドレス）を引
き出す。そして、ARtは IPARp、IPMH（MHのアドレス）により位置登録を LMに対して
行う。LMにはこの関係が登録される（IPMH@IPARp）。 
 
ARt ARo
CN
IPMH@IPARp
移動管理機能
NCPF
MH
RM 機能LM 機能
RRM
AP1
AP2
位置登録エリア
位置登録
(IPMH, LAI)
位置登録
(IPMH, IPARp)
LAIÆIPARp
IPMH:dormant
 
図３．３．８ 位置登録方式 
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図３．３．９は位置登録後の呼出とルーティング管理の手順を示したものである。CN
が、ホストアドレス IPMHを用いて MH へデータを送る時、発信アクセスルータ AROは
MH がいるアクセスルータ AR へのアドレスをルーティングマネージャ RM に要求する。
MHが休止状態の時、RMには MHのいる ARへのアドレス（IPARｔ）は存在しない。そ
のとき、RMは LMに対してMHを呼出すように要求する。LMは登録されているアドレ
ス（IPARp）を用いて休止状態の MH がいる ARtに対し呼出しを行う。ARtは呼出しメッ
セージを RRM へ送信する。そして、RRM は位置登録エリア内にいる MH を呼び出す。
MHがアクセスポイント AP2の無線セルにいる時、MHは AP2を通して RRMに応答を
返す。さらに、RRM は AP2 を収容する ARtに応答を送信する。そして、ARtは IPMHと
ルーティングアドレス IPARtの関係を登録し、RM にこの関係を通知する。RMは AROに
もこの関係を通知する。これによって、AROはデータを ARtに図３．３．６と同様の方法
で送信する。ARtは、AP2へデータを転送し、そのデータは AP2を通ってアドレス IPMH
をもつMHに到着する。 
複数の RRM が単一の位置登録エリアに存在する場合、ARtは、呼び出しメッセージ
が全ての RRM に対してマルチキャストされるように、マルチキャストアドレスを割り当
てなくてはならない。また、複数の ARが単一の位置登録エリアに存在する場合、ARtは、
LM からの呼出しメッセージが、全ての AR を通して全ての RRM に対してマルチキャス
トされるように、マルチキャストアドレスを割り当てなくてはならない。 
 
ARt ARo
CN
IPMH@IPARp
移動管理機能
NCPF
MH
RM 機能LM 機能
RRM
AP1
AP2
Location
Registration
Area
位置登録
(IPMH, LAI)
位置登録
(IPMH, IPARp)
LAIÆIPARp
IPMH:dormant
 
図３．３．９ 呼出とルーティング制御の連携 
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３．３．４ 制御系（NCPF） と転送系（IP‐BB）の分離アーキテクチャの実現法 
 
IP‐BB を構成するルータ装置の処理はネットワーク制御を実施するための各種プロト
コル処理とプロトコルに基づいた様々なパケット単位の転送処理に分類できる。現在のル
ータ網はそれらのプロトコル処理とパケット転送処理が統合してルータ内で実施されてお
り、ノード装置全体としての負荷が大きく、結果として転送能力低下にもつながる。 IP2
アーキテクチャでは、高機能なネットワーク制御を司る NCPFをパケット毎の処理やその
転送に専念する転送網機能としての IP‐BB を分離することで、IP‐BB はネットワーク
制御プロトコル（移動制御を含むルーティングプロトコル等）には非依存にさせる。 
一方、NCPF は移動通信のネットワーク制御に必要なモビリティ制御、QoS 制御、セッ
ション・呼制御、無線リソース管理といった（パケット単位の処理を超えた）制御機構を
提供する。これらの機能はルータに対して汎用的なプリミティブ（制御メッセージの基本
要素）を用いて指示を行い、ルータに実装された汎用的な機能を組み合わせて動作させる
ことで実現する。 
この NCPF/IP－BB分離構成により IPトランスポートの進化（例えば、IPｖ４から IP
ｖ６への発展）や複数アクセスを収容したネットワーク（IP‐BB）上でユニークな移動
管理を維持することも容易となる。NCPFはインテリジェントな処理能力を有することを
目指し、IP-BBは高性能化とスケーラビリティ拡大を目指す。 
図３．３．１０ に NCPF/IP‐BB 分離によるネットワーク構成図を示す。IP‐BB に
設置されたルータは、従来のフォワーディングやルーティング処理に加え、コピ （ー複製）、
フィルタリング（破棄）、ヘッダ変換、カプセル化、リルーティング、コンポジット（多重
化）/セレクション（選択）、バッファリング（一次蓄積）といった汎用的で単純なパケッ
ト処理機能のみを持ち、高速なパケット転送及び、パケット処理に専念する。これらの処
理機能は単純な処理のため、ＦＰＧＡ(Field Programmable Gate Array）やＮＰＵ(Network 
Processor Unit）等のハードウェア処理で実現することで、より高速処理も可能になる。 
NCPFで管理されたネットワーク制御手順にもとづき、上記の IP‐BBの該当ルータの
処理機能に対しプリミティブ制御信号により動作を指示する形をとる。例えば、NCPFの
移動管理機能は、MHのハンドオーバの際に該当ルータに対し経路切替指示を送る。また、
セッション管理機能は、経路設定信号によりルーティングテーブルの変更を行ったり、マ
ルチキャストサービスの為に分岐すべきルータに対してコピーを指示する。 
NCPF だけがこれらのプリミティブ信号がどのような制御手順において使われるのかを
知っており、IP‐BB は、どのような手順が実施されているかを知らずに、プリミティブ
に基づいた基本機能を実行する。 
 以上のような構成をとることで、単純で高速な IP 伝達系を配し、必要に応じ制御系を
高度化していくことで段階的にネットワークを高度化していくという方式をとることも容
易となる。これによって３．２節で論じたように、次世代モバイルネットワークの構築に
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むけてシンプルなモデルであるタイプ B の IP ネットワークから高度な機能を有するモデ
ルであるタイプ Aの IPネットワークへの円滑な移行も可能となる。 
 
QoS/セッション
制御
W-CDMA Wireless LAN
NCPF（ネットワーク制御プラットフォーム）
4G wireless
アクセス
システム
移動管理 AAA
RNC
RNC
無線リソース
管理
インターネットインターネット
AR
Router
プリミティブ信号
による指示ルート切り替え
コピー
多重
フィルタリング
・・・・・・・・・・
IP-BB
 
 
図３．３．10 NCPF と IP-BBの分離モデル 
 
 
 
 
 
３．４ ネットワークエッジモビリティ(NEM)制御方式の評価 
 
３．３節において、モバイルインターネットの新アーキテクチャとしてホストアドレス
とルーティングアドレスを分離し、エッジルータでアドレス変換を行うことを提案し、そ
の概要を示すとともに、網リソース利用効率の向上、位置隠蔽への効果等、キャリアモバ
イルネットワークとしての設計方針に合致した方式であることを説明した。本節では、次
世代モバイルインターネットにおける新たなモビリティ管理方式として、ネットワーク・
インテリジェンスによる NEM制御方式プロトコル仕様をより具体的に示し、そのフィジ
ビリティに関する定量的な評価結果 [43], [44], [45], [46], [47] ,[48] , [49]を紹介する。これらは、
NTTドコモにおける研究チームを中心に行われたものであり、提案方式が将来の実用シス
テムとして適応しうるかを評価するために実施された。 
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３．４．１ NEM制御方式の基本動作と課題点 
 
対比のためインターネットにおける End-End 型のモビリティ制御方式である Mobile IP
方式の特徴を図３．４．１に示す。アクセスルータは(モビリティ制御機能を意識しない)
通常のものでよく、網内の制御はシンプルであるが、在圏位置確認のための周期広告をう
けホームエージェント HA への周期的位置登録が行われる必要があり、また、AR 間を移
動するときには、常に収容 AR情報を得るために、Prefix 要求信号が飛ぶ等、無線エリア
を情報が頻繁に往来することによって無線利用効率が良くない。また、網内のノードであ
るHAへのアクセスが端末から直接行われることによるセキュリティ面での課題も存在す
る。 
AR AR
CR
HA
BR
1.移動
2.リンクUP
3.Prefix要求
Prefix: A Prefix: B
4.Prefix通知
5.CoA生成（B1）
6.重複確認
(DAD)
７.キャッシュ
書き換え登録
無線区間を
カプセル化
転送
端末が
直接関与
無線は
非効率
数パケットは
HA経由の
三角転送
AR
周期広告
周期位置登録
ARは通常の
ルータ
網内制御はシンプル（端
末とHAで分散）
常にActive：
AR跨りで必ず位置登録信号を送出  
 
図３．４．１  End-End 型の IP モビリティ制御方式（Mobile IP）の特徴点 
 
 
IP2における NEM方式は、ここに示されたような課題点を解消するために提案するもの
である。IP2のＮＥＭ制御式の特徴をまとめて図３．４．２に示す。 
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CR
BR
2.リンクUP
Prefix: A Prefix: B
3.移動通知
4.IPra生成（B1）
MM 5.キャッシュ変更
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AR AR
無線区間はカ
プセル化無し
Edge間で
最適化
転送
AR/BRは
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が必要
L3制御メッ
セージは
最小化
網内制御
が複雑
AR
1.移動
Active/Dormant の導入： Dormant状態では、
AR跨りで位置登録信号の必要無し  
      AR:アクセスルータ、CR:コアルータ、BR:ボーダールータ、MM：移動管理 
図３．４．２ ネットワークインテリジェンス型 IP モビリティ制御 
（NEM制御方式）の特徴点 
 
IP2 のＮＥＭ方式では、移動端末MHのホストアドレスは固定しており、移動にともな
って変更の必要はない。この意味で、MHは「移動透過」であると言え、ホストアドレス
が維持されている限り、網内の移動管理方式が変更されても対応が容易である。これは、
IPv4と IPv6でMobile IPプロトコルが異なり、端末の機能を変更しなければならないイ
ンターネットでのモビリティ管理方式と比べて有利な点である。この移動透過性を実現す
るのは、ネットワークエッジに置かれたアクセスルータ ARにおいて、端末移動にともな
う経路変更を網内のルーティングアドレスのみを変更することにより実現しているためで
ある。そして、その変換アドレスの生成は、変換アドレスの組合せを集中的に管理してい
る網内の移動管理機能（Mobility Management：MM）で行われる。よって、この方式の実
現可能性、有効性を確認するためには、AR でのアドレス変換処理のオーバヘッド（ハー
ド量、ソフト処理量・遅延等）やこれを指示する MM での処理負荷、そして AR 間、AR
－MM間での制御信号の処理遅延等を見積もり、評価していくことが重要である。 
以下、評価測定評価すべき対象を明確にするために、ＮＥＭ方式の移動管理プロトコ
ルについて詳説する。 
 
まず、以下の説明のため、新たに簡単化した記号を規定する。 
移動端末の識別を行うための IP アドレス： IP ホストアドレス（IPha：IP-host address）、 
網内のルーティングのための IP アドレス：IP ルーティングアドレス（IPra：IP-routing address） 
移動端末を統一的に表現： ＭＨ、ＣＮではなく ＭＴ＃１， ＭＴ＃Ｃ等で表現： 
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図３．４．３に IPha と IPra を分離した基本 IP パケットリルーティング手順を示す。
IP2では、第３章で提案したように、移動管理機能MMが NCPF内の機能として IP－BB
とは分離された形で配備される。MMは移動端末の位置情報を管理し、ページングを実施
するロケーション管理（LM）とルーティング制御及び、ハンドオーバ制御（リルーティ
ング）を行うルーティング管理（RM）で構成される。IP-BB はエッジに配備される
AR(Access Router)や中継ルータ、移動にともなうルート切替の切替点となる
ANR(Anchor Router）から構成されるが、ここでは移動管理にともなう処理負荷が最もか
かる ARを中心に、その処理方式を述べる。 
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・・・・・・
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図 ３．４．３  IP アドレス分離にもとづく基本 IP パケットルーティング 
 
 
ＮＥＭ方式では、移動端末 MT について、Dormant 状態（休止状態）と通信中状態である
Active 状態（活性状態）を区別し、休止状態の MT の位置管理や着信時のページング（呼
び出し）処理をＬＭが管理する。以下では、Dormant 状態の MT#M（Mobile Terminal #M）
がネットワークに対し、Activation（通信状態に入ること）を提示し、Active 状態の MT#C
へパケットを転送するまでの手順（Call setup）、ハンドオーバ時の手順、そして Deactivate
するときの手順を示す。 
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１） Activate 手順： AR１配下の移動端末 MT#M は、ネットワーク AR1 からの広告
（Advertisement）を受信し（①）、ネットワークに対して起動（Activation）を実施
する（②）。 AR1 は MT#M からの起動要求を受信すると、MT#M に接続するために AR1
まで到達するたのルーティングアドレス IPra を割り当て NCPF 内の RM へ IPra を登録
する（Activation Notification）(③)。RM からの Ack（許可）にあたる IPra Update
（IPU）信号を受信後、MT#M用のIPhaとIPraの対応関係を示すTRP（Table for Receiving 
Packets）を正式エントリとして生成する(④)。 
２） Call setup 手順：MT#M は MT#C 用の IPha 宛にパケットを送信し（⑤）、AR1 は RM
を介して MT#C の IPra を解決するまでの間、受信パケットを一時的にバッファリング
させ、RM に MT#C の IPra を問い合わせる（IPra Inquiry）(⑥)。ここでは、MT#C が
Active 状態であれば RM は MT#C の IPha と IPra の関係を保持している。もし、MT#C が
Dormant 状態であると、RM は IPra をもたないので、LM に指示して呼び出し（Paging）
をかけ、RM は新たに MT#C の IPra（＝AR3c）を設定する（⑦～⑩）。 
RM は、AR1 からの問い合わせにより、MT#C の IPra を返信し(⑪)、これを受けた AR1
は、その中で、パケット送信用の TSP（Table for Sending Packet）を生成する(⑫)。
AR1では、このTSPを参照して、受信パケットをIPhaからIPraにアドレス変換し(⑬)、
該当パケットは MT#C 用の IPra により AR3 までルーティングされる(⑭)。AR3 では、
既に生成されている TRP を参照し、今度は IPra から IPha（＝AR3c）に変換し(⑮)、
MT#C 宛に IPha のパケットがルーティングされる（⑯）。 
３） Handover 手順： 端末 MT#C が AR3 から AR2 へハンドオーバすると、MT#C は、
レイヤ２信号などによる移動検知をトリガーとして、AR2 へ Activation 信号を送る。
AR3 は Activation 受信により、RM に対して Activation Notification（AN）を送出す
る。RM は、AN を受信すると保持している IPha／IPra キャッシュを参照することで MN
＃C のハンドオーバを検知する。RM は、保持する MT#C および MT#M のキャッシュを更
新し、MN#C の通信相手である MN#M が接続する AR1 に対して IPU を送信して MN#C の更
新された IPha／IPra 情報を通知する。AR1 は、IPU 受信により TSP を更新し、RM へ確
認（IPU Ack）を送信する。RM は、AR1 からの IPU Ack を受信すると AR2 に対して
IPUを送信し、MN#Cに割当てるIPha／IPra情報とMN#MのIPha／IPra情報を通知する。
AR2 は、通知された IPha／IPra 情報をキャッシュし、MT#C へ Activation Ack を送信
することでハンドオーバ処理を完了する。なお、ハンドオーバ完了後、移動前の AR3
に対して MT#C の IPha／IPra 組情報を削除する IPra Delete を送信し、不要となった
IPha／IPra 組の削除を行う。 
４） Deactivation手順： MT#MがDeactivationを送信することで処理が開始される。
AR1 は、MT#M からの Deactivation Notification (DN)により、RM に対して通知を行
う。これを受信した RM は、通信相手である MT#C が接続する AR2 に対して IPra Delete 
(IPD)を送信し、TSP、TRP を削除する。RM は、AR2 からの Ack 受信後、AR1 に対して
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IPD を送信し、これにより AR1 は TSP,TRP を削除して Deactivation は完了する。 
 
以上のような手順で、ＮＥＭ方式では、パケットは常に網内の最適経路で転送される。
更に、カプセル化転送ではなくアドレス変換を実施するため、無線区間及び、ネットワー
ク内において、効率的にパケットを転送することが可能になる（設計方針１、３）。また、
移動端末は常に IPha のみを使用し、位置情報を含む IPra はネットワーク内で隠蔽される
ことから、ユーザのロケーションプライバシも保護される（設計方針４）。 
更に、本方式では ARが移動端末の IPha をキーとして、RM や LM のアドレス解決をする
ので、移動端末にはネットワーク内の RM 及び LM アドレスは通知する必要はない。このた
め、ネットワーク内の MM 機構は移動端末から隠蔽され、少なくとも集中的に制御が行われ
るネットワーク制御装置のアドレスを知られることは無いことからネットワークの安全性
は高まる（設計方針２）。ARが、そこに収容される移動端末からの攻撃はありえるが、特
定の ARに局所化されていることからネットワーク全体への影響は最小限におさえられる。 
 
３．４．２ NEM制御方式の評価 
NEM 制御方式では、アドレス変換を行う AR での処理負荷や通信各ステージでのモ
ビリティ制御プロトコルを実現するための AR、MM 等での処理遅延が、その実現性や拡
張性を制約する可能性があるものとして懸念される。また、AR においてアドレス変換を
実施するために変換テーブルを保持しておく必要があり、そのハード量的な問題も実現性
を評価するうえで重要である。 これら具体的に評価すべき主要課題ポイントを図３．４．
４に示す。 
①網内制御の複雑性：プロトコル手順の実行可能性評価 
②既存モビリティ制御方式（Mobile IP）から性能劣化：パケット転送遅延、ハンドオ
ーバ処理遅延 
③AR での処理負荷：スループット評価や処理負荷からの拡張性評価、ハード規模的
実装可能性 
④ARシステム実現性：アドレス変換用ルーティングキャッシュテーブル量 
 
 ①、②および③の処理負荷評価については、実際に試験システムとして PC ベースのハ
ードシミュレータを構築して評価が行われている [44] ~ [49]。また、④については、ARの
システム的実現性を評価するため、アドレス変換テーブルのハード規模評価をシミュレー
ションにより実施されている [43]。 以下、それらの結果を記述する。 
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図３．４．４ IP２モビリティ管理方式の評価課題 
 
 
 
３．４．２．１ NEM制御方式プロトコル処理ボトルネック評価 
 NEM 制御方式の性能的な面での実現可能性を評価するために、ハードシミュレータ
を利用した実測が行われており、本節では、これらについて主要な結果を紹介する。 
 
（１） 基本モビリティ管理方式の実行可能性評価 
図３．４．５に評価システム構成を示す。各ノード（LM/RM, AR）は、Pentium4クラス
(2GHz)の PC サーバを用いられている。また、各ノードは、100Mbps の Fast Ethernet
により接続されている。MNエミュレータにより、端末の各種プロトコル動作を行わせ、
U/C－planeパケットの送受信に要する処理時間やスループットの測定を行うことにより、
性能特性が評価されている。 
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図３．４．５ 評価システムの構成 
 
① 基本性能評価：IP２モビリティ制御方式の各手順の動作確認と処理時間を測定するこ
とでプロトコルの実現性と基本性能は確認されている。 手順としては、３．４．１節で
示したように、a）Activate b) Deactivate c) Handover  d)Call setupの基本手順が
ある。これらについて１Call 試験（単一セッション利用のみ）をした結果は、表３．４．
１のとおりであり、処理時間は、基本的にメッセージ数に対応しており、特定の手順にお
いて処理時間が増加することはないことが確認された [48]。 つまり、これら基本手順は
実行可能で、かつ手順的なボトルネックはないということである。 
表３．４．１  基本性能評価結果 
手順 処理時間(ms) メッセージ数 
Activate 1.420 6 
Deactivate 2.574 8 
Handover 2.866 10 
Call setup 5.002 16 
 
 
② ARにおける処理性能負荷（大規模化へむけた処理ボトルネック評価）：ネットワーク
大規模化の影響を調べるため、発信移動端末MT数（TSPエントリー規模に対応）および
MT が通信する相手端末数（MT がひとつのサービスの中で、アクセスするセッション数
に対応し、TRPエントリー規模に相当）をパラメータとして、制御信号処理への影響（C
‐Plane 評価）とユーザパケット転送への影響（U‐Plane 評価）をみた。 信号メッセ
ージが発信MT数と相手端末数（セッション数）にどう依存するかは、すでに述べた信号
手順でメッセージ数をカウントすればよい。その結果が表３．４．２である。 
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            表３．４．２ 各制御手順におけるメッセージ数 
制御手順  記号 メッセージ数 
Activate Msg act 6 
Deactivate Msg deact 6＋2×AVｓ 
Call setup（Active→Dormant） Msg su1 16＋2×Narl 
Call setup（Active→Active） Msg su2 6 
Call setup（Active→Border Router） Msg su3 12 
Handover Msg ho 8 + 2×AVs 
Location registration Msg lr 4 
AVｓ：平均セッション数（通信相手端末数） Narl: ロケーションエリア内 AR数 
 
端末数（TRP, TSPエントリー数）の変化の C‐Planeと U‐Planeへの影響評価結果は
以下のようにまとめられる。 
a) ARに収容される発信端末（MT#M）数、すなわち TSPのエントリー数を１から 100
万まで増やしても、C‐Plane処理時間の変化は、1Call (1セッション)の値（表３．４．
１）から５％程度におさまる。即ち、TSPエントリー増加による C‐Plane処理ボトルネ
ックは発生しないといえる。 
この理由は、ノード内のキャッシュ検索回数が TSPエントリー数に依存しないことと、
TSP の管理にハッシュテーブルを用いることにより処理時間が大きく増加しないためで
ある。  
b) 一方、平均通信相手数（平均セッション数）、すなわち TRPのエントリー数の増加
に対しては、表３．４．２からも想定されるように、Call setup手順には変化がないが、
Handoverや Deactivate手順では、処理時間は、通信相手数に比例して増加することがわ
かった。実測によれば、Handover時の処理時間増が大きく、仮に 500端末（セッション）
まで通信相手を増やすと、処理遅延時間は、450msを越えボトルネックとなりえる。 た
だし、ひとつのサービスで、通信相手が数百に及ぶことは現在のサービスからすると考え
にくく、数十程度であれば、処理時間は数十ms程度であり、C‐Plane処理はボトルネッ
クとならないと考えられる。 
c) U‐Plane における、TSP エントリー数を変化（１から 10 万まで）させたときの
AR における転送処理時間については、40μs 程度で変化がなく、エントリー数の増加に
よる影響は小さいことがわかった 
これは、AR 内処理時間でエントリー数の変化の影響を受けるのは、アドレス変換テー
ブルのキャッシュ検索時間だけであり、これも 10万エントリーであっても 0.4μsが１μs
程度に増加するだけであるためである。  
d) U‐Planeにおける、スループットについては、TSPエントリー数を 10000エント
リー程度まで変化させてもほとんど低下しない。 
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e) 以上の結果から、ネットワークエッジ（AR）におけるアドレス変換という IP2 の
NEM制御方式は、C/U両 Plane処理において、ネットワーク規模拡大に対する特定のボ
トルネックはないと結論できる。  
 
（２）Mobile IPv6（MIPv6）との基本性能比較 
  Mobile IPの基本的な動作は図３．４．２に示しているが、これを簡単に説明すると、
MIPv6では端末（MT#M）が Home Network上で使用する Home Address(HoA)と、外
部 Networkに移動したときに使用する CARe of Address (CoA)の関係を Home Network
に設置される Home Agent(HA)が保持することによりMT#Mの移動管理を行う。パケッ
ト転送には、HA経由で冗長経路であるが、通信相手（MT#C）に対してMT#Mの移動を
HA で隠蔽する方式（Bidirectional Tunneling）と MT#C に MT#M の CoA を通知し
（Binding Update）、MT＃M－MT#C 間で直接パケットを送受信する経路最適化方式
（Route Optimization）の 2方式がある。経路最適化のために、Binding Updateの送信
の前に、MT＃Cの認証手続きが必要である。 
 MT#M がハンドオーバした場合の動作を説明すると、MT#M は、移動先 AR からの
Router Advertisement受信を契機として CoAを新規に自動作成する。この際、新 CoA
に重複がないかを確認を行うために、Duplicate Address Detection (DAD)処理を行う。重
複がないことが確認されると HAとMT#Cに対して Binding Updateを送信する。  
以上の処理を前提に、図３．４．５の評価システムを用いて評価を行った。MIPv6では、
MM 部が HA 機能になり、AR 部は IPv6 ルータとして機能する。その結果は以下のとお
りである。 
 
a) ARの U－Planeパケット転送処理時間： IP２NEM方式との差はほとんどない。
（NEM：83μsに対し、MIPv6：96μs） 
b) 制御メッセージ（C‐Plane）処理能力評価：   
 NEMとMIPv6の共通機能にあたる処理を比較評価。 
・Attachment手順：端末が電源を入れてから、通信可能となるまでの一連の処理。 
 NEM方式が高速である。DADなしでは、ほぼ同等。（MIPv6： 2000.93ms（with DAD）、
1.70ms(without DAD)。NEM：0.90ms(Location Registrationのみ)、2.32ms（including 
Activation） 
・ハンドオーバ手順：通信状態を保ったまま、新 ARへ移動する際の一連の処理手順。 
NEM方式が高速である。DADなしでは、MIPv6が高速だが影響は小さい差異。（MIPv6：
1000.3ms (with DAD)、0.25 ms (without DAD)、IP２：2.87ms） 
c) 無線区間の信号量は、端末の周期位置登録トラフィックが発生する MIPv6 に比べ、
Location Areaによる位置管理を行う NEM方式が少ない（30％程度;トラフィックモデル
依存） 
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３．４．２．２ アクセスルータ（AR）におけるハード実装ボトルネック評価 [43] 
提案する移動管理方式は、ひとつの移動端末に対応する二つの IP アドレス（IPha 及び
IPra）を導入し、移動制御とルーティングは IPra を用いて網内に閉じて行う方法である。
そのためネットワークエッジであるアクセスルータ AR において、ホストアドレス IPha
からルーティングアドレス IPra への変換が必要であり、変換キャッシュテーブル（TSP, 
TRP）の制御（生成/変更/削除）が本方式実現の鍵となる。ルーティングキャッシュテー
ブルの管理、ユーザデータのアドレス変換処理等の処理負荷と通信相手端末ごとに用意す
る必要のあるテーブル量の評価が必要である。 
これらそれぞれについて予備的に考察すると； 
a）ルーティングキャッシュテーブルの検索処理負荷：ハッシュ関数を使ったハードレ
ベルでの高速検索処理技術を用いれば検索処理自体は大きな問題とならない。 
b）アドレス変換のための AR内処理負荷：アドレス変換処理はソフト処理ではなく、専
用 ASIC 若しくは、Network Processor や FPGA 等を使用することで、数μsec オー
ダで処理可能になっていることから大きな問題とならない。 
c）IPha から該当する IPra を RMを介して解決するまでに、初期送信データを一次蓄積
するために必要になる AR内のバッファ量：端末がセッションを確立するまでに送信
されるパケット数は多くないと考えられるため、必要なバッファ量は大きくないと
考えられる。実際、TCP アプリケーションを使用する場合、通信相手端末とのセッシ
ョン確立が必要であり、それまで多量の情報パケットの送信は行われない。また情
報転送に UDP を適用するアプリケーションの場合でも、アプリケーション層におい
て何らかのセッション確立をもとめる場合が多いと考えられることから、セッショ
ン確立のための制御パケットが事前に送信されることになり、このためのパケット
量は少なく、バッファ量も大きな問題とならない。 
 
以上より、AR のシステム構成へは、送受信用のルーティングキャッシュテーブル量（エ
ントリー量）及び、RM との間のシグナリング量が影響すると考えられ、これを計算機シ
ミュレーションにより定量評価した結果を示す。 
 
（１） ルーティングキャッシュテーブル管理法 
ルーティングキャッシュテーブルとしては、送信側の TSP が各 MT ごとの通信相手対応
にエントリーを持つ必要があり、通信相手の数によって大きなメモリ量を必要とする可能
性がある。一方、受信側のアドレス変換を示す TRP は、各 MT 対応に一つのエントリが
あればよく、メモリ規模は問題とならない。よって TSPの規模について検討をする。 
①エントリー管理手順：ARは自配下の移動端末MTから通信相手端末の IPha 宛のパケ
ットを受信し、該当する宛先 MTの IPra を RM へ問い合わせる。ARは RM からの応答
により、送信用ルーティングキャッシュテーブル（以下 TSP）を生成し、管理する。MT
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が休止状態になると、この端末のキャッシュエントリは登録されたテーブル TRP から消
去される。同時に、この MT により利用された送信先テーブル TSP のエントリーは削除
される。RMの管理情報と整合を取るために、このエントリーの削除と同時に RMに対し
て削除確認要求を出さなくてはならない。 
 
②TSP の管理方法： 個別キャッシュ方式（Individual Cache： IC）と共用キャッシ
ュ方式（Shared Cache： SC）が考えられる[43]。個別キャッシュ方式とは、TSPを配下の
MT 単位に複数生成し個別管理する方式である。共用キャッシュ方式とは、AR 配下のす
べての MT で一つの TSP を共用する方式である。図３．４．６に IC 方式と SC 方式の概
念図を示す。 
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図３．４．６  共用キャッシュ方式と個別キャッシュ方式の概念  
 
   
個別キャッシュ方式では、 MT が休止状態に遷移する場合、TRP 上の該当 MT エントリ
ーを削除すると同時に、このMTが使用していた TSPを削除して、RMに対してエントリ
ー削除確認要求をする。一方、共用キャッシュ方式では、共用 TSPの各エントリーについ
てタイマーが満了した際に、やはり RM と AR 内のキャッシュ状態の不整合を防ぐため、
RMにエントリー削除のための確認要求を実施した後、TSPの該当エントリーを削除する。 
個別キャッシュ方式は共用キャッシュ方式に比べ、AR 配下の MT が同一の通信相手と
通信する可能性が高い場合は冗長になるデメリットがある反面、MT の通信・休止状態と
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対応する TRP エントリーと連携させることで TSP を TRP と同期して管理でき、各エン
トリーのタイマー管理が不要であることから、共用キャッシュ方式と比較して TSPの管理
処理負荷が軽減されると言う利点がある。また、共用キャッシュ方式では 1エントリー単
位（通信相手 CNごと）での管理になるため、各エントリーのタイマー満了時（どの MT
からも該当 CNへの通信がなくなって一定のタイマー時間が経過した時点）に常に RMに
削除の確認要求を出す必要があり、個別キャッシュ方式と比べ RMへのシグナリング量が
増加してしまう問題がある。 
 
（２） テーブル量評価のためのシミュレーションモデル 
シミュレーションモデルを図３．４．７に示す。ある特定のARに着目し、半径R(＝0.1km)
の RA（Routing area）をカバーする AR配下に、常時平均的な数(＝3140 台)のMTが在
圏するものと仮定する。この IP2 ネットワークの特定の MT が、複数の通信相手ノード
CN と通信するモデルである。 具体的には、図に示すように、MT は 10 台の Web サー
バに順次アクセスしていくモデルを想定。 
 
 
AR
RM
移動端末（MT)密度：10万端末／1km２
⇒3140端末／AR 配下
相手ノード（CN)
１億台
MTは10台のCN(Webサーバ）に順次アクセス
：平均接続時間20秒の指数分布
ARでのWeb接続要求の
発生：平均2.5秒の指数分布
TRP,TSPのエントリーの
タイムアウト時間は240秒
半径0.1km
IPネットワーク
端末の状態 休止：IPraは割当なし＆通信なし
アイドル： IPraは割当＆通信なし
アクティブ： IPraは割当＆通信中  
 
図 ３．４．７  シミュレーションモデル 
 
この際、ある AR配下のMTの通信相手 CNが移動した場合、移動に伴い変化する IPra
を送信元端末側の ARへ通知し、AR内の TSPを書き換える処理が一般に発生するが、本
シミュレーションの前提条件として CNは移動しないこととし、TSPにおけるこの処理負
荷は考慮しないこととする。これは、大規模なモバイルネットワークにおける移動制御の
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ための機構として、ネットワークのあるエリア単位に、そのエリア内に存在する ARのル
ーティング上の上位に位置するアンカールータ ANR を置く構成を想定すると、送信先の
CN の移動はこのエリアを出ないかぎり、ルートの変更は ANR のテーブルの書き換えで
処理され、ARの TSP処理負荷への影響なしと想定できるからである。 
MTの状態としては、①IPra が AR及び RMに既に割り当てられている状態（通信状態
である Active 状態）と、②IPra が割り当てられていない状態（非通信状態である Dormant
状態）、更に、③一定の通信が終了し、タイマーが満了するまでの状態である Idle 状態、
の３つの状態を仮定する。 
ある AR配下のエリアに移動する MT の数と AR配下から他のエリアへ移動する MT の比
率は同一であるものとした。このシミュレーションで使用したトラヒックモデルとしては、
携帯電話からのインターネットアクセスを使用した。具体的なパラメータは図３．４．７
に示すとおりである。 
 
（３） シミュレーション結果（送受信用ルーティングキャッシュテーブル量） 
ARにおける TSP、TRPのキャッシュ量の最大値に関するシミュレーション結果を表
３．４．３に示す。 SC 方式及び IC 方式における TSP、TRP の瞬間最大エントリー数
と、1エントリーを 32byte（IPv6 アドレスが 128bit であるため、IPha/IPra の変換テーブ
ルとして最小値の 32byte で算出）として計算したメモリ量を表したものである。 更に、
この結果を元に、AR配下のMT数を増加させた際の、ARの TSP、TRPのキャッシュメ
モリ量を計算した結果を示す。 
 
表３．４．３  シミュレーション結果  キャッシュメモリサイズ 
 
共用キャッシュ方式
個別キャッシュ方式 70.8KB2211TSP
51.1KB1598
5.54KB173TRP
キャッシュサイズキャッシュエンリー数
AR配下セルサイズ半径0.1kmの場合（3140端末在圏）
共用キャッシュ方式
個別キャッシュ方式
175MB17.5MB1.75MB175KB
225MB22.5MB2.25MB225KBTSP
17.6MB1.76MB176KB17.6KBTRP
1000万100万10万10,000
AR配下の端末数を変化させた場合テーブルメモリ量
端末数
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高速メモリ検索は、最近では高速のネットワークプロセッサを用いてワイヤースピード
で 64Mbyte クラスの処理も可能であり、将来は更なる能力向上が期待できる。この点を考
慮すると、以下の考察のように、これら変換テーブルの ARへの実用的な実装が可能であ
ることがわかる。 
 
【考察１】例えば、現在の３Gネットワーク（IMT-2000）における複数基地局を制御する
無線制御装置（Radio Network Controller：RNC）配下における同時接続 MN 数は約 10,000MT
数で設計されている。AR を RNC レベルに配備したとしても、TSP、TSP の所要メモリ
総量は 0.5MB 以下であり、現状のルータにおけるメモリ量の実装レベルを考慮しても十分
満足可能な値であるといえる。 次世代移動通信ネットワークでサポートする MT の数は、
現在の携帯端末を超えて多くのデバイスが移動端末として収容される可能性があるため、
IMT-2000 の設備設計を単純に適用することはできない。しかし、表３．４．３の結果から、
AR配下の同時接続 MT 数が現状の RNCレベルの 100 倍（100 万端末）になったとしても
十分実装可能な範囲であると言え、AR実現のボトルネックとはならないことがわかる。 
 
【考察２】  TRPに関しては、AR配下ＭＴの状態に応じてキャッシュエントリの生成及
び、削除が行えるため、AR配下の在圏ＭＴ数を見積もることにより、TRP のメモリ量は予
め予測することが可能になる。 一方、TSP に関しては、AR配下の MT 数が Active 状態中、
どの程度の CN と通信するかにより、AR で必要になる TSP のメモリ量は変化するため、
現状のネットワークサービスを想定すれば問題はないが、将来の通信モデルの変化によっ
てはメモリ量を圧迫するかもしれない。 
 
【考察３】  AR内のメモリ量以外の処理負荷の要素として、ARの CPU 処理負荷の要因
に繋がるネットワーク内のシグナリングは極力増加させないように設計すべきである。ま
た、効率的に TSP のキャッシュエントリを削除し、タイマー管理等の AR内のキャッシュ
管理処理負荷を削減することも重要である。シェアドキャッシュ方式では TSP エントリー
量が削減できるというメリットがあるが、シミュレーション結果からは、メモリ量自体の
問題はさほど大きくないことがわかった。一方、SC 方式では AR内の 1エントリーを削除
するために、RM へアドレス開放要求を送出するため、各々のエントリーを削除する度に
シグナリングが発生することになり、AR のシグナリング処理負荷が増加することが懸念
される。よって、AR の処理負荷軽減を重視するのであれば、各エントリーのタイマー管
理が不要になり、シグナリング量を削減可能な IC 方式がキャッシュ管理方式としては有効
であるといえる。 
 
以上、新たなモビリティ制御の実現方式として、ネットワークエッジ ARと網内で集中
されたモビリティ管理（MM）によるネットワーク・インテリジェンス型パケットリルー
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ティング方式における実現上の課題として、Access router の送受信用のルーティングキ
ャッシュテーブル量を評価した。計算シミュレーションで算出した結果、現状のルータの
実装レベルで十分実現可能であり、かなりの端末数増加（現行収容エリアの同時接続数の
100 倍）を見込んでも AR でのアドレス変換方式は実装上および処理上のボトルネックと
はならないことがわかった。 
 
３．４．３ NEM制御方式評価のまとめ 
  本章では、次世代モバイルインターネットにおける新たなモビリティ管理方式として、
ネットワーク・インテリジェンスによるＮＥＭ制御方式プロトコル仕様を具体的に示し、
そのフィジビリティに関する定量的な評価結果を示した。その結果をまとめると次のとお
り。 
１）ARでの変換テーブル実装量は、現行のハード技術で対応可能 
２）C/U両 Plane処理において、ネットワーク規模拡大に対する特定のボトルネックはな
い 
３）MIPv6に比して、現行のルータレベルの処理能力を前提としても性能上劣るところは
ない （IPv6での DAD処理を含めば、遥かにＮＥＭ方式が有利） 
なお、文献[44]、[48]によれば、端末数 2 億台規模のネットワークモデルを想定して評
価した結果、現在の商用利用のサーバ 20 台程度でモビリティ制御機能を実現できること
が示されている。  
以上のような評価から、ＮＥＭ方式は、機能的に次世代モバイルインターネットに求め
られる要求条件と設計方針を満たす方式であり、かつ、性能面でも大規模なネットワーク
となったとしても、現行の IP ベースの汎用的なシステム化技術によって実現可能である見
通しが得られた。 
 
 
３．５ 今後の展開へ向けて 
 
現在、次世代のモバイルネットワークとして IP 化を進めるという方向性自体につい
ては、世界的コンセンサスができており、その特徴的な機能である移動管理を中心に、世
界の研究機関で検討が進められている。たとえば、WWRFにおける CoNet (Cooperative 
Network) working group や EU の第 6 研究フレームワークのプロジェクトの中の
Ambient Network において、多種のアクセス間のシームレスなハンドオーバ等が検討さ
れている。また、標準化機関においても、3GPP（3rd Generation Partner Project）に
おいては All‐IPモバイルネットワーク（AIPN）の標準化検討が開始されている。 
3GPPの AIPN検討では、まだアーキテクチャ検討（3GPP TR22.978）が開始された
ばかりであるが、モビリティに関しては、エンド型モビリティとネットワークエッジ型モ
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ビリティ（ネットワーク・インテリジェンス）の両方が議論の対象になる可能性が高い。
プロトコル標準仕様としての議論が進んでいないネットワーク・インテリジェンス型（Ｎ
ＥＭ方式ベース）については、インターネットのプロトコルを制定する IETF での反応も見
る必要があり、提案のための下地作りが研究フェーズの議論ができる IRTF を対象に現在行
われているところである。 
3GPP では、現在、All‐IP モバイルネットワークに対する定義および要求条件とし
て、以下のような項目を挙げており、これらは本論文の３．2 節で示した次世代モバイル
ネットワークの要求条件や３．３節で示した設計方針と（3G の発展系という 3GPP の立
場に依存した項目は別として）基本的に合致している。 
 
(1)APINの特徴： 
①3GPP システムの発展型 ②高度なサービスを提供 ③ネットワーク能力の向上 
④設備投資の削減 ⑤課金方法の多様化 
 
 (2)AIPNネットワーク制御要求条件と技術課題： 
①IP ベースネットワーク制御 ②異無線システム間の移動性（ユーザが意識しない
切り替え制御／データ損失無し/瞬時の切り替え制御／自由な可搬性） ③ネットワー
ク主導による呼制御 ④無線、端末リソースの有効利用 ⑤セキュリティ、プライバ
シー（ユーザ位置情報等）の確保 ⑥旧世代端末の受け入れ 
 
一方、固定網の IP化に関しては、NGN（Next Generation Network）として ITU‐T 
SG13において、2005年 9月を目処に IP化仕様（Release1）を完成しようとしている。
この仕様検討では、①トランスポート層とネットワーク制御層の分離 ②様々なアクセス
システムをコアネットワークに収容 ③IP サービス制御にモバイル用に規定された IMS
（IP Multimedia Subsystem）を適用 ④階層的なモビリティ管理、 などが主要課題と
してあがっており、アーキテクチャ的には、本論文で提案している IP2方式との共通点も
多い。今後、固定/移動網融合化（Fixed＆Mobile Network Convergence：FMC）をどの
ように進めるかという検討が移動通信ネットワークの標準化を担当する ITU‐T SG19
と合同で行われる可能性が高い。 
 
本論文で示した研究は、All‐IP 化によって固定端末の収容も含めてユビキタス時代
の様々な端末を収容することを目指した新たなモバイルインターネット構築を目指したも
のであり、本研究の成果が今後の通信網の高度化に向けた世界の研究活動、標準化活動に
寄与することが期待される。 
 
図３．５．１に国際標準化のこれまでの流れと All‐IP化向けた期待する方向性を示す。 
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図３．５．１ モバイルネットワーク標準化の流れと IP化への方向性と期待 
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第 4章 ユビキタスサービスに適応する新世代ネットワーク構成法 
 
４．１ はじめに 
今後のネットワークサービスを展望すると、マイクロチップや近距離無線技術の発展に
より、人の身の回りのあらゆるモノにコンピュータチップが埋め込まれ、それらが連携し
て人の行動を支援するというユビキタス（コンピューティング）サービスが現実的なもの
となってきた。このサービスの実現には、遍在する膨大な数の端末デバイスをネットワー
ク化する必要があり、きわめて多様なトラフィックを扱う必要がある。また、個々のデバ
イスは一般に能力が制限されているため、その機能・性能をネットワークが補うことも必
要となると考えられる。このように、ユビキタスサービスに適合するネットワークは、こ
れまでの通信ネットワークの進化の方向とは若干異なる位置にあるものと考えられ、機能
的にも構造的にも、新たなパラダイムを想定して研究に取り組む必要があると考えられる。  
本章においては、まず、将来のユビキタスサービス時代のネットワークとは如何なるも
のであるのかを考察し、環境への浸透と理解を機軸とした新たなネットワークのビジョン
を提案し、それが実現すべき価値について論ずる。次に、ユビキタスサービスに対する考
え方を整理し、実世界（フィジカル）を対象に含め、人や周囲環境の状況に応じて（コン
テキストアウェア）、人にはさりげなく（インビジブル）サービスが提供されることが、ユ
ビキタスサービスを特徴づける機能概念であることを指摘し、これら概念にもとづくサー
ビスの実現モデルを提示してサービス研究の方向性を示す。次に、ネットワークビジョン
を実現する具体的なネットワーク構成論として、次世代のモバイルネットワークをコアと
してユビキタス世界へ拡張を図る“モバイルユビキタス・ネットワーキング”の概念を提
唱する。人に常時携帯される携帯電話端末がフィジカルな世界へのゲートウェイとして優
れていることを示し、ローカルなユビキタスネットワークとモバイル端末、モバイルネッ
トワークとの連携によって生じる効果を示すことでモバイルユビキタス概念の有効性を論
じる。次に、今後の研究の推進に向けて、ネットワークアーキテクチャを規定し、その主
要構成要素についてネットワーク技術とサービス支援技術の両面から要求条件や新たな研
究課題を体系化してまとめている。最後に、ユビキタスサービスをキャリアビジネスとし
て提供していくことを想定した場合に考えられる種々の課題について、サービス提供上の
特性に着目して論じ、ユビキタス社会を進展させていくための留意点を指摘する。 
 
４．２ ネットワーキング研究の新ビジョン 
  従来、ユーザの通信要求にもとづいて通話相手やインターネット上のコンテンツへ接
続性（コネクティビティ）を提供することがネットワークサービスの基本であった。今後
の通信サービスにおいては、その基本的なサービス形態に加え、ネットワーク側がユーザ
自身やその周りの環境の状況を把握し、ユーザ自身が具体的にニーズを伝えられなくても、
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あるいはタイミングを意識しなくても、その状況に適したサービスをやさしく（優しく、
易しく）提供することが重要となってくると考えられる。これは、ユーザ層の多様化と社
会情勢の変化により、様々な環境でいろいろな目的のために情報通信技術に頼る機会がま
すます増えてくることによる。すなわち、高齢者の社会参加の促進や人々の趣味･余暇環境
の多様化に伴う幅広い社会活動実現（あるいは自己実現）の容易化、更に、増加するテロ・
犯罪や自然災害に対する安心・安全保障といった要望が高まることから、社会インフラと
しての情報通信技術とサービスの汎用化（誰にでも、いつでも、どこでも、簡単に利用で
きる、あるいは、間接的に利用している状態）が強く求められることになると考えるから
である。 
この新たなニーズは、まさに、人々の様々な実生活に情報通信技術がより密接に、しか
し負担をかけずに連携するということであり、人が電話で通話したり、PC でインターネ
ット上の情報にアクセスするだけではなく、人の周辺に存在するあらゆる機器やモノ（正
確には、人やモノに着けられたセンシング・計算・通信デバイス）を介して、実世界（環
境）の情報にもアクセスし、これをもとに人に直接情報を提供したり、あるいは間接的に
働きかけるサービスを提供するという “ユビキタスサービス”を実現することを意味して
いる。 
こういったサービスを実現するには、まず、ユーザを含む実環境の状況を“理解”する
ことが必要である。そして、そのためには、現在すでにネットワークの端末となっている
コンピュータ機器や携帯電話へのコネクティビティの提供だけでは不十分で、実環境に存
在するあらゆるモノや、人の状態を感知するセンサーへのコネクティビティ、到達性を提
供するという“遍在性（Ubiquity）”あるいは環境への“浸透性（Osmosis）”を究極まで
高める必要が出てくる。  
一方、ネットワークを介してあらゆるメディア（コンテンツ）の流通を促進するために
は、ネットワークで運ばれるコンテンツに対するある種の“理解”をすることで、それに
応じたネットワーキングサービスを提供できるという期待がある。すなわち“コミュニケ
ーションを理解する”、“ネットワーク状況を理解する”ということが、ネットワークの制
御を高度化し、より自律性を増した動作によって、ユーザに負担の少ない、より快適で安
心できるサービスを提供するために有効であると考える。 
以上の視点をユビキタス時代のあらたなネットワーキング研究ビジョンとして提案す
る。すなわち、ユーザやその周囲環境を含むあらゆる物理世界に浸透するようなネットワ
ークを提供することによりユーザのおかれた実世界を理解するための情報を取得して実世
界とサイバー空間を連携を実現すること、これにもとづいて環境状態を理解し、また通信
の状況を理解することで、ユーザにやさしいサービスを提供するようなネットワークを構
成すること、である。 このビジョンを実現するネットワーク化を Cognitive & Osmotic 
Networking (CosmoNet)と呼ぶこととする。 
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図４．２．１に、研究ビジョンをまとめる。 
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図４．２．１ ユビキタス時代のネットワーキング研究ビジョン  
 
この CosmoNetのビジョンの実現により、目指す価値、能力の目標をネットワーク能力と
サービス提供の点でやや細かく概念的にまとめたものを図４．２．２に示す。環境理解、
通信理解によりネットワークが目指す価値は、ユーザに特段の意識をさせることなく意図
や状況に応じたサービスを提供できる‘気配り’ができ、セキュリティが高く‘安全・安
心’でユーザが最も使いやすい‘快適’な通信環境を提供することである。また、通信状
況の変化に対して柔軟性、拡張性そして信頼性に優れた‘しなやかさ’のあるネットワー
ク構造をもち、広帯域化と品質制御によってあらゆるコンテンツを流通させることを可能
とすることである。また、環境浸透というコンセプトにより、あらゆる機器、デバイスが
端末として接続可能とし、いつでもどこでも、いつもつながっているシームレスなネット
ワークであることをめざす。そこでは固定的なインフラが用意されていなくても簡単に一
時的にでもネットワーク化される構造が求められる。これらのネットワーク価値目標は、
まだ概念的で、一般的かつ理想的な状態を言っているに過ぎない。この理想にどれだけ近
づけるか、具体的な数値目標を立て研究を進めることが、次のステップとして重要である。 
サービス価値についていえば、これもまだ概念的な目標を示しているのみである。具体
的には何ができるのか、また、実際にそれらにニーズはあるのかという点については、実
際にサービスを提供しながら確認していく必要がある。その意味で、ネットワーク価値創
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造のための技術確認とサービス試行を平行して研究開発活動を実施していくことが今後求
められる。 
 本論文では、本節で提案した研究ビジョンに従い、考えうるサービスとこれを実現する
ために必要となる技術について考察し、ユビキタス時代のネットワーク構成論、すなわち
CosmoNetの実現形態について提案を行い、今後の産学官での研究展開のための課題を明
確にする。 
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図４．２．２ CosmoNetによる価値創造目標 
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４．３ ユビキタスネットワーク（CosmoNet）による新たな能力の創出 
 
４．３．１ サービスとネットワーク概念の拡張 
 
（１）サービス能力の拡大 
従来、キャリアネットワークは、固定網の高速・広帯域化が主要な発展の軸であった。
携帯電話サービスの発展により、移動性の提供が重要な要素となり、エリアカバーレッジ
の拡大、あるいは移動中のサービスの継続性保証がサービス提供の条件となってきている。
モビリティとブロードバンドを生かした将来の方向性としては、リッチでリアリティのあ
るコンテンツの流通によりコミュニケーションの質を上げるという基本的な発展の方向が
ある。一方、あらゆる機器や実世界のモノがネットワークにつながるユビキタス化という
方向が進めば、ネットワークを介した実世界のセンシング、追跡、検索、制御といった機
能がひろがり、実世界の情報を取得・利用し、また実世界のモノを仮想空間から制御する
といったことが実現可能となり、この能力にもとづく様々なサービスが展開される可能性
がでてくる。 図４．３．１にその一例を示す。 
 
Mobility
bitrateUbiquity
高品位情報伝達
(3D/生体情報通信等)
追跡能力
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（車両異常監視、自動走行等）
情報配信能力
ヒト状態センシング
（生体情報監視、医療・保険利用）
新ユーザInterface
(ゲーム、情報家電、ロボット等)
実・仮想空間連携
サービスの広がり
センシング・制御能力
新サービス環境
(仮想端末、仮想オフィス等)  
 
図４．３．１ ユビキタスサービスの展開 
 
一般に“ユビキタスサービス”とは、こういった実空間の情報や実体と仮想空間の情報が
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連携して新たに作り出されるサービスであると考えることができるが、その定義はまだ多
様であり、次節（４．３．２）で、本論文で考えるユビキタスサービスの特徴づけを試み
る。 
 
（２） ネットワーク能力の拡大 
 サービス能力拡大を支えるネットワークの特徴は、ユビキタス化が発展することで多種
多様で、極めて多数のデバイスがネットワークに接続されねばならないことである。それ
らデバイスから発生するトラフィックは、また、極めて多様な性質を持つと考えられ、従
来の音声、映像やファイルアクセス等のデータ通信とはまったく異なる流通のさせ方が求
められる。 
ユビキタス化は、ネットワーク能力でいえば接続性、到達性の拡大を意味するが、拡張性
に優れたインターネット技術ですら、不十分となる可能性が高い。それは、１）端末とな
るデバイスの能力が極めて低く、インターネットの原則といえるエンド主義によってイン
テリジェント化をエンドデバイスに託すという方法が難しくなること、２）多数の同類の
端末が実空間にある場合、特定の端末を指定して接続することよりも、どれかを代表者と
して情報を得れば十分であることがあり、この場合、識別子（IPアドレス）を各デバイス
に付与することが無効となること ３）ネットワークを構成するデバイスが脆弱・不安定
であることによりネットワーク構成が逐次変化する可能性が高く、固定的アドレスにもと
づいたルーティングが困難であること 等の特徴が考えられるためである。 
 ユビキタスの軸が加わることで、明らかに従来のモバイルネットワークやインターネッ
トでは不都合な状況が想定され、ネットワーク構造や伝達プロトコル方式に変革が必要と
考えられる。ネットワーク能力を拡大するための課題については、第４．４節でより詳し
く議論する。 
 
４．３．２ ユビキタスサービスの考え方[50] 
“ユビキタス”という言葉は、近年とくに日本においては、いろいろな分野で頻繁に用
いられている。しかし、技術的にも明確な定義が共有されているとは言い難い状況であり、
さらにビジネスやサービスの分野全般にまで広げると、ほとんど「いつでも」、「どこでも」
といった標語的な意味しかもたない場合もある。 
コンピュータ研究の世界で“ユビキタス”という言葉を初めて用いたのは、Xerox PARC
のMark Weiser氏であり、1987年ごろから “ユビキタスコンピューティング”について
の議論を PARCにおいて開始したとしている [51],[52],[53]。 本節では、４．２節で述べた
研究ビジョンにもとづき、キャリアによる次世代ネットワークサービスとして提供しよう
と筆者が考えている “ユビキタスサービス”が備えるべき特性を抽出して、ユビキタスサ
ービスを新たに規定する。 
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（１）通信キャリアが提供するユビキタスサービスの概念 
 “ユビキタスサービス”は、利用される端末デバイスの能力から、大きく分けて二つ
の概念があると考えられる。一つは、あるサービスに着目したとき、ユーザがどこにいて
も同じように継ぎ目なくそのサービスを受けられるという状態に関する概念である。これ
は、人が直接利用するモバイル情報端末（携帯電話や PDA あるいは PC といった比較的
高性能なデバイス）を対象にするサービスであり、それらの多様性から生じる問題を解決
し、端末種別や場所に関わらずサービスを継続的に受けられるようにするものである。例
えば、PC でも携帯電話でも、あるいはアクセス手段が有線か無線であるかを問わず、ユ
ーザがいつでもどこでも同じサービスが受けられることを意味する。ここでは、端末、ア
クセス手段、伝達メディアの相違という、サービス提供におけるある種の“継ぎ目（シー
ム；seam）”をなくすことが目的となっており、サービスのモバイル化を拡張した概念と
してモバイルキャリアにとって次世代のサービスのひとつの鍵となると考えられる（“シー
ムレスサービス”）。 
一方、もう一つのユビキタスサービスは、文字通り極めて多くの端末が極めて高い分散
度であらゆるところに存在することにより得られる情報および提供できる情報を、情報利
用者（エンドユーザとは限らない）との間で授受するサービス概念である。この場合は、
端末は一人のユーザの周りに多く存在し、ユーザはこれら端末を意識することなく、サー
ビスが“さりげなく”提供されるという状態を想定することができる。これは、究極のユ
ビキタスサービスともいえるもので、Mark Weiser氏の描いたユビキタスコンピューティ
ングの世界に対応し、また、本論文における研究ビジョンで述べたサービス価値を実現す
るひとつの究極の姿でもある。 
これら両方の概念ともに、将来のキャリアサービスとして重要であるが、シームレスサ
ービスについては、第 3章においても触れたとおりモバイルネットワークの高度化の一環
として要求条件にも挙がっており、すでに世界各所で研究開発に着手されている課題
[54],[55]であることから、本章においては、後者の実世界に直接作用する新たなサービス概
念である究極のユビキタスサービスを主な議論の対象とし、以降このタイプのサービスを
“ユビキタスサービス”と呼ぶことにする。 
 
（２） ユビキタスサービスを特徴づける機能概念 
ユビキタスサービスを特徴づける機能概念を選定する。次の三つの概念が必須要項と考
えられる。 
(a) コンテキストアウェア（状況理解）：ユーザの状況やユーザの意図などに応じてサービ
スを受けられること。ユーザにサービスを提供するシステムは、ユーザの状況や意図を理
解し、サービスを適合させて提供する。 
(b) フィジカル（物理世界対応）：仮想空間の情報だけでなく、物理的なモノや物理的な事
象を直接の対象としたサービスが受けられること。システムは物理世界を認識し、また物
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理世界を制御することができる。 
(c) インビジブル（見えないこと）：いつでもどこでもどんな状況でも、ユーザが意識する
ことなくサービスを受けられること。システムはいたるところに存在し、ユーザが明示的
な要求をしなくとも自然にサービスが提供される。 
 
これら 3つの機能概念を図４．３．１に示す。これらは互いに関連しあっており、これ
らの機能を連携して実現することで研究ビジョンに示したユビキタスサービスの能力が提
供できると考える。 
 
コンテキスト
アウェア
フィジカル
インビジブル
ユーザの明示的要求が不要（やさしく）
物理世界を認識
物理世界への作用
（社会を支える）
ユーザ状況・意図の把握
（やさしく、安心・安全）
 
 
図４．３．１ ユビキタスサービスの基本機能概念 
 
次に、ユビキタスサービスを提供する全体の仕組みついて、そのモデルと重要な要素に
ついて議論する。図４．３．２にサービス提供モデルを示す。 
まず、この図面で示された要素と動作について説明する。ユーザは、サービスに関して
なんらかの意図あるいは要求をもつ。従来の IT サービスでは、ユーザは情報通信端末を
用いて明示的にサービスを要求し、ネットワーク（サイバー空間）から、その要求に応じ
てサービスを受けていた。ユビキタスサービスでは、ユーザ自身がそのサービスを欲しい
ときに明示的に要求できない（意識できない）場合もあることを注意する。例えば、時間
がきたら教えてくれるアラームや、落し物をしたら教えてくれるようなサービスは、ユー
ザは事前に要求を出しているが、その提供時期は意識できないものである。また、情報通
信機器の使い方がわからないことによってサービスを具体的に要求できないといったケー
ス（いわゆるディジタルデバイド）も考えられる。 
また、ユーザ周辺の物理的状態やユーザのこれまでの経験は、ユーザの要求に影響を与
えるはずである。このユーザに直接影響を与える様々な情況をまとめてコンテキスト
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（Context）と呼ぶ。ユーザを取り巻くコンテキストの外側には、該当ユーザに直接関係
のないさまざまなモノや事象が存在するリアル世界（物理空間）が広がる。この空間のコ
ンテキストもまた、実空間情報としてユビキタス時代のサービス（コンテンツ）の一つと
なりえる。それは必ずしも現時点のユーザに直接関係していなくても、過去に訪れた場所
の情報としてサービスの意味・価値があったり、また、単純に遠隔地の物理的なコンテキ
ストを得たいという要求が、そこに居ないユーザから発生する可能性があるからである。 
 
コンテキスト
間接的サービス要求
リアル世界
サービス提供
センサー
RFIDタグ
etc.
アクチュエータ
可制御システム
etc.
サイバー空間
ユーザ
Content
Application
Context
etc.
情報通信
端末
コンテキスト
アウェア
コンテ ト
ェフィジカル
フィ カ
インビジブルインビ ブ
サービス
コンテキスト理解
明示的サービス要求
サービス提供
取得
情報利用者
フィジカルフィ カ
従来のITサービス
 
図４．３．２ ユビキタスサービスの提供モデル 
 
一方、ユーザにサービスを提供する主体は、情報サービスの場合はネットワーク上のサ
イバー空間にあったり、リアル世界のサービス提供業者である可能性もある。前者は、こ
れまのインターネットを介した情報配信サービス等と同様であるが、後者のリアル世界の
サービス提供とは、ユーザに直接働きかける様々な人間からの直接的なサービスであった
り、ネットワークからの制御によって動く様々な機器からのサービスであったりする。 
これらサイバー空間と物理世界の間で情報を運ぶ仕組みがモバイルネットワークやイ
ンターネット等の通信ネットワークである。ネットワークの端末要素としては、人が直接
操作できる情報機器の他、物理世界から情報を取得するセンサーや物理世界に制御を与え
 - 97 -
るアクチュエータなどがつながれねばならない。 
 
 ユビキタスサービスを規定するそれぞれの機能要素の役割を次に示す。 
(a) コンテキストアウェア： 従来の情報サービスは、ユーザが PC等の情報端末を介し
て要求をアクティブにサイバー空間に提示し、サービスを受ける。このようなサービス提
供形態では、通常、ユーザのコンテキストも物理世界もサービスに影響を与えない。しか
し、ユーザからのアクティブな要求に加えて、ユーザのコンテキストがサイバー空間に提
供され、これが加味されると、よりユーザの状況に適応したサービスを提供することが可
能となる。例えば、目覚ましのアラームが、もしユーザがすでに起きていることをユーザ
のコンテキストから理解できたなら、ベルを鳴らす必要はない。コンテキストアウェアと
は、こういったユーザの状況を踏まえたサービスを具体化するための中核となる機能概念
である。なお、コンテキストから状況を理解し、それにもとづきサービスを選定するには、
知的な処理が必要であり、そのための機能はサイバー空間に設けられる必要がある。 
(b) フィジカル： コンテキストは、多くの場合、時空間的にユーザの近傍の状態を示す
ものである。一方、ユーザの周囲には物理世界が広がっており、近傍系だけでなく物理世
界全体を、このユーザへのサービスの対象と考えることもできる。物理世界のあらゆるモ
ノの存在が新たな情報、コンテンツを生み、またモノ自体もユーザとなりえる。ネットワ
ークが取り扱う情報やユーザの概念が広がったことにより、新たなサービスの概念が生ま
れる。例えば、図４．３．１で示したような、リアル空間のモニタリング、追跡サービス
を支える概念として、実世界（フィジカル）を指向することは、ユビキタスサービスが人
の社会生活や実ビジネスを支援していくうえで重要な機能である。 
(c) インビジブル： 実世界のモノがサイバー空間に対してサービスを要求し、モノへサ
ービスが提供されるという形もありうる。モノがサービスを受けた結果、コンテキストや
物理世界が変化し、人にとって暗黙のうちに更にサービスが要求され、サービス要求と提
供のループが形成される場合がある。ユーザは、このモノとサイバー空間のサービス・ル
ープからメリットだけを享受することになる。日常の簡単な例を挙げれば、室内のエアコ
ンの自動温度設定がある。室温の他、外気との比較、室内にいる人の温度の好みといった
コンテキストがサイバー空間で理解されれば、エアコンとサイバー空間の温度コントロー
ラの間で温度調整が行われ、結果として、室内にいる人にとって快適な環境が提供される
ことになる。このようなコンテキストを用いた間接的自動制御のメカニズムは、ユビキタ
スなデバイスとネットワーク環境が整備されるにつれ、人を支援するためのいろいろな応
用分野で利用されると考えられる。 他のタイプの例として、人が街角の店舗のウィンド
ウ・ディスプレイの前を通過するとき、その人のコンテキスト情報にあった広告や商品に
関する情報をタイミングよく出すというプッシュ型のサービスも、ユーザがアクティブに
要求しなくてもサービスが様々なところで提供されるという意味で、インビジブル性をも
ったサービスといえよう。 
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このようにユーザが明示的に指示せずとも、物理世界のコンテキストを活用して、いつ
でもどこでも（さり気ない）サービスによるメリットを受けられることが“インビジブル”
の意義であり、ユビキタスサービス機能のひとつの本質である。 
 
４．３．３ ユビキタスサービスを支える技術エリア 
ユビキタスサービスは、多岐に渡る技術の集合体によって実現されるものであるが
[56],[57],[58]、ここでは、特に前節でのべた基本機能概念に着目してユビキタスサービスに
とって重要であると考える要素技術エリアを抽出する。なお、ネットワーク技術について
は、具体的なネットワークアーキテクチャを提示する４．４節において議論する。また、
サービス方式のより具体的な課題については、４．５節においても議論する。 
 
(a) コンテキストアウェアの観点から：コンテキストとして基本要素となるユーザ位置
情報を簡便かつ精密に得るための測位技術の開発は重要である。デバイス性能の制限や屋
内での測位も考えると GPS 以外のいくつかの測位方式をもっておくことが必要である。
ユーザ周辺のコンテキスト情報取得のためには、その耐久性や精度そしてコスト面で容易
に利用可能な新たなセンサーデバイスの開発が必要である。また、獲得情報を単純に送信
するだけでなく有効情報を選択的に処理しつつ転送するようなセンサーネットワーク上の
自立的な処理能力も必要であり（インテリジェントセンサー）、専用 OS等新たな取り組み
が必要である。  
仮想空間においては、収集したコンテキストを理解するために、様々なセンシング情報
から環境状況の認識やユーザの意図理解等の処理を行う必要がある。このためにはいわゆ
る人工知能の分野に属する高次の機能も求められる。また、コンテキストは最もセンシテ
ィブなプライバシ情報などを含む。プライバシ情報に関しては、開示相手との関係でその
レベルも変わるため、まず、どのような相手に対してどの範囲を保護すべきかという基本
的なポリシーの設定方式と、自動ネゴシエーションによりポリシーに従った適切な範囲の
情報を開示するような仕組みの検討が重要であろう。また、コンテキストとして開示する
個々の情報が僅かなものであっても、ある個人をキーとして集約すると、予期せぬプライ
バシ情報が得られてしまう可能性もある。これを防ぐために、システム全体としてセキュ
リティ管理をいかに行うかは重要な問題である。複数の応用分野にわたる情報利用を監視
できるようなセキュリティ連携の仕組みの検討が必要である。こういったセキュリティに
関する技術は、ユビキタスサービスが社会で受け入れられるために最も重要なものの一つ
である。 
 
(b)フィジカルの観点から：ネットワークが物理世界とどのようにリンクするかがポイント
になる。物理世界の中の個々のモノを識別する技術としては、無線 IC タグなどの利用が
広まりつつあるが、画像理解技術による物体認識などと組み合わせて、物理世界をサイバ
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ー空間側で認識できるようにすることが必要である。逆に、サイバー空間から物理世界の
中のモノを指し示す技術も必要である。これらのために、物理世界をサイバー空間の中で
モデリングするための手法が開発されねばならない。これにはモノの識別子の記述、モノ
とモノの間の関係の記述などが必要となり、オントロジー技術としての知識の集積が必要
になる。 
 
(c) インビジブルの観点から：ユーザにサービスを意識させないためには、優れたインタ
フェースが必要なことはいうまでもない。また、いつでもどこでも常にユーザを支えるた
めに、広く分散されたシステムが必要である。よって、ヒューマンインタフェース技術と
超大規模分散処理技術が基本的な技術エリアとなり、それらを支える端末インタフェース
やウェアラブルコンピュータ技術、モバイルネットワーク技術、分散する計算能力を柔軟
に管理する技術などが必要となる。 
 
４．４ ユビキタス時代へ向けたモバイルネットワークの発展 
 
本節では、既にモバイルネットワークを持つ通信キャリアが、来るべきユビキタス社会
のインフラとしてのユビキタスネットワーク CosmoNet を構築しようとしたとき、モバ
イルネットワークをどのように発展させてこの新しい世代のネットワークをデザインす
るか、という視点で新世代のネットワーク構成法を検討する。前提としては、本論文第 3
章でのべたモバイルネットワークの All-IP 化が進んでおり、様々な無線アクセスインタ
フェースが容易に追加できるような環境が整ってきているものと考える。提案したアーキ
テクチャにもとづく諸研究課題についても論じ、今後の研究の方向性を示す。 
 
４．４．１ モバイルサービスとネットワークの発展方向 
モバイルサービスとネットワークの発展と今後の展開のステップは、日本においては、
図４．４．１のように整理できる。すなわち、セルラー網のディジタル化を実現した第 2
世代（２G）においては、パケット通信方式とブラウザフォンを用いて、インターネット
とのゲートウェイ接続を提供するインターネット・モバイルアクセスサービスが導入され、
従来の音声中心のサービスからデータ、画像を含むコンテンツを扱うノンボイス通信へと
サービスが発展した。このサービスの成功により、日本においては“モバイルインターネ
ットサービス”としてユーザに定着した。次に、第 3世代（３G）においては、ATM（非
同期転送モード）技術を使ったネットワークのマルチメディア化、ブロードバンド化が図
られ、２Gからのカメラ付携帯の普及も相まって、よりリッチな動画像を含む AV系のサ
ービスが発展しつつある。３Gネットワークは“モバイル・マルチメディアサービス”を
立ち上げたということができよう。 
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図４．４．１ モバイルサービスとネットワークの発展 
 
では、この次の世代、即ち第 4世代（４G）の時代ではどのようなサービスが現れ、そ
れを支えるネットワークはどのような構造になるであろうか。ネットワーク構造について
は、本論文第 3章で提案したとおり、ブロードバンド化とマルチメディア化を一層経済的
に推し進めたモバイルネットワークとして、All-IP化が進められていると考えており、こ
れからの 10年程度の間に、これまでの音声・映像通信の常識を超えた、より臨場感のあ
るリアリティの高いコミュニケーションサービスが人と人の通信の中核となっているも
のと期待される。例えば、あたかも相手がそばにいるような映像、あるいは遠くにいても
どこから話しているのかその方向と遠近がわかるような立体的（３D）な音声・映像通信
等が実用化しているであろう。またロボット等を使って聴覚、視覚だけでなく触覚や動作
を伝え、場の雰囲気や感情の伝達を支援する、いわゆる分身通信もあらたな通信の形とし
て誕生しているであろう。この方向では、モバイルネットワークのブロードバンド化とマ
ルチメディア化がサービスをドライブするための重要な鍵となっている。 
一方、もうひとつのサービスの発展として、前節までに述べたユビキタスサービスが実
現される時代となっていると考える。無線タグや各種センサー、超小型のコンピューティ
ングデバイスの発展により、人と人が直接対話する通信サービスばかりでなく、実空間の
あらゆる機器やモノがつながり情報を交換し、それらが直接または間接的に人にサービス
を提供するユビキタスサービスが出てくる可能性が期待される。  
このユビキタスサービスを支えるネットワークへの基本的な要求条件は、遍在するあら
ゆるデバイスをネットワーキングするため、環境に埋め込まれた微小デバイスから情報家
電のような高機能な端末まで、多様で膨大な数の端末（ユビキタスデバイス）に対して接
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続性（コネクティビティ）を提供することにある。ユビキタスデバイスは、無線タグやセ
ンサーのように極めて限られた通信能力しか持たないものもあり、また、そのデバイスが
機能する場所や期間に限界もあり、ネットワーク構成自体が非定形で一時的（アドホック）
となる場合も考えられる。また、そのデバイスとネットワークの所有、管理も従来の公衆
網のように通信キャリアによる統一的な所有、集中的な管理が成されるとは限らない。こ
ういった条件の下でネットワークの接続性、情報の到達性を提供するというユビキタスネ
ットワーキングが次世代ネットワークの（マルチメディア・ブロードバンドに加えての）
もう一つの新たな特徴であると考える。 
以上のような、モバイルブロードバンド性とユビキタス化も含んだ新たなネットワーク
によるサービスとネットワーキングの概念を、本論文では“モバイルユビキタス”と呼ぶ
ことにする。これは、また、第４．１節にて提案した将来のユビキタス時代のネットワー
クビジョンを CosmoNet のひとつの実現形態でもあり、次に示すように４G（セルラー）ネ
ットワークの拡張版と見ることもできる。 
以下、より具体的にモバイルユビキタスの構成法を与えていく。 
 
４．４．２ 新たなモバイルネットワークの構成 
 
（１） モバイルユビキタス・ネットワーキングの考え方 
通信のリアリティ化とユビキタス化により、ネットワークに新たな要求条件が発生する
が、要求条件のすべての具体化は、現時点では未知な事象が多いため困難である。ただし、
特に通信のマルチメディア化、超リアリティ化をサポートするためのネットワークのブロ
ードバンド化という発展という軸でみれば、３Gセルラーネットワークの更なる高速化と
経済化という従来からの発展アプローチの延長線上にあるものであり、すでに（狭義の）
４Gアクセス無線技術の研究開発のために、そのターゲットは明確にされているといえる
[59]。この能力をもつ４G（セルラー）モバイルネットワークは、携帯電話サービスを中
心としたキャリアネットワーク発展の基本であり、モバイルユビキタスの時代にも、ネッ
トワークとサービスの中核として重要である。このセルラー網には、その広帯域性を生か
す高度な携帯端末（４G端末）が接続され、人と人の通信のマルチメディア化、超リアリ
ティ化を実現する。 
そこで、この４Gブロードバンドモバイルネットワークをコアとして、更に、ユビキタ
ス化も包含するネットワークへの拡張を想定する。これが“モバイルユビキタス”概念の
実現のイメージであり、広義の４G ネットワーク（４G＋（プラス））とも呼べるもので
ある。 
 
（２） ４G (セルラー) モバイルネットワーク 
 モバイルユビキタス・ネットワーキングのコアとなる狭義の４Gネットワーク、すなわ
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ち３Gからの更なる高速化と広帯域化を図り、サービスのマルチメディア化や超リアリテ
ィ化に対応するモバイルネットワーク構成については、第 3 章で述べた All-IP モバイル
ネットワークが対応すると考えている。無線アクセス技術としては、４Gセルラー無線だ
けでなく、３Gの高速版や IEEE８０２系の無線アクセス技術もふくめ、複数の方式が利
用され、それらをシームレスに利用する方法も導入されていることは要求条件として第 3
章で議論したとおりである。 
 
（３）モバイルユビキタス・ネットワーク構成法 
物理世界を対象とするユビキタスネットワークは、研究ビジョンで述べた“環境へ浸透”
するネットワークを基本としており、ローカルな或る場所、或る時間に存在する物理世界、
実空間情報を扱うことがひとつの特徴である。この物理世界の情報を扱うユビキタスデバ
イスは、当然、その特定の場所と時間に存在しており、同様な目的をもったデバイスが複
数あって協調する必要があれば、それらはローカルにネットワーク化されることになる。
すなわち、実空間の固有の場所でのコンテキスト情報を収集する必要のあるユビキタスネ
ットワークでは、時空間的にローカルなエリアでネットワーキングが行われることが基本
となっていて、それらが必要に応じてグローバルなネットワークと接続され情報の流通が
行われる。そこで、ローカルに形成されるデバイス間のネットワークをユビキタスローカ
ルネットワーク（Ubiquitous Local Network： ULN）と定義する。 
一方、高機能なモバイルデバイスを接続するモバイルネットワーク（及びインターネッ
ト）は場所フリーな通信と仮想世界を扱うことを得意とする。このモバイルネットワーク
は、グローバルなネットワークとして（時空間的に移動性のある）ULN間を相互につな
ぐことにより、ローカルな実空間情報をグローバル化し、またインターネット上の仮想空
間へ導くことも容易にできる。よってモバイルネットワークと ULNによる実環境空間が
「うまく接続」できれば、従来のインターネットのコンセプトを超えた、実世界までを包
含するあらたなユビキタス（グローバル）ネットワークが出現し“モバイルユビキタス世
界”を形成することが期待できる。 
 
この接続のために、筆者は、モバイルネットワークの“エッジ（縁）”においたゲート
ウェイによってこの接続を行うことを提案する（図４．４．２）。ここで注意したいのは、
エッジとは、ネットワークのノードではなく、人が常時携帯する携帯電話端末を想定して
いるということである。人を中心として、この先に実世界を対象としたユビキタス世界が
広がるものと考え、携帯電話端末を関門（ゲートウェイ；Gateway：GW）としようとい
う考え方である。ただし、ゲートウェイ機能はモジュール化して、携帯電話だけでなくさ
まざまな端末に搭載できるようにすることを考える。これにより、固定系のアクセスライ
ンに対してもユビキタスローカルネットワークを接続することができ、ユビキタス化への
機会が広がる。このモジュール化した機能をユビキタスゲートウェイ (Ubiquitous 
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Gateway： UbG)と呼ぶことにする。 
携帯電話端末に UbGを設定することを提案する理由は以下のとおり。 
 
(a) 携帯電話端末は、通信ツールとして常にユーザが持ち歩くものであり、ユーザの
パーソナルなコンテキストを集約して蓄積したり、必要に応じてこれをグローバ
ルな仮想空間へ転送するには最適のツールである。 
(b) 携帯電話端末は、通常人間が行動するエリアは常時グローバル通信が可能となっ
ているため、ULNが人と共に移動するような場合は、固定系ネットワークのアク
セス系にゲートウェイを置く場合と比較して、より信頼性の高いユビキタスサー
ビスが可能である。例えば、固定系において W-LAN をアクセス手段として利用
したとしても、ULNがそのエリアを通過してしまえば、グローバルな通信は遮断
され、ULNからの緊急を要するコンテキストの転送はできなくなってしまう。こ
れは緊急通報等、安心・安全のためのユビキタスサービスへの適用のためには不
都合であり、常時接続可能なモバイル端末へのゲートウェイ設置は必須。 
(c) 携帯電話端末は、高機能・高性能なモバイルネットワークの直接的な接続が到達
する端末として高機能デバイスとしての能力を備えているため、ユーザの周りに
広がる実世界環境における非力なデバイス群に対する記憶領域や処理能力の支援
をすることが可能。また、情報家電等の高機能デバイスにたいしても、モバイル
ネットワーク／インターネットからの制御信号をあたえる橋渡し（コントローラ）
としての役割も果たすことができる。 
(d) 携帯電話端末は、プロトコルや扱うデータの性質が大きく異なるグローバルなモ
バイルネットワークと ULNの接続点になり、プロトコルやデータ変換機能を配備
するにも適している。 
 
 
UbG 機能を携帯端末に搭載してモバイルユビキタス・ネットワークを形成する概念を
図４．４．３に示す。 
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図４．４．２ モバイルユビキタス・ネットワークの概念 
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図４．４．３ 携帯端末をゲートウェイとしたモバイルユビキタス・ネットワーキング 
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携帯端末（UbG）で収集されたコンテキストは、必要に応じモバイルネットワーク上
のユビキタスサービスプラットフォームに集められ、ここでユーザの状況や意図が解釈さ
れ（コンテキストアウェア）、適切なサービスが選定されて、また、携帯端末（UbG）を
経由してユーザ自身や、ユビキタスローカルネットワークへアクションが提供されること
になる。 
グローバルなモバイルネットワークと ULNは多くの点で異なる特性をもっており、そ
れらを結びつけることは困難が多いが、これが実現すれば多くの新たな価値が生まれると
考えられる。 
例えば、ユビキタスローカルネットワーク ULNは、キャリアグレードでパワフルなモ
バイルネットワークからさまざまなサポートを受けることが可能である。インターネット
の情報サーバへの接続するグローバル接続や離散した複数 ULN間の相互接続は、基本的
なサービスであるし、時空間的にアドホック性の高いユビキタスネットワークの構造的脆
弱性を補完するために、迂回ルートを提供したり、能力が限定的なユビキタスデバイスに
処理パワーやメモリ機能を一時的に提供（肩代わり）して支援したりすることも可能であ
る。 
一方、モバイルネットワーク自身も、多数のULNとの接続によってその価値が高まる。
例えば、伝達能力で言えば、ユビキタスデバイスをホップバイホップにつないでいくこと
により、従来セルラー信号が届かなかった空間領域への到達性を広げることが可能となる。
また、ユーザの周囲の入出力デバイスを一時的にネットワーク化して仮想端末や仮想オフ
ィス空間を生成したりすることで、モバイルネットワークへのアクセス機会を増大させる
効果もある。ビジネス的に言えば、様々なローカルコンテキストを持つ ULNが接続され
ることで、従来の位置情報以外の様々な実空間情報を対象としたコンテキスト情報流通等
の新たなサービスが生成されることが期待される。図４．４．４と４．４．５に、モバイ
ルユビキタス化によるネットワーク価値の拡大について、それぞれユビキタス化への効果
とモバイル強化への効果についてまとめる。 
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図４．４．４ モバイルユビキタス連携によるネットワーク価値拡大（対ユビキタス） 
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図４．４．５ モバイルユビキタス連携によるネットワーク価値拡大（対モバイル NW） 
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４．４．３ モバイルユビキタスの有効性評価 
 モバイルネットワークとユビキタスローカルネットワーク（ULN）を携帯端末（UbG）
により連携させるモバイルユビキタス方式の適用性、有効性をみるため、具体的なユビキ
タス指向サービスを想定して評価をおこなう。 固定網を利用して同様のサービスを提供
する場合を比較のためにとりあげ、そのサービス性をいくつかの側面から対比することに
より評価する[60] 。 
（１）固定ネットワークをベースとしたユビキタス化 
固定グローバルネットワークと ULNを連携させることによって、モバイルユビキタス
と同様にグローバルに情報流通のできるネットワークを構築することは可能である。この
場合、ユビキタスデバイスと（固定）グローバルネットワークとの接続のためには、有線
による接続の他、無線 LAN等のワイヤレス接続も当然利用可能である。モバイルユビキ
タスとの大きな相違点は、グローバルネットワークとのゲートウェイがビルや家屋等の固
定建造物に固定されていることである。ここでは、この方式を、モバイルユビキタスに対
比して“固定系ユビキタス”と呼ぶことにする。固定系ユビキタス方式の特徴を、４G提
供時点の技術を想定して具体的に示すと以下のとおりである。 
・ユビキタスデバイスからグローバルネットワークへ有線、無線のアクセス提供 
・超高速のグローバルアクセス可能（１Gbps／リンク以上） 
・超低遅延のグローバルアクセス可能 （10ms／リンク以下） 
・カバレージ、モビリティは限定的（ゲートウェイから固定無線アクセスカバー範囲内） 
・ゲートウェイにおける処理能力大（安定的電力供給） 
固定系ユビキタスでは、一旦、グローバルネットワークにアクセスできれば豊富な帯域や
処理能力を利用することができるが、ユビキタスデバイスからのアクセスが有線ネットワ
ークが到達している端点（ゲートウェイ設置場所）の近傍に限定されるというところがも
っとも大きな制約となる。通常、建物内やその建物の近傍がグローバルネットワークへの
アクセスポイントとなり、ユビキタスデバイスがその近傍にないときは、ユビキタスデバ
イスあるいはユビキタスローカルネットワーク（ULN）のグローバルな情報流通は遮断
される。 
 
（２）モバイルユビキタスと固定系ユビキタスの基本能力比較 
まず、グローバルへのアクセスリンクの容量に関して両者を比較すると、固定系ユビキ
タスは４G で 100Mbps 程度のモバイルユビキタスに対して１桁よい性能を持っている。
ユビキタスサービスの場合は、しかし、それほどの容量を必要とすることは稀と考えられ
る。実際、個々人の生活支援や医療・健康ケア、流通系等で想定されるユビキタスサービ
スでは、環境におけるセンサーや無線タグの情報を集約してグローバルネットワーク（仮
想空間）へ送ることが主体と考えられ、100 ビット長程度の無線タグ情報が同時に 100
万個集まったとしても、100Mbps の容量があれば十分である。また、遅延の問題に関し
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ては、モバイルユビキタスは、50ms程度の時間となると考えられるが、これも通常のリ
アルタイム通信には問題ないという意味で、両者の差は問題とならない。 
次に、サービス提供エリアについて比較すると、現在のモバイルネットワークのサービ
スエリアは全国に渡っており、屋外も屋内も原則カバーされている。一方、固定系ユビキ
タスの場合は、全国に固定ネットワークは張り巡らされてあるが、アクセスできる端点が
到達しているのは建物の中とその近傍のみということになる。また、移動体に対して、モ
バイルユビキタスでは常にサービスを提供可能であるが、固定系ユビキタスの場合は、そ
れがネットワークアクセス範囲内に留まらない限り継続的なサービスは困難である。よっ
て、ユビキタスサービスが移動する環境で求められる場合は、モバイルユビキタスのカバ
レージ能力、モビリティ能力は威力を発揮する。 
ゲートウェイ部分の処理能力の相違の影響について言えば、携帯端末の能力は４Gの時
代でも（安定して電力の供給される）PC等と比較して一桁以上劣っているであろうこと
は想定 
される。しかし、ユビキタスサービスの場合は、仮想空間情報との連携が重要であり、端
末系自体での処理よりもネットワーク上の仮想空間、すなわちユビキタスサービスプラッ
トフォームでのサーバによるデータベース化や解析処理が主体となると考えられる。した
がって、データ転送やフィルタリング処理が主体となる携帯端末においては、処理能力は
不足しないと考えられる。ディスプレイや操作キーなど HMI（Human Machine 
Interface）については、固定系との相違は大きいが、携帯端末自体の使い勝手の向上も
期待され、また、将来のユビキタス環境下では周辺機器との連携によって HMIの補強も
可能となると期待される。このようなことから、ゲートウェイでの処理能力の相違による
サービス性や利用のし易さの差異はユビキタスサービスに関していえば大きくないとい
える。 
 最後に、ユーザ個人情報の保持について比較すると、モバイルユビキタスは携帯端末へ
の保持が可能で、固定系ユビキタスでは一般にネットワーク上の共用サーバへ蓄積される
ことになる。それぞれ利便性とセキュリティレベルにおいて若干の相違が出る可能性があ
る。また情報の種類によって、ユーザがどちらに置くことを好むか、という問題もある。
これについては、融通性のあるモバイルユビキタスが有利かもしれない。 
 
以上、いくつかの項目について比較をしたが、ユビキタスサービスは移動性のある人間
に対して、いつでもどこでもどんな状態でもサービス提供できることが重要な要件である
ので、この点で優れているモバイルユビキタスは、固定系ネットワークをベースとしてユ
ビキタス化を図る方法よりも適用性が高いと言うことができよう。 
  
（３）ケーススタディ 
具体的なサービスを想定して、モバイルユビキタス方式の評価を更に行う。具体例とし
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ては、ヘルスケアサービスの一環として高齢者向けの電動車椅子による外出支援サービス
を取り上げる。 
高齢社会となった日本では、歩行が不自由になり外出に不安を感じる高齢者が増加して
きている。そのため電動車椅子あるいは電動カート（シニアカー）といった乗車走行機器
が販売されており、利用者も増えてきている。これを利用した外出を安全で快適なものに
するため、ユビキタスネットワークサービスの適用を考える。 
サービスは、電動椅子の位置や走行状態の監視と利用者の身体状態の把握（心拍数や体
温、血圧、酸素濃度等）を遠隔で実施し、事故や身体上のトラブルがあった場合に救急車
等の緊急駆けつけの手配を可能とするサービスを想定する。 
このための基本的なシステムは、モバイルユビキタスの場合は、図４．４．６の上部に
示すように、ユビキタスローカルネットワークとしての種々のセンサーを搭載した電動車
椅子とウェアラブルセンサーデバイス、そしてモバイルネットワークへのゲートウェイで
ある携帯端末である。グローバルネットワーク側には、センサー情報を収集してユーザ自
身の状態や周辺の状況を解析するコンテキスト分析システムがユビキタスサービスプラ
ットフォームとして用意される。なお、携帯端末とウェアラブルセンサーデバイスおよび
車椅子とは近傍無線リンクによって結ばれている必要がある。また、車椅子には、その走
行状態を把握するための様々なセンサーが取り付けられている。これにより路上の障害物
の検出や路面状況の観測を自動的に実施し、車椅子自身が衝突や転倒の危険を回避するこ
とが自律的にできることを想定している。また、そういったセンサー類で把握しきれない
周辺の状況（例えば近づいてくる自動車）については、グローバルに収集した周囲の物理
環境情報をプラットフォーム側で解析することにより把握することも可能とする。こうい
った環境情報が常時集められていればコンテキスト分析によって、危険が近づいていれば
例えば予めアラームを出すことが可能であり、またトラブルが生じれば、車椅子の状態、
ユーザの身体状態のチェックに基づき、救急車の呼び出し等適切な対応サービスを提供す
ることが可能となる。 
 
固定系ユビキタスによって同様のサービスを提供する場合も、図４．４．６下部に示す
ように基本的なシステム構成はモバイルユビキタスと変わらない。但し、グローバルネッ
トワークとウェアラブルセンサーデバイスや車椅子のユビキタスローカルネットワーク
と接続するのは、固定のアクセスポイントからの近距離無線リンクしかなく、このアクセ
スポイントから大きく離れるとグローバルネットワークへの接続性が維持されない。した
がって常時ユーザの状態や周辺の状況をコンテキスト分析システムが収集するのは不可
能であり、これを補うために、ユーザ状態や周囲状態についてプラットフォーム側で予
測・推定によって対応する必要が出てくる。 
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図４．４．６ モバイルユビキタスと固定系ユビキタスによるサービス方式 
 
この電動車椅子走行支援のサービスを想定した場合、モバイルと固定系ベースのサービ
ス性の差はその信頼性の差として出てくる。固定系ユビキタスでは、ユーザ自身やその周
囲のコンテキストが常時は取得できない可能性があるということで、危機を常に監視し、
安心・安全を保証するためのサービスでは明らかに不利であると言える。モバイルユビキ
タスでも、勿論、コンテキスト情報配信のための無線リンク接続性の常時確保が求められ、
コンテキスト情報の解釈が正しく迅速に行われなくてはならないが、そのような条件を技
術的にクリアできれば、ユビキタスネットワークサービスとして有望なシステムとなると
考えられる。 
 
４．５ モバイルユビキタス・ネットワークアーキテクチャと技術課題 
 
CosmoNet の具体形態としてのモバイルユビキタスを実現するためのネットワークア
ーキテクチャを提案し、これにもとづき各エリア（伝達ネットワークとサービスプラット
フォーム）での今後取り組むべき基本的な技術課題を抽出、整理する。 
 
４．５．１ ネットワークアーキテクチャ 
モバイルユビキタス・ネットワークは、伝達層としては物理世界に直接浸透するユビ
キタスローカルネットワーク（ULN）とグローバルなブロードバンドモバイルネット
ワークがユビキタスゲートウェイ（UbG）で連結されることにより、グローバルな到
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達性をもつユビキタスネットワークが形成される。モバイルネットワークは第 3章で述
べたように IP 技術により構築される可能性が高い。一方、ULN については、前節で
も述べたように特殊な性質をもつネットワークであるため、その構成法やプロトコル技
術についても新たな方式を導入する必要がある。この ULNに対するノードデバイスの
管理や新たなルーティング処理のためには情報転送層と分離したネットワーク制御層
（プラットフォーム）を設けることが有効である。この転送系と制御系分離の概念は、
第３章の次世代モバイルネットワークの構築法で主張したことと同様であるが、特に
ULN の制御に関しては、高度な制御を ULN の中で展開することは、その性能的な制
約から不可能となる可能性が高く、モバイルネットワーク、具体的にはそのネットワー
ク制御層から制御能力を提供することが必要と考えられる。ネットワーク制御プラット
フォームにおいては、サービス名や属性から NW 接続空間におけるアドレス解決が行
なわれたり、ユーザコンテキストやネットワークの状況の理解にもとづきルーティング
処理を行なうような高度なネットワーク制御を行なう。これは研究ビジョンで示した
Cognitive Networkingのための機能要素が配備されたプラットフォームであるので、
この制御層は Cognitive Network Control Platform（理解型ネットワーク制御プラッ
トフォーム）と呼ぶこととする。また、環境やユーザのコンテキストにもとづき最適な
サービス選択を行なうための理解処理や実世界モデル化のための知識処理機能が必要
であり、これらをプラットフォーム機能として具備する Real World Oriented 
Ubiquitous Service Support Platform(実世界指向ユビキタスサービス支援プラットフ
ォーム)が必要となる。これは略して Ubiquitous Service Support Platformと呼ぶこと
もある。 
図４．５．１に、以上述べたモバイルユビキタスネットワークアーキテクチャを示す。 
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図４．５．１ モバイルユビキタス・ネットワークアーキテクチャ 
 
以下、本アーキテクチャの構成要素、特にユビキタスローカルネットワークへの拡張に
関係する技術研究課題について述べる。 
 
４．５．２ ネットワーク伝達系技術課題 
 
（１）ユビキタス・トランスポート技術 
(a) 新通信方式の必要性 
IP を用いたインターネットのアーキテクチャの特徴は、エンド－エンド原則である。ア
プリケーションは両エンドホストによって実現され、これらをつなぐネットワークは IP
パケットを転送するだけの単純なダムパイプ（dumb pipe）でよいとする考え方である。
センサー等、非常に多数の能力の低いデバイスを用いて物理空間のコンテキストを収集・
利用するユビキタスネットワーク環境においては、この原則は最適であるとは限らない。
まず、単純に TCP/IPスタックが重いことから IP以外のよりシンプルなプロトコルが少
なくともユビキタスローカルネットワーク ULNの内部では適用される可能性がある。組
み込み機器やセンサーチップ等に TCP/IPスタックを載せることは、技術的にはそれほど
の問題はないとしても、処理能力や消費電力を極力抑え利用時間の長期化や経済化をはか
るといった目的のためには工夫が必要である。したがって、プロトコルを見直して処理能
力やメモリ量を極限まで削ることには意味があり、実際、センサーネットワーク研究では、
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その面からのアプローチは多い[61]。また、無線タグやセンサー類は通常、ある限られた
エリアで限られた情報をリアルタイムに収集するものであり、情報のワールドワイドのグ
ローバルな到達性は不要と考えられる。また、膨大な数のデバイスのなかから特定のデバ
イスを指定して情報を得るのではなく、ある空間のどれかのデバイス（センサー等）から
情報を得れば十分といったケースも考えられ、各デバイスに個別にアドレスを付与するこ
とすら不要な場合も考えられる。このような観点から、ワイドエリアネットワークの転送
プロトコルは従来どおり IPが適用されたとしても、コンテキストを収集するような ULN
には IPとは異なる専用の伝達プロトコルを適用することは有効と考えられる。したがっ
て TCP/IPにかわる、より効率を重視してかつ汎用性の高い軽量プロトコルの検討が望ま
れる。 
センサーネットワークや無線タグのネットワークが、今後ユビキタスネットワーク時代
において、量的にも機能的にも、どの程度の役割を果たすかは未だ不明である。よって、
モバイルユビキタスのアーキテクチャでは、こういった ULN は IP ベースのモバイルネ
ットワークとはひとまず分離して考え、ゲートウェイで連結する構成を提案しているが、
将来、ULNから生まれた情報がドミナントなトラフィックとしてグローバルネットワー
ク上も流通するようになれば、モバイルネットワークの構造そして IP利用のパラダイム
へ大きなインパクトを与えると考える。 
 
(b) オブジェクトの識別子とアドレッシング[58] 
ネットワーク伝達系においては、その接続の対象（オブジェクト）を指定するための識
別子（ID；Identity）と実際にそのオブジェクトにネットワーク上で到達させるためのア
ドレスが基本的な役割をする。電話網における電話番号（固定電話では、ID とアドレス
が同一）やインターネットにおけるドメインネームや IPアドレスが、それらの代表であ
る。それらの関係を記述（resolve）するための名前解決機構も伝達系における基本機能
である。それでは、ユビキタスネットワークにおいては、これらはどのように規定される
べきか？  
オブジェクトを記述するには、その名前としての IDとその特質を示す様々な属性値が
考えられ、属性を使うことにより、より柔軟性の高い記述が可能となる。ユビキタス時代
の IDに関しては、モノや実世界情報の識別のために識別子の規定検討が近年、盛んに行
われている [62] , [63]。これらは、個体識別までを可能とするが、逆に、例えば、センサ
ーによる物理空間情報を扱うためには、特定のセンサーではなく、ある属性をもつグルー
プであればどれでもよいといったように、より柔軟性の高い指定の仕方をする必要も出て
くる。こういった柔軟性を高めるためには、属性ベースのネーミングの仕方とその名前
IDから、アドレスを解決する機構を準備する必要がある。 
更に、アドレスに関しては、すでに述べたように、モバイルネットワークにおいては、
All-IP化されることによってネットワークアドレスは IPアドレスにより表示されること
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になろう。ところが、ULNを構成するデバイスについては、その数は膨大であり、通信
能力も含め多種多様である。また、移動性があることから位置依存性のあるアドレス体系
では不適格であり、使い捨てセンサーのように、一時的にしか利用されないデバイスすら
存在する。よって、IPアドレスのようにあらかじめ定まった ID空間を規定するのではな
く、記述方法に関する柔軟性も重要な要求条件となろう。 
以上のような点から、とくに属性までを加味した IDの付与方法、これに対応するネッ
トワークアドレス方式と名前解決機構、さらにこれら基本情報をもとに実際に情報を運ぶ
ためのルーティング方式について、今後、研究を進める必要がある。 
また、ID の管理方法について言えば、物流における管理のように、その利用者が多岐
にわたる可能性があり、同時に複数の立場・観点でオブジェクト IDを管理する方法、ひ
とつの IDが複数の管理サーバで管理された場合、特定のサービスで連携するための横断
的なアクセス管理方法、各管理サーバ、ユーザ間の認証、セキュリティ管理方法、そして
オブジェクトの初期登録（ID付与）の自動化等が課題となる。 
 
（２） ネットワーク制御技術 （Cognitive Network Control Platform：CNC-PF） 
ネットワーク制御については、これを伝達レイヤとは分離した形で制御プラットフォーム
(CNC－PF)としてコアとなるモバイルネットワーク上に設けることが有効と考えられる。
これは制御処理機構を転送機構と分離して集中化することによって機能高度化、高性能等
を柔軟に図ることができるためである。ネットワーク全体の品質やセキュリティ管理、接
続のための ID・アドレス解決とこれにもとづくルーティング・接続制御、モビリティ制
御等がこの制御プラットフォームで行われる。以下、いくつかの主要な課題エリアについ
て議論する。 
 ユビキタスデバイスで構成される ULNは、例えば車載のセンサーネットワークや人と
ともに動くウェアラブルデバイスのように、移動するネットワークとして自律的に移動す
る可能性がある。更に、携帯デバイスのゲートウェイ（Ubiquitous Gateway: UbG）を
介してモバイルネットワークに接続されることを想定すると、より複雑な問題が生じる。
人の動きに対応して UbGが移動するので、それに接続される ULNの構成要素は、時々
刻々変化していく可能性がある。これは UbG配下のネットワーク境界が移動するためで
あり、これは従来のモバイルネットワークになかった新たな移動性である。ネットワーク
全体が動くネットワークモビリティの研究は従来から行われているが、これに加え上記の
ようなモビリティを対象にした検討が必要である。 
さらに、ネットワーク構造的に見ればアドホックにネットワークが構成されるため、ア
ドホック・ネットワーキング制御の研究として、ノード管理・制御方式、ルーティング方
式の研究も重要となってくる。特に、キャリアによってインフラレスのアドホックをいか
に高信頼に制御できるかという課題は、ユビキタス時代の新たな課題として、モバイルユ
ビキタスのコンセプトを実現するために重要となってくため、モバイルネットワークから
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の支援を前提にした、ユビキタス端末の位置管理、通信状態管理、端末間接続制御等の研
究は今後重要と考える。 
 
図４．５．２にモビリティに関するあらたな課題を示す。 図４．５．３にユビキタス
化に関連する伝達系の課題をまとめる。 
  
ULNn
ULNk
モバイルネットワーク
ULN2
境界移動による所属
ＵＬＮの動的変化
移動
ULN1
ULNm
ＵＬＮの多重帰属
による経路多重性
UbG
UbG
UbG
孤立ＵＬＮへの
経路設定
??????????????
 
図４．５．２ ユビキタスネットワーキングにおける新たなモビリティの課題 
 
 
・多数端末からの間歇少量トラフィックの輻輳制御
・低能力端末の電力消費を意識した通信制御
・軽量プロトコル（レイヤ簡素化）
Mobility
Bitrate
Connectivity
Reach-ability
9.6k
0km/h
10億
28.8k 384k 2M
100M
5km/h
300km/h
Ubiquity
1G
1億
環境
・移動するULNの管理
・高効率プロトコル（輻輳制御、呼設定処理）
・超多数端末のID管理（付与方法、属性記述
方法、名前解決機構）
・超多数端末の位置管理、接続管理・処理
・自律的ネットワーク構成
・ルーティングプロトコル（属性ルーティング等）
1兆
動くモ
ノ
ヒト
 
 
図４．５．３ ユビキタスネットワーク伝達系の課題 
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４．５．３ モバイルユビキタス・サービス提供のアーキテクチャと技術課題 
 モバイルユビキタス・ネットワーキングは、ユビキタスサービスを提供する基盤として
の情報流通の仕組みであり、具体的なサービスの提供と連携してはじめて意味がある。そ
のサービス提供を支援する仕組みが、Ubiquitous Service Support Platform(USS－PF)
である。 
本節では、その基本的な構成について議論し、今後の技術課題について述べる。 
 
（１）サービス提供支援アーキテクチャ：Ubiquitous Service Support Platform(USS－
PF)  
４．３．２節でのべたユビキタスサービスの主要機能概念、すなわち、フィジカル、コン
テキストアウェア、インビジブルの三つの概念区分にしたがってサービス提供支援のアー
キテクチャを記述する。これらの概念は、相互に関係するもので完全に機能で分類できる
ものではないことを注意しておきたい。 
フィジカル機能に関しては、センサー等で実空間情報を取得し、処理を加えてコンテキ
スト化するまでの過程が対象である。また、サービスとして実際にユーザや環境に作用す
る部分もフィジカルといえる。次に、コンテキストアウェアに関しては、コンテキスト情
報にもとづき環境や人の状態を計算機が理解できる形式（言語）で記述する必要がある。
それをモデル化と呼ぶが、次の三つのモデル化がユビキタスサービスには必要と考えてい
る。 
(a) 物理世界に存在する物や場所の意味を明示的に記述した環境モデル 
(b) ユーザの好みやサービス利用履歴に加えて、実世界におけるユーザの場所や動作な
どの意味を明示的に記述したユーザモデル 
(c) 実世界におけるユーザの活動の意味を明示的に記述したタスクモデル 
こういったモデルを形成するためには、コンテキストの解釈が必要で知的処理が必要とな
る。この処理機能はコンテキストアウェアの中核である。 
サービスは、それを享受するユーザの状態から明示的または暗黙的に指示され、その結
果、ユーザ活動（タスク）に変化を与えるものであるとの考えから、サービスによってタ
スクモデルがどのように変化するかを想定することによりサービスを選択できると考える。
これを実行する過程がインビジブルということができる。選択すべきサービスは、それが
情報サービスであれば、一般に仮想空間のなかに存在するが、その検索を効率的に実施す
るためには、あらかじめシステムの中にサービスのデータベースをもつべきであろう。そ
のデータベース（サービスレポジトリ）では、提供されるサービスが実世界に対してどの
ような作用をするか、その意味を明示的に記述されている必要がある。 
 
以上の機能を情報フローと合わせて表したものを図４．５．４に示す[64]。 
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図４．５．４ ユビキタスサービス提供支援アーキテクチャと情報フロー 
 
以下それぞれの機能群での要求条件や研究課題について議論する。 
 
（２）実空間情報取得 
フィジカルな機能として最も基本的な部分である。いかに精度の高い情報を得て、意味
のあるコンテキストに効率的に変換するかが課題である。そのためには、どのような情報
を取得するのかを明確にして、それにあった情報取得システムを準備する必要がある。実
空間情報としては、いくつかのタイプが考えられる。まず、位置、方向、速度、温度、湿
度等、単純でそれ自体が意味をもつ物理情報である。これらについては、それぞれの情報
を得る環境に即したセンシング機能の高度化が必要である。すでに環境センサーや生体情
報センサーは、実用化が進んでいるものがあるが、ユビキタス環境でいつでもどこでも安
定して、かつ（人も含む）環境に負担なく情報が取得できることが重要であり、前節で議
論したネットワーク化（通信機能）も含めて、経済化や長時間動作等の高信頼化などに多
くの研究課題がある。また、ネットワークに流れる情報量を減らし、より有効な物理情報
を効率的に得るためには、単純な物理情報からより高度なコンテキスト情報に変換するた
め、或る程度の情報処理をセンサーシステムのなかで実現する研究も有効であると考えら
れる。プラットフォームでのコンテキスト解釈処理との機能分担を考えるべきであろう。
このような情報取得段階における情報処理は、ULN 上における属性ルーティング方式とも
関連して検討する必要があり、さらに携帯端末でのユビキタスゲートウェイ（UbG）やグロ
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ーバルネットワーク上の情報処理システムとあわせたネットワークミドルウェア層の分散
処理システムとして機能するようトータルで検討することが重要と考える。なお、画像情
報や音声情報等、情報量が多く、その情報を或る程度処理しないと意味が得られないもの
については、特に取得段階での処理技術の進歩が求められる。 
なお、ユーザに関する情報については、人の行動を位置情報だけでなく、ものをつかむ
把持行為や特定の物体への接触、着座等の情報からモニターすることによって、環境情報
と同様、情報の質を上げる工夫が試みられている。ここでは特にモニターされている人間
にとっての負担を減らし、プライバシ情報がユーザの許可なく流出しない仕組みが極めて
重要である。 
 
（３）コンテキスト解釈機能と物理世界モデル化 
環境のモデル化については、多くの課題がある。位置情報は、もっともシンプルなコン
テキストのひとつであるが、個々の位置がわかっただけではその環境は解釈できないし、
環境全体をモデル化したことにはならない。一方、無線タグを使って実空間のすべてのモ
ノに ID をつけることは、不可能ではなくなりつつあり、モノの情報をかなりの程度記述
することが可能となっている[62],[63]。 実世界のあらゆる場所とそこにあるモノに、こ
の ID を対応させることにより、これがネットワーク化されれば、実世界の様々な空間に
関する（位置情報以外の）状態情報が得られることになる。したがって、このモノに関す
る情報を取得することで、そのモノの置かれた場、環境の状況をどこまで解析し、理解で
きるかという検討を行うことは、実環境全体をモデル化するための第 1歩として重要と考
える。 
 ユーザコンテキストの解釈とユーザおよびタスクのモデル化については、これも検討が
始まったばかりである。従来は、時間と位置情報にもとづく大まかなコンテキスト情報し
か取得されてきておらず、ユーザの状況を高精度に記述することはできていないし、その
状況にあったユーザの要求が何であるのかを決めるようなことは困難である。今後、取得
情報の高精度化とタスク知識の蓄積により、場所（ドメイン）やシチュエーションに応じ
て人間がどのような行動をとるかというタスク記述の汎用化研究が求められる。これが出
来上がれば、環境状況がわかることにより、ユーザの状況が更新され（ユーザモデルの更
新）、その際、どのようなタスクを実行する可能性が高いかを推論することがある程度可
能となるであろう。 
 
（４）サービスの決定と提供 
 ユビキタスサービスでは、物理世界の変化、ユーザコンテキストの変化によって、暗黙
のうちにサービスが要求され、ユーザにサービスが届けられるインビジブル性を究極の目
標としている。そのためには、ユーザの要求を推論する技術、要求にあったサービスを発
見あるいは合成して作り出す技術、そして、サービスを予期していないかもしれないユー
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ザにサービスを届ける仕組み（どういったデバイスにどのように届けるか）の研究が必要
である。一部研究が進んでいるものもあるが、どれも多くの課題があり、一般的な解を得
る状況には至っていない。 
 サービスの決定にあたっては、複数のサービス提供者が対応するユビキタス環境下では
いくつかの類似サービスが競合する可能性も高い。このサービス間の競合が生じた場合は、
サービス提供者間や利用デバイス間の比較もしたうえでユーザにもっとも適したものを
選んで競合を解消するという高度な選定処理までシステムは実施する必要がある。 
 以上、インビジブル化にかかわる技術は、その完成には時間を要するものが多いと思わ
れるが、中間段階として、ユーザのアクティブな操作を支援する形のサービス提供によっ
て、インビジブル効果を徐々に上げていくアプローチがあると考えられる。 
 
４．６ ユビキタスサービス発展へのステップと具体課題  
 
前節までは、ユビキタスサービスのコンセプトとこれを実現するための新世代のネット
ワークアーキテクチャとしてモバイルユビキタス・ネットワーキングを提案し、この技術
的課題を中心に、これからの研究課題をやや一般的に述べた。本節においては、これから
のユビキタスネットワーキング研究をより現実性のあるものとしていくため、ユビキタス
サービスを実際のマーケットに適用していくことを想定し、当初に期待したユビキタスサ
ービスの効用や CosmoNet ビジョンとして掲げた狙いが実現されるために如何なる点に
留意し、克服していかねばならないかを、より広い視点で検証することとしたい。 
本論文で述べたユビキタスサービスが適用されるエリアとして有望と考えられるマー
ケットは、図４．３．１にも示したように、ユビキタスネットワークによる実世界に対す
るセンシング、トレーシング、検索、遠隔制御、通知といった基本能力を生かす領域であ
る。よって、基本的なユビキタスデバイスである無線タグやセンサーが活用される実応用
空間をもつ①生活支援系、②医療・介護・ヘルスケア系、③流通・物流系のマーケットの
中に特に応用範囲が広がっていくと期待される。 
そこで、これらのサービス領域を想定し、モバイルユビキタスネットワークアーキテク
チャにおいて、サービス拡大の視点からみてこれを左右する主要ポイントを明確にする。
そして、そのポイントに着目して、ネットワークとサービスの進化のプロセスを整理する。 
さらに、ケーススタディとして、今後、超高齢社会を迎える日本においてとくにニーズ
が高まると考えられる医療・介護・ヘルスケアの領域をとりあげ、サービス発展のための
技術的要因や社会システムとしての課題を抽出し、ユビキタスサービスとネットワーク進
化の可能性を探る。  
 
４．６．1  サービスから見たモバイルユビキタスネットワーキングの課題 
通信ネットワークは、ユーザ数とサービスの拡大により成長する。ユビキタスネットワ
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ークも同様であり、利用者の拡大とサービスの拡大がどのように図れるか、そのポイント
を押させることが重要である。そこで、提案したネットワークアーキテクチャに照らし合
わせて、そのサービス発展のためのマクロなレベルでの鍵となる項目を抽出する。 
図４．６．１にモバイルユビキタスのサービス生成プロセスをネットワークアーキテク
チャと対応させて表わす。 
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図４．６．１ モバイルユビキタスネットワークとサービス生成プロセス 
 
 モバイルユビキタスのサービス生成プロセスは、実世界の観測対象から始まる。様々な
物理世界の対象（人を含めオブジェクトと呼ぶ）が情報を発生しており、このオブジェク
トに対して、ユビキタスデバイスが（観測デバイスとして）観測を行なうことになる。観
測デバイスとしては、実世界情報をモニターするセンサー類をはじめ、貼付された個体の
情報を提供する RFIDタグ等も含まれる。これらから得られた情報は、ローカルな領域で
のユビキタスローカルネットワーク（ULN）を介してゲートウェイ（UbG）に集約され、
モバイルグローバルネットワークへ転送される。この情報はコンテキストとして、プラッ
トフォームへ集められ、前節で示したコンテキスト解釈処理が施され、対象オブジェクト
の状態が必要に応じた形で把握され、モデル化される。この結果を利用して、様々なアプ
リケーションが起動され、その情報の利用者へ届けられることになる。この場合、利用者
とは、ヘルスケアサービスの個人生体情報の本人への通知のようにオブジェクト自身であ
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る場合もあるし、コンテキストにもとづきなんらかのサービスを提供する第 3者あるいは
企業等の機関である場合もある。 
  
このプロセスに対応して、ユビキタスサービスを拡大していくための主要なポイントを
抽出すると以下のとおりである： 
① 観測対象オブジェクトの広がり：観測対象が増えることによって利用者にとって有
効な情報が増加すれば、一般にサービス性は高まる。何からどのような情報を得る
ことが、誰にとってどう有効であるのかを明確にしてオブジェクトが選定されるこ
とが重要である。 
② 利用可能な観測デバイスのひろがり：これは観測デバイス（センサー類）の多様化
（多種化、多数化）を意味している。同時に、これを所有したり、設置する者の多
様化や利用目的の多様化という意味も含んでいる。 
③ ユビキタスアプリケーションの広がり：実世界から取得される様々な情報、コンテ
キストにもとづき、どのようなサービスを誰に対して提供するか、といったことを
考え、アプリケーションを提供するプレイヤ（アプリケーションサービスプロバイ
ダ：ASP）の存在は、基本サービスの提供が確立したあとのサービスの豊富化のた
めに極めて重要である。 
④ 利用者の広がり：これは実世界情報（あるいはそれを加工した 2 次情報）の利用者
の数と種類の広がりをいう。これが拡大されるということはサービス受益者と提供
者が増加するということであり、なんらかのビジネスモデルが成立することを意味
する。この拡大がオブジェクト（＋観測デバイス）の増加とともに、ユビキタスサ
ービスが立ち上がり、発展するための鍵である。 
 
これらを実現していくために、伝達ネットワークとプラットフォームは基本的なシステ
ムツールであり、サービスの拡大と相関をもって発展していく。以上のような視点を踏ま
えて、サービスとネットワークの発展の段階を考えた。ネットワークの発展を牽引するの
は、上にも記したように、対象オブジェクトおよび観測デバイスの広がりと観測データを
利用するユーザの広がりである。これらをパラメータとして考えた展開のステップを図４．
６．２に示す。 
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図４．６．２ サービス進展のステージとネットワークの成長 
 
図４．６．２に示したように、オブジェクト（観測デバイス）の多様化と利用者の多様
化のステップに従い、ネットワークに求められる能力も高まっていく。 例えば、デバイ
スの増加、多様化により、ULN が拡張され、ネットワークの接続能力が向上しなくては
ならない。また、同じ情報が複数の第 3者利用者によって使われるためには、利用者認証
やプライバシ管理等のセキュリティ性能を高めねばならない。利用者が増えて、アプリケ
ーション種別が増えてくれば、それらを連携させて、より広がりのあるアプリケーション
サービスを提供することも求められるかもしれない。この場合は、異なるアプリケーショ
ン機能を相互に連携させるフェデレーション能力をプラットフォームに与える必要も出て
くるであろう。 
 
このような発展により、ユビキタスネットワーク／CosmoNetはその理想形態に近づく
と考えられるが、そこに至るまでの段階として、特に、オブジェクト＋観測デバイスの広
がり（デバイスや通信方式の向上といった技術面とともに、デバイスの所有者や設置者の
拡大等も含む）のステップを、社会的なニーズや課題も踏まえ具体的に検討していくこと
が、実際にユビキタスサービスを展開するために肝要である。 
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４．６．２ ユビキタスサービス適用ケーススタディ 
本節では医療・介護・ヘルスケアに関連するサービス領域を「ヘルスケア領域」とまと
めて呼ぶことにし、まず、この領域で、本論文で議論しているようなユビキタスサービス
にニーズがあるかどうか、また、現状からみてどのような発展の期待と課題があるかを具
体的に議論する。これにより、前節でのべたネットワーク発展のステージを登るために、
どのような点を克服する必要があるかを検証する。 
 
（１） ヘルスケアサービス・ニーズ 
まず、人々の健康への関心度をみると、野村総合研究所「生活者 1万人アンケート調査」
[65]によれば、日本国民全体の半数以上は自身の健康に対して不安や悩みを抱いていると
いう推計がある。また、自身の健康を筆頭に、家族（配偶者や子供）の健康、親の健康が、
国民の抱える不安や悩みの上位 3位を占めるという結果が出ている。このようなことから、
一般にヘルスケアに関する関心は極めて高く、健康・医療に関する様々な情報やアクショ
ンをそれぞれの人の健康度に対応する形で、タイミングよく提供できれば、ユーザの喜び
は大きいと考えられる。例えば、最近特に問題となっている糖尿病等の生活習慣病につい
ては、健康は心配としながらも自覚症状が薄い状態で本人の対応が遅れがちであり、日常
の健康モニタリングや生活上の注意点への気づきをさりげなく与えるケアが大変有効であ
り、まさにユビキタスサービスコンセプトの原点と合致している。 
この調査においても「親の健康への不安」という項目が増加傾向にあるが、健康問題が
顕在化している高齢者にとっては、いろいろな形でのユビキタスなサポートが必須となっ
てくると考えられる。内閣府の「高齢社会白書」[66]によれば、日本は確実に高齢化が進
展しており、65 歳以上の高齢者人口は、2004 年に過去最高の 2488 万人となり、総人口
に占める割合（高齢化率）も 19.5％と上昇している。今後も、高齢者人口は 2020年まで
急速に増加し、その後概ね安定的に推移すると見込まれているが、総人口が 2006 年以降
減少に転じることから、高齢化率は上昇を続け、2015年には高齢化率が 26％、2050年に
は、国民の約 1/３が 65 歳以上の高齢者となるという超高齢社会が到来すると見込まれて
いる。このような中で、高齢者の一人暮らしの増加は顕著であり、1980 年には、男性約
19万人、女性約 69万人であったものが 2000年には、男性約 74万人、女性約 229万人に
増加し、高齢者に占める割合は、男性 8.0％、女性 17.9％となっている。今後も一人暮ら
しの高齢者は増え続けると見込まれている。また、当然ながら全体の高齢化に伴って要介
護高齢者も今後、急増することが予想されている。 
以上のような状況から、これらの高齢者を対象として、日常の健康状態をいつでもどこ
でも見守り、何か異常が起こったときは、その状況を関係者に知らせ、これに応じて適切
なサービス（手助け）を起動・提供することのできる“安心提供型”のユビキタスケアサ
ービスへの潜在的ニーズは大きいと考えられる。 
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（２） ユビキタス・ヘルスケアサービスの現状と仕組み 
いくつかの事例は既に商用あるいはそれに近いものとしてマーケット評価が行われて
いる。 
【事例１】みまもりサービス： 「みまもりネット」[67]においては、例えば一人暮らし
の老親の家の中に設置した複数のセンサーが、その親の在室状況（時間・部屋名）を、遠
隔にいる家族（モニター者）に対して携帯電話や PC に対して一日一回、電子メールで知
らせるようなサービスである。これは、日常の生活パターンを見ることと、それからの変
化（寝室に長時間いる、夜何度もトイレに行っている等）を知ることによって、体調不良
などに気づくことができるというものである。このシステムは、見守り対象者に対して負
担をかけずに、モニター者が、さりげなく気をつかってあげられるという点でユビキタス
サービスのプリミティブな例を与えている。しかし、緊急通報サービスではないので、緊
急時の発見はできないし、また、状況判断のインテリジェンスは在室パターン情報を受け
取ったモニター者の判断に任されることになり、コンテキストアウェアな処理がないとい
う意味で、“ユビキタスサービス”とはなっていない。この先のサービスとしては、個々人
の活動パターンを分析して健康状態を診断するというようなサービスに高度化するという
ようなことも考えられよう。実際、このシステムを利用して見まもりデータから健康管理
を行う試みもベンダーと大学との共同研究により行われている [68]。  
 
【事例２】ウェアラブルセンサを用いたヘルスケア： 健康状態モニタリングを常時行う
ために、ウェアラブルセンサが製品化されつつある。たとえば、フィンランドで開発され
た、体調モニター・異常自動通報システムとして「リストケア」という製品が日本でも提
供されている[69]。リストケアは、腕時計のような形をした生体センサーであり腕にはめ
るとセンサーが装着者の健康状態（体温・体動・脈拍・発汗）についてモニターを開始す
る。数日間装着するとその利用者の日常的な生活リズムが基礎データとして記憶される。
以後、常に変動するデータは体調信号として、住宅や施設内に設置された受信機器「ベー
スユニット」に１分ごとに無線で送られる。日常の生活リズムと大きく外れた“異常”が検
知されると、無線で医療施設内のコンピュータに連絡したり、電話回線を経由して遠隔に
ある安全管理センターへ自動通報することができるというものである。  
また、指輪型の生体センサーによって脈拍、脈圧、血中酸素飽和量（SpO2）を自動的に
測定するシステムが販売されている[70]。センサーによる測定データは、20 秒毎あるいは
6時間ごとにグローバルネットワークとのゲートウェイとなる通信端末へ転送される。 
 
これらの例ように、ユビキタス環境を意識したウェアラブル型の健康状態常時モニター
システムも徐々に製品化されつつあるが、通信機能の制約やコスト面での制約があり、一
般へ普及はまだ進んでいない。また、より高度なウェアラブル生体センサーやその通信ネ
ットワークとの連携という研究も進められている[71]が、まだ研究段階にある。 
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ここで掲げた事例に共通することは、観測するオブジェクトは一つ（個人）であり、そ
の情報は、家族等信頼できる利用者（単一）への通知に留まっていることである。もちろ
ん緊急連絡のためや、生体データ等を見やすい形にするため、センサーサービス提供会社
が仲介するが、これはセンサー情報提供サービスの一環であり、健康データ通知以外の他
の目的をもった新たなユーザが加わったわけではない。以上の現状のヘルスケアサービス
の利用イメージを図４．６．３に示す。この状態は、基本的には、図４．６．２で示した
発展段階のうち、もっともプリミティブなサービス提供段階であるステージ１の段階と言
えよう(図４．６．３)。 
 
観測
対象
ユーザアプリケーションプラットフォームネットワーキング観測デバイス
個人
個人
生体情報
腕時計型
センサー等
家族
各種生体情報
単純な情報加工
センサ運用会社
生体センサー
 
図４．６．３ 現状のヘルスケアサービス利用イメージ 
 
 
(３) ヘルスケアサービス発展への課題 
 既に述べたように、高齢社会の到来により、一人暮らしの高齢者や要介護高齢者が安心
して暮らせるように、ヘルスケアサービスの充実は期待されているところである。また、
一般に生活習慣病が心配な年齢層に対しては、適切なタイミングで気づきや注意情報を与
える予防的健康情報サービスも、ニーズが高いと考えられる。そのため、マーケットとし
ては有望と考えられるが、実際は（２）で述べたように、ウェアラブルセンサーデバイス
を用いた健康モニタリングサービスも存在するものの利用者はまだ限られており、ユビキ
タスデバイス（センサー類）によるヘルスケアサービスのマーケットは確立されたとは言
いがたい。その原因としては、通信機能をもつセンサー自体がまだ大変限られており（観
測デバイスが質、量ともに不足）、取得したデータを医療機関等の遠隔の第３者へ送るには、
固定的に配した別の通信機器が必要であること等、情報配信の仕組みも限定されているか
らであると考えられる。そのため、第３者利用者（医療機関等企業）にとっては、健康状
態モニタリングサービスのための健康データが十分に入手できず、結果としてサービス（ビ
ジネス）として充実させるという企業側の動機も不足していると考えられる。これを改善
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していくためには、以下のような点を充実させる必要がある。 
情報生成側（オブジェクト＋観測デバイス）の視点から： 
a）通信機能をもつヘルスケアセンサーデバイスの充実。具体的には、サイズを含めた
使いやすさや機能向上とコストダウン。 
 b）ネットワーキング機能の充実。センサーデバイスからの情報を確実に観測し、安全
確実に所望の場所へ送りとどけるネットワーキング（ローカル、グローバルを含む常
時接続能力等）を安価に提供できること。 
 c) 第３者に健康データを送ることによるセキュリティ不安の解消。これは、プラット
フォームにおけるセキュリティ機能、プライバシー保護機能の充実をはかり、センサ
ー提供とあわせて、各個人に対して安心感を醸成する。（マルチ利用者化への対応） 
d) 観測デバイス所有者、設置者が情報提供者自身でない場合でも、プライバシーやセキ
ュリティの保証がおこなえ、センサー所有者、設置者にとって設置管理、運用の費用
負担が容易にできるコストと仕組み（公的な支援が初期的には必要か）。 
 
情報利用者側の視点から： 
 e) 膨大な量の健康データを集約し、利用しやすい形にデータベース化されていること。
またデータ分析、マイニングが適切に行われること。 
 f)  それぞれの利用者の用途に応じたデータ配信 （本人、家族、コミュニティ、安全
センタ、介護センタ、病院、医師、薬局等々へ）。  
 g) 複数利用者間での情報シェアのためのデータフォーマット標準化 
 等々。 
 
以上のような点の改善により、個人の健康データが企業（医療機関等）にも集まるよう
になれば、新たなヘルスケアビジネスの展開が期待できる。ただし、当初は、プライバシ
やセキュリティ、費用負担問題等からハードルも高く、立ち上がりに時間はかかるかもし
れない。この障壁を打ち破るには、初期的には公的な資金や機関によるテストベッドトラ
イアル等を実施し、実際的な成果の積み上げによって、個々の課題を解決していくことが
重要であろう。 
また、技術的に言えば、本章の前半で議論してきた“ユビキタスサービス”を提供して
いくということは、コンテキストアウェアとインビジブルサービスの実現を意味しており、
ヘルスケアサービスをこのレベルにするためには、更に、多くの問題を解決する必要があ
ろう。例えば、生体情報をコンテキストとして解釈するということは高度に医療専門的な
活動であり、これを ICT（情報通信技術）に委ねうるか、また民間（一般企業）に開放さ
れるかという点については社会的コンセンサス、国家的な判断がいると思われる。また、
生体情報とそれ以外の周囲環境情報を連携させ、コンテキスト情報を総合的に理解（個人
の状態、そのいる場所や環境条件等）にもとづき、自動的に（プッシュ型で）ヘルスケア
 - 127 -
指示をその個人に与えるといった更なるサービスの高度化には、そのニーズとコストをよ
く評価してアプリケーションの開発に当たらねばならない。 
 
（４）サービスとネットワーク発展のイメージ 
 先に述べたように、情報収集のための端末であるセンサー類の充実、とくにネットワ
ーキング能力が進展することにより、データの集積が進み、データ（リアルタイム情報も
含む）の利用価値が飛躍的に高まると考えられる。これによって健康管理を中心とした医
療・介護・ヘルスケアビジネスに参入する企業や団体も増加し、ユビキタスサービスの普
及が期待される。 
明確な発達のステップは描けないが、センサー類の増加と設置者の拡大により個人とそ
の行動に連携した環境情報等も取れるようになり、セキュリティ、プライバシ管理がネッ
トワークプラットフォームで保証されたデータが集積することで、様々なアプリケーショ
ンを利用して、ヘルス情報、周囲環境情報にもとづく多くのサービス提供者が出てくると
考えられる。 
そのイメージを図４．６．４に示す。 
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図４．６．４ ヘルスケアサービス発展のイメージ 
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４．７ まとめ 
以上、将来のユビキタス社会の実現にむけて新たなネットワークビジョンとネットワー
ク研究の方向性、具体的なネットワークモデルとしてのモバイルユビキタス・ネットワー
キングの提案等を行い、その技術課題についての議論を行った。また、実際のサービスと
しての適用性、発展の可能性を評価するために、ユビキタスサービスの展開の一般的ステ
ージを導出するとともに、適用エリアとしてヘルスケアサービスを想定して普及のための
課題を抽出した。 
本論文では、技術課題に対して具体的な回答を出すに至っていないが、今後の研究開発
のひとつの方向を示すとともに、ユビキタスサービスの市場的な発展可能性を示した。本
節では、まとめとして、今後のユビキタスサービスの進展に向けて、全般的な課題ついて
改めて整理する。 
 
４．７．１  ユビキタス化へのビジネスからの期待と課題 
総務省調査研究会の文献[56]によれば、ユビキタス関連分野市場は、2005年に 30兆円、
2010年に 84兆円の規模と試算されている。また、野村総合研究所における検討では、ユ
ビキタスネットワーク化による産業規模拡大への効果は 2005年において 58兆円と見てい
る[71]。ただし、これらの市場予測では、本論文での定義に比べより広くユビキタス化の概
念をとらえている。即ち、ブロードバンド化やモバイルによる非 PC機器の増大、家庭 LAN
や車載 LAN の増加による様々な情報機器の接続性の拡大を想定し、これらを活用した産
業の拡大・新ビジネス創生を試算している。いずれにせよユビキタス化は、これまでの PC
とインターネットをベースとした「ビジネスプロセスの効率化」を中心とした 90 年代の
IT化とは異なる形で、新たな領域へビジネスを拡大していくことが期待される。 
ビジネス面から見たとき、ユビキタス化を推進するための課題については、サービスの
受益者が、個人であるか企業や公共事業であるかによって提供するサービス、達成すべき
目標は異なり、課題も異なると考えられるが、ここでは４．３．２節に述べたユビキタス
サービスの特性に着目して基本的な課題を整理する。 
 
(1) インビジブルの観点から：人或いは観測すべきモノが遍在する極めて広いエリア
にネットワークを提供する必要がある。対象物を常に観測、追跡し、そして、さりげなく
支援する（通信・コンピューティング）システムは規模的に膨大で、能力的にも多彩なデ
バイスの集合となると考えられ、誰がこれを建設し、維持・管理を行なうかというインフ
ラ投資が第一の問題となる。ひとつの通信キャリアがクローズドなネットワークを構築し、
運営するという従来のキャリアネットワークの概念は成り立たないと考えられる。したが
って相互に個別のネットワークを接続してグローバルなネットワークを作り上げるという
‘インターネット’のコンセプトがその基盤となることは間違いないと考えられるが、幾
多の ISPの集合体である現在の商用インターネットが、サービス提供上の信頼性・一貫性
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も含めその答えとなるのかは不明である。連携によりクリティカルマスを押さえられると
いう強いインセンティブが必要である。また、普段見えないインビジブルなサービスをど
のようにユーザに認識してもらい、どのように対価を課し、料金を徴収するか、というユ
ーザマインドの問題もビジネスモデルを成立させるための基本的な課題となろう。もちろ
んそのためにサービス自体のスペックや魅力を明確に主張できることが前提となる。 
 
(2) コンテキストアウェアの観点から：ユビキタスサービスは、ユーザの意図や状況を
理解し、その場に応じた、その人のためだけのサービスを提供する。このためには、嗜好
や状況などのプライバシー情報をシステム側に開示する必要がある。セキュリティ、プラ
イバシー管理の強化等によるユーザの心理的抵抗感を軽減する方策や、コンテキストを第
3 者にもなんらかの形で開示する場合の社会的なコンセンサス作りが必要である。また、
すでに前節で指摘したようにヘルス情報のコンピュータによる自動的な解釈等、本来許さ
れるかどうかという基本的な問題がある（情報解釈に対する責任所在の問題）。 
サービス提供システム側においてもユーザ支援のために有効な情報やサービスを即時
に収集できる情報収集能力と、個人コンテキストを利用しただけの価値あるサービス提示
できるマーケティング力が必要となる。こういったユーザとシステムが接近したサービス
を成立させるには、ユーザとサービス提供者間の相互の信頼感がきわめて重要であり、ハ
ード的な情報管理の信頼性・安全性を高めることはもとより、サービス提供者自身の信頼
感をどのように醸成できるかといった点が極めて重要である。そのために、ユビキタス時
代の企業ブランド力、信用力をサービス提供者がどのように確立させるかは新たな課題と
なろう。 
 
(3)フィジカルの観点から：これまでの情報通信技術 ICT は、ネットワークとコンピュ
ータの中の仮想世界が対象であったが、ユビキタスサービスでは、物理世界が ICTの対象
となる。物理世界がからむことにより、実世界での利用条件に適合した情報アプライアン
ス（端末デバイス、観測デバイス等）の重要性が高まり、これをどこに設置し、どう利用
し、管理できるかがビジネスの成否を決めることになろう。デバイスの普及には、技術革
新による機能、性能の向上はもちろん、量産化による生産コストの削減は必須である。ま
た、利用環境を考えた扱いやすさと機能の設定が重要である。デバイスの設置、管理に関
しては、例えば、無線タグでいえば、対象物に対しどこでどのようにタグ付けをするかと
いう問題がある。メーカーによる製品製造段階でのタグ付けを期待する場合には、世界規
模でユニークなタグ番号を管理する必要がある。また、ある事業者がある時点だけ特定の
モノ群管理をしたいとすれば、世界的なユニークネスより、そのモノの特性にあった番号
方式で管理する方が便利であろう。モノによっては、既にその業界で管理番号が決まって
いるものもあり、従来からの管理番号を利用したいということは十分にありえる。このよ
うな管理に対する様々な要求条件を入れて標準化をどのように進めるかも、大きな課題で
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ある。またこれは早期に定めないとユビキタス化が進まない。 
 
以上、いくつかのビジネス展開に関する課題をユビキタスの特性に関連させて述べたが、
サービスの発展には、ユーザの理解とサービスの提供者である企業の事業性、そして提供
するシステムが相互に調和して発展していく必要がある。現時点では、そのどれについて
も検討が始まったばかりであり、すでに述べたことも含め多くの本質的課題がある。それ
ぞれの側面から図４．７．１のように課題がまとめられるが、社会的なインフラとして成
長していくためには、産官学共同で研究開発を進め、システムの社会的な普及を図るとい
うアプローチも重要と思われる。 
 
 
z 設備への投資，維持
z 相互運用性，標準化
z 省エネ，省資源
z コスト／価値・メリットの認識
z セキュリティ，プライバシー保護
z 快適感、信頼感
応用分野別
連携研究開発
実証実験
システム的な課題 ビジネス上の課題
ユーザ・社会からみた課題・
z ビジネスモデル確立
z キラーアプリ、ユーザ開拓
z 信頼性・ブランディング
 
 
図 ４．７．１ ユビキタスサービスを進展させるための基本的課題 
 
４．７．２ ユビキタス化へのキャリアの役割 
 
将来のモバイルサービスは、ネットワークの高速・広帯域化とともにあらゆるモノがつ
ながり実空間と仮想空間が連携するユビキタス化を促し、モバイルユビキタスの世界へ発
展するという考えを述べた。それを構成する次世代ネットワークとしては、３Ｇまでの（セ
ルラー）モバイルネットワークの All-IP 化（高速・広帯域化）をコアとし、そのモバイ
ル端末をゲートウェイとしてユビキタス環境にネットワークを拡張するモバイルユビキ
タス・ネットワークアーキテクチャを具体構成として提案した。このアーキテクチャにお
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いても、端末とネットワーク（伝達と制御）とサービス支援プラットフォームの３つがネ
ットワーキングの主要な構成要素であり、これらの各主要構成要素間をうまく連携させる
仕組みを提供することがこれからの通信キャリアの役割であると考える。現在のインター
ネットでは，各構成要素が個別に発展し，それらの連携もまたサービス毎に独立になされ
ている。モバイルユビキタス・ネットワーキングの世界では，キャリアがこれらをコーデ
ィネートし，サービスを迅速に提供しやすい「場」を整えることによって新たなマーケッ
トを創造できるものと考えられる。  
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第 5章 結論 
 
従来、音声電話サービスだけを提供していた電気通信ネットワークは、80年代の後半か
ら技術の発展と時代の要請により広帯域のマルチメディア化が求められ、ついで現在のモ
バイルネットワークにおいてもマルチメディア化が重要となり、さらに今後、実世界の情
報を扱うユビキタス化への発展が求められている。本論文は、この背景のもと、サービス
のマルチメディア化、モバイル化、ユビキタス化という視点から、それらに適応できる広
帯域アクセスネットワーク、モバイルネットワークおよびユビキタスネットワークについ
て、その構成法を中心に論じた。以下、それぞれの章での結果の要点を記す。 
 
第 2章マルチメディアサービスに適応するアクセス系ネットワーク構成技術の研究：こ
こでは LAN/MANを含むアクセス系ネットワーク構築のため、伝送媒体の利用効率に優れ
たシェアド・メディア型ネットワーク方式を取り上げ、ATM と親和性高いリング型ネッ
トワークの構成法を示した。アクセスユニット(AU)間のアクセス公平性を保証し、帯域保
証とリアルタイムの動的帯域制御を実現するメディアアクセス制御（MAC）方式の検討が
研究の中心であり、その新方式として ATMをベースとしたMACプロトコル ATMR（ATM 
Ring）を提案した。提案方式の主な特長は、分散的なウインドウ制御により AU毎の公平
性制御（帯域保証）を実現したことと、マルチメディアサービス毎の品質保証のための分
散優先制御機構を実現したことである。シミュレーションによる性能評価を行い、マルチ
メディア向けシェアド・メディア型ネットワークとしての有効性を明確にした。また、
ATMRプロトコルを LSI化して実現し（156Mbps試作版および 622Mbps実用版）、当時
の世界最高レベルのスループット特性を実際に確認した。 
 
第 3章モバイルマルチメディアサービスに適応する All-IPネットワーク構成法の研究：
本章では、まず、次世代（４G）ネットワークとして目指すターゲットネットワークモデ
ルをあきらかにするため、モバイルサービスマーケットの展開シナリオにもとづきビジネ
ス的な要求条件を整理した。次に構築すべきターゲットネットワークの特性にもとづき、
技術開発アプローチの考え方を示した。４Gに向けてはマルチメディアサービスをサポー
トできる All-IPネットワークが最終的なターゲットモデルとなるため、これを念頭におい
て、あらたな設計方針を提案した。要求条件と設計方針に適合するアーキテクチャとして、
IP 伝達層とその制御プラットフォームおよびサービス高度化のためのサービス支援プラ
ットフォームの３階層構成をもつネットワークアーキテクチャを提案し、その具体的な機
能構成についても述べた。特に、モバイルネットワークの能力を特徴づけるモビリティ（移
動性）制御方式については、インターネットで検討されてきたMobile IP方式では、ネッ
トワークの安全性やユーザの位置に関するプライバシ保護の観点から好ましくないことを
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指摘し、あらたな方式の必要性を唱えた。そして、従来インターネットで尊重されてきた
考え方（“エンド－エンド原則”）とは異なる方式、即ち、端末側では移動制御に関する処
理を最少化し、ネットワーク側に主要な移動制御機能を持たせてモビリティを実現させる
“ネットワークインテリジェンス”型の制御方式を提案した。これは、インターネットの
アーキテクチャ原則を破るものではあるが、端末の移動透過性が簡易で、無線リソースへ
の負荷も軽く実現できるため、モバイル端末向きであり、上記のMobile IPにおける課題
も解決できる。ネットワークでの処理にかかる負荷やモビリティ性能低下が懸念されると
ころであるが、シミュレーションや試作システムを用いた評価によって、その実現を妨げ
るような処理ボトルネックはないことや、Mobile IPv6との性能比較においても劣化がな
いことが示されている。この新たな考えにもとづくモビリティ管理・制御方式については、
その導入についてまだ世界的にコンセンサスが得られていないが、今後のモバイルネット
ワーク All-IP化のひとつの方式検討材料となっており、世界の標準化の場での議論も進め
られている。 
 
第 4 章 ユビキタスサービスに適応する新世代ネットワーク構成法の研究：本章におい
ては、まず、将来のユビキタスサービス時代のネットワークとは如何なるものであるかを
考察し、環境への浸透と理解を機軸とした新たなネットワークのビジョンを提案し、それ
が実現すべき価値について議論した。次に、ユビキタスサービスに対する考え方を整理し、
実世界（フィジカル）を対象に含め、人や周囲環境の状況に応じて（コンテキストアウェ
ア）、人にはさりげなく（インビジブル）サービスが提供されることが、ユビキタスサービ
スを特徴づける機能概念であることを指摘し、これら概念にもとづくサービスの実現モデ
ルを提示してサービス研究の方向性を示した。次に、ネットワークビジョンを実現する具
体的なネットワーク構成論として、次世代のモバイルネットワークをコアとしてユビキタ
ス世界へ拡張を図る“モバイルユビキタス・ネットワーキング”の概念を提案した。人に
常時携帯される携帯電話端末がフィジカルな世界へのゲートウェイとして優れていること
を示し、ローカルなユビキタスネットワークとモバイル端末、モバイルネットワークとの
連携によって生じうる効果を実際のサービスを想定したケーススタディにおいて示すこと
でモバイルユビキタス概念の有効性を論じた。次に、今後の研究の推進に向けて、ネット
ワークアーキテクチャを規定し、その主要構成要素についてネットワーク技術とサービス
支援技術の両面から要求条件や新たな研究課題を体系化してまとめた。また、技術面以外
にも、サービスとして社会に受け入れられ発展していくための課題を探るため、ヘルスケ
アサービスをケーススタディとして発展のステップを考察した。そこで生じうる基本的な
課題を抽出し、今後、研究を進展させ、ユビキタス社会を構築していくための留意点を明
確にした。 
ユビキタスサービス自体は、まだ多くがコンセプトの段階であり、本論文で示したネッ
トワーク構成法についても概念を提案し定性的な評価をするにとどまっている。しかしな
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がら、本研究は、ネットワークのユビキタス化という大きな研究領域の中で、今後めざす
べきネットワークビジョンを明確にして、取り組むべき技術課題とサービス実現とその発
展のための課題点を具体的にまとめたことで、今後、ユビキタスネットワーク社会を実現
するための世界の研究開発を加速するためのひとつの基盤的な素材になるものと考える。 
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年９月 【笠原英樹・伊東 匡・今井和雄】 
 
著書 
・ 「IPv6時代のインターネットプロトコル詳解」 毎日コミュニケーションズ社  
2003年 9月  （編著） 
・ 「次世代ネットワークサービス技術」 未来ねっと技術シリーズ第６巻、電気通信協
会 2000年    （共同執筆） 
・ 「B-ISDNの基盤技術」  リアライズ社 1994年  （共同執筆）  
・ 「B-ISDN 絵とき読本」  オーム社 1993年  （共同執筆）  
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その他関連業績 
・ “次世代モバイルネットワークとその技術課題” オペレーションズ・リサーチ OR
学会誌 vol.49 no.8, 2004年 8月 【今井和雄】（解説） 
・ “ユビキタスネットワーク社会のビジョンとその実現可能性”RITEシンポジウム  
パネル討論 2003－6 （海外電気通信 2003 年 8 月号に掲載、RITE：国際通信経済
研究所） 【今井和雄】（解説） 
・ “ユビキタスサービス”信学会 学会誌 2003年 3月 【今井和雄・山崎憲一】（解説）  
・ “未来のモバイルネットワーク技術がもたらすユビキタス社会” 
  ITUジャーナル 2003年 6月 【今井和雄】 （解説） 
・ “移動通信ネットワークの IP化の検討”ドコモテクニカルジャーナル Vol.9, No.1 2001
年 4月 【今井和雄・藤谷 宏・前田吉功・平田昇一】 （解説） 
・ “ATMフォーラムの全体的動向と技術検討課題” 信学技報 IN94-39 Vol.94 No.29    
1994年 5月 【今井和雄】 （講演）  
・ “B-ISDNの標準化動向と課題――高速データ通信サービスの実現に向けた技術課題―
―” 信学会論文誌 B-I Vol.J76-B-I No.11 1993年 11月【三宅 功・今井和雄】 
（論文） 
 
(以上) 
 
 
 
 
  
 
